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 第１章 緒論 
本研究の概要 
 
鉄道車両を動力システムの観点から考えると、大別して、電化区間において架線から集電し電気運転を
行う鉄道車両と、非電化区間において主として内燃機関の動力源を利用する鉄道車両の２種類に分類さ
れる。前者は、効率も高く、都市通勤輸送・幹線輸送・高速輸送などに広く用いられているが、そこで用いら
れるインバータ駆動システムは、スイッチング動作による高調波が発生するという問題を有している。このた
め、車両からレールを通じて変電所に流れる帰線電流の高調波が信号システムに悪影響を及ぼす可能性
があり、その対策が大きな課題となっている。一方、後者は、架線を用いないため、帰線電流の高調波問
題は生じないが、効率の高い電気システムの適用が限られることや、回生ブレーキによる省エネルギー化
が困難であることなどの課題がある。これに対して、近年の蓄電技術の進歩により、蓄電装置を用いて電力
貯蔵を行う車両駆動システムの適用が検討され始めている。これは、ディーゼル発電機や燃料電池などの
発電装置と、電気二重層キャパシタやリチウムイオン蓄電池などの蓄電装置とを組み合わせたハイブリッド
電源鉄道車両である。ハイブリッド電源鉄道車両は、複数の電源を有し、かつ実用上様々な制約が存在す
ることから、車両駆動システムの設計は容易ではなく、設計・評価手法の確立が望まれている。本論文では、
上述の２つの課題に焦点を当て、電気鉄道の次世代における車両駆動システムの設計・評価手法を開発
することを目的とする。 
はじめに、電気運転を行うインバータによる車両駆動システムに対して新たな設計指針を示すことを目指
して、帰線電流高調波の理論解析手法を提案する。現状のインバータによる車両駆動システムにおいては、
高調波対策としてフィルタ回路の設置やスイッチングパターンの工夫などの方策が採られている。しかしな
がら、高調波の発生原理は明確に整理されているとは言い難く、過剰な高調波対策がなされている可能性
がある。また逆に、高調波対策が不十分なために、車両新製時などに実施される走行試験において追加
対策を迫られることも少なくない。さらに、車両からの高調波を明確に定量化できないため、車両側のみな
らず、高調波の影響を受ける信号側においても、必要以上の高調波対策が施されている可能性がある。そ
こで、本論文では、直流鉄道車両を対象に車両駆動用インバータによる高調波発生量を理論解析に基づ
き明らかにする方法を提案する。これにより、車両と信号システムとが協調した高調波対策の実現に向けた
検討が可能となり、従来の設計や試験時の調整における試行錯誤的なアプローチを回避し、車両駆動シ
ステムの設計の大きな効率化が期待できる。 
続いて、本論文では、導入に向けて研究開発が現在進められている段階であるハイブリッド電源鉄道車
両の車両駆動システムの設計・評価手法を提案する。ハイブリッド電源鉄道車両は、発電装置と蓄電装置
のバランスにより機器の様々な容量配分を取り得る上、路線条件も多岐にわたり、それに応じて電力制御
法にも種々の手法が考えられるなど、設計の自由度が高い。その結果、これまでに一般化された設計手法
に関する議論はほとんど行われていない。このような背景のもと、本論文では、電力制御パターンに関して
は最適電力制御を実現する動的計画法を取り入れ、機器容量の決定には多目的最適化手法を取り入れ
た設計・評価手法を提案し、大規模な並列化計算も導入することで、異なる特徴を有する多数のハイブリッ
ド構成を明らかにした。本手法により、ハイブリッド電源鉄道車両の基本設計の段階において、広範な探索
空間から有益な情報抽出を行うことが可能となる。 
本論文は、全４章から構成され、その概要は以下の通りである。 
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第１章 緒論  
＜第２章＞帰線電流高調波の理論解析 
第２章においては、架線から集電し電気運転を行う鉄道車両に焦点を当て、インバータによる車両駆動
システムの新たな設計手法の提示を目的とし、帰線電流高調波の理論解析手法を提案する。鉄道車両駆
動に用いられるインバータ制御は、その原理上高調波を発生する。インバータの直流側電流は、レールを
通じて変電所に流れる帰線電流となり、その高調波が、軌道回路の鉄道信号電流に基づく列車検知機能
に障害を及ぼす可能性がある。また、車両から発生する高調波は様々な周波数成分を含んでおり、信号
設備に用いられる周波数も多岐にわたる。しかしながら、これまで帰線電流高調波の発生メカニズムは、定
量的には明らかになっていない。その結果、新たな主回路設計を行う際には、その都度、帰線電流高調波
の測定・確認が行われ、必要に応じて車両側あるいは信号側で試行錯誤的に対策がとられているのが現
状である。 
このような背景のもと、本章では、直流鉄道車両を対象に車両駆動システムにおける高調波対策への応
用を目的とした帰線電流高調波の理論解析手法の開発に取り組んだ。本章における開発手法により、相
電流の正弦波近似とともにスイッチング素子の動作を表現するスイッチング関数を導入することによって、
直流側電流高調波の周波数成分だけでなく、その振幅値も明確に示す理論式を導出する。本章で提案す
る理論式は、インバータのＰＷＭパルスモードに応じて、非同期ＰＷＭモード、同期ＰＷＭモード、１パルス
モードに適用可能である。これにより、帰線電流高調波の対策として、高調波の発生原理を体系的に整理
することが可能となる。続いて、実験結果、微分方程式に基づく数値解析結果、および提案手法の理論解
析結果を比較し検証した。この結果、理論解析による高調波成分は、実験と数値解析で得られた主な高調
波成分と比較して、周波数が一致するだけでなく振幅も良好に合致した。これにより、本章において開発し
た理論解析の妥当性を示した。開発手法により、変調波周波数、搬送波周波数、変調率などのパラメータ
が、発生する高調波に及ぼす影響を理論式に基づき把握することが可能となった。これは、微分方程式に
基づく数値解析では得ることができなかった情報の抽出を可能とするものであり、開発手法の大きな特徴
である。これにより、高調波抑制対策など、今後のインバータによる車両駆動システムの設計に有益な指針
を提示することが期待できる。 
さらに、本章では、高調波低減の一手法として、ＰＷＭ搬送波の位相差運転の効果について、開発した
理論解析により分析・評価する。位相差運転は、交流鉄道車両においては架線のゼロ電位検出による同
期が可能なため広く用いられている。一方、直流鉄道車両においては、同期電源を持たないため位相差
運転の適用が困難であった。しかしながら近年の鉄道車両においては、補助電源の同期電源化により、位
相差運転の適用の可能性が出てきている。ここでは、開発した理論解析の応用事例として、直流鉄道車両
への位相差運転の効果を理論式により定量的に明らかにし、その有効性を示す。 
 
＜第３章＞ハイブリッド電源鉄道車両の最適化設計手法 
第３章においては、将来の車両駆動システムとして研究開発が進められているハイブリッド電源鉄道車
両の設計・評価手法について提案する。ハイブリッド電源鉄道車両は近年、ディーゼルエンジンとリチウム
イオン蓄電池によるディーゼルハイブリッド鉄道車両が我が国において量産先行車として営業運転を開始
したことをはじめとして、実用化に向けて研究開発が進められている。ハイブリッド電源鉄道車両として研究
開発の対象となっているシステムは、発電装置と蓄電装置を電気的に組み合わせたシリーズハイブリッドシ
ステムが一般的である。発電装置としては、従来のディーゼル鉄道車両（気動車、ディーゼル機関車）に用
いられるディーゼルエンジンに発電機を接続したものや、次世代のエネルギー源として注目される燃料電
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池などが考えられる。蓄電装置としては、電気二重層キャパシタやリチウムイオン蓄電池が主な対象として
扱われている。駆動装置は、近年の電車と同様にインバータにより誘導電動機を駆動する方式が主流であ
る。ハイブリッド電源鉄道車両を実現する上での主な研究対象としては、電気二重層キャパシタやリチウム
イオン蓄電池などの蓄電装置や燃料電池などの次世代の発電装置の要素技術の開発、蓄電装置の充放
電と発電装置の発電を協調し電力・エネルギーを管理する電力制御システムの開発、蓄電装置と発電装
置の種類や容量や機器配置などの設計などが挙げられる。 
以上のような背景のもと、本論文では、ハイブリッド電源鉄道車両の設計コンセプトを見いだすための基
本設計手法の提案を行う。ハイブリッド電源鉄道車両の設計においては、発電装置の種類や容量、蓄電装
置の種類や容量、消費エネルギー、路線条件など考慮すべき項目が多岐にわたり、設計の自由度が極め
て高い。また、評価項目の１つである消費エネルギーは、路線条件や機器容量が同一でも、採用する電力
制御法に依存して大きく変動する。換言すれば、路線条件や機器容量などに応じて、消費エネルギーの
観点から適切な電力制御法は異なってくる。そこで、開発手法においては、多目的最適化を適用すると同
時に、そのプロセスにおいて電力制御パターンの算出に動的計画法を取り入れ、ネスト化された最適化計
算手法を提案する。この結果、探索空間が極めて広範となり、通常の高速ワークステーションを用いても実
用上可能な時間範囲での処理が困難となる。そこで、最適化プロセスを適切に並列化計算させることで、
探索の大規模高速化を実現した。以上の結果、動的計画法により種々の路線条件や機器容量の下で消
費エネルギーを最小にする最適な電力制御を実現した上で、発電装置容量・蓄電装置容量・消費エネル
ギー・路線条件の相関を広範な探索空間にわたり把握することが可能となった。このような詳細な分析結果
に基づき、最終的に、電源システムのハイブリッド化による効果が大きい機器容量構成をパレート最適解と
して抽出した。同時に、路線特性の観点からも分析することで、ハイブリッド化の効果が大きい対象路線の
特徴を明らかにした。 
ここまでの議論では、動的計画法により最適化された電力制御パターンに基づき、ハイブリッド電源鉄道
車両の基本設計を行っている。したがって、設計結果を実際のハイブリッド電源鉄道車両に適用するには、
動的計画法により得られた結果と遜色ない程度のエネルギー消費を実現できる現実的な電力制御法が求
められる。そこで、本論文では、車両の総エネルギー保存の考え方を基本とする制御関数を提案し、それ
に基づく新たな電力制御法を開発した。提案の電力制御法は、蓄電媒体が保持する蓄電エネルギー、列
車の走行による運動エネルギー、および列車の標高により決まる位置エネルギーの総和が一定に保たれ
るように発電装置の簡便な出力制御関数を導入したものであり、実車両へ容易に実装可能である。先に述
べた設計プロセスにおいて採用した動的計画法の部分を、提案の関数による電力制御法に置き換え、多
目的最適化計算を実施した結果、様々な路線条件や機器容量配分の条件下で、同等のパレート最適解を
得ることができることを示した。このことにより、多目的最適化と動的計画法を組み合わせた本章の設計・評
価手法は、その設計結果が電力制御の観点からも容易に実現可能なものであることが示され、ハイブリッド
電源鉄道車両の基本設計において、実用上有益な設計情報を与えるものと言える。 
 
＜第４章＞結論 
第４章においては、本論文で得られた知見についてまとめるとともに、今後の課題についても述べる。 
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第１節 
概要 
 
本章においては、架線から集電し電気運転を行う鉄道車両に焦点を当て、インバータによる車両駆動シ
ステムの新たな設計手法の提示を目的とし、直流鉄道車両を対象とした帰線電流高調波の理論解析手法
を提案する。鉄道車両駆動に用いられるインバータ制御は、その原理上高調波を発生する。インバータの
直流側電流は、レールを通じて変電所に流れる帰線電流となり、その高調波が、軌道回路の鉄道信号電
流に基づく列車検知機能に障害を及ぼす可能性がある[1.1-5]。また、車両から発生する高調波は様々な周
波数成分を含んでおり、信号設備に用いられる周波数も多岐にわたる。しかしながら、これまで帰線電流高
調波の発生メカニズムは、定量的には明らかになっていない。その結果、新たな主回路設計を行う際には、
その都度、帰線電流高調波の測定・確認が行われ、必要に応じて車両側あるいは信号側で試行錯誤的に
対策がとられているのが現状である。このような背景について、本章第１節で紹介する。 
このような背景のもと、本章では、車両駆動システムにおける高調波対策への応用を目的とした帰線電
流高調波の理論解析手法の開発に取り組む。第２節では、解析対象モデルについて紹介する。続いて、
第３節において、相電流の正弦波近似とともにスイッチング素子の動作を表現するスイッチング関数を導入
することによって、直流側電流高調波の周波数成分だけでなく、その振幅値も明確に示す理論式を導出す
る。導出した理論式を元に、第４節では、実車両を想定したモデルを対象として、微分方程式に基づく数値
解析と提案手法の理論解析結果を比較する。さらに、第５節において、ミニモデルにおいて実験を行い、
実験結果、微分方程式に基づく数値解析結果、および提案手法の理論解析結果の３者を比較する。この
結果、理論解析により得られた高調波成分は、実験と数値解析で得られた主な高調波成分と比較して、周
波数が一致するだけでなく振幅も良好に合致した。これにより、本章において開発した理論解析の妥当性
が確認された。開発手法は、インバータのＰＷＭパルスモードに応じて、非同期ＰＷＭモード、同期ＰＷＭ
モード、１パルスモードに適用可能であり、帰線電流高調波の対策として、高調波発生原理を体系的に整
理することが可能となった。開発手法により、変調波周波数、搬送波周波数、変調率などのパラメータが、
発生する高調波に及ぼす影響を理論式に基づき把握することが可能となる。これにより、高調波抑制対策
など、今後のインバータによる車両駆動システムの設計に有益な情報を提示することが期待できる。 
さらに、本章第３節では、高調波低減の一手法として、ＰＷＭ搬送波の位相差運転の効果について開発
した理論解析により分析・評価する。位相差運転は、交流鉄道車両においては架線のゼロ電位検出による
同期が可能なため広く用いられている[1.6-7]。一方、直流鉄道車両においては、同期電源を持たないため位
相差運転の適用が困難であった。しかしながら近年の鉄道車両においては、補助電源の同期電源化によ
り、位相差運転の適用の可能性が出てきている。ここでは、開発した理論解析の応用事例として、直流鉄
道車両への位相差運転の効果を理論式により定量的に明らかにし、その有効性を示す。 
 
- 9 - 
第２章 帰線電流高調波の理論解析  
 
１．１ 鉄道信号 
１．１．１ 信号設備 
列車の安全な運行のために信号設備が用いられている[1.2,8-9]。鉄道信号においては、線路をある長さの
区間毎に区切り、１区間に１列車のみの進入しか許さない閉塞方式を用いて、衝突などの事故を未然に防
止している。各閉塞区間の入り口には信号機が設置され、進入の可否や許容速度などを現示していくる。
このため、列車の在線位置を正確に検知する必要がある。列車の在線位置の検知には軌道回路が用いら
れる。軌道回路は、レールを電気回路の一部として使用し、一定の区間内に列車の車輪で２本のレールを
短絡することで、列車の在線を検知している。 
図１．１．１に閉電路式の軌道回路の基本構成を示す。回路の一端から信号電流を送信し、他端にもうけ
た軌道リレーにより信号電流を受信する。列車が在線するときには、２本のレールが短絡されることにより、
軌道リレーまで信号電流が到達しなくなる。このため、軌道リレーの受信レベルを判定することにより、列車
の在線の有無を検知できる。 
なお、有絶縁軌道回路は、信号電流を閉塞区間毎に区別するために、軌道回路の両端にはレール絶
縁が入っており、隣接する軌道回路と電気的に絶縁されている。電化区間においては、帰線電流と信号電
流を区別する必要があるため、インピーダンスボンドが用いられる。インピーダンスボンドにより、帰線電流
は中性点を通って隣の軌道回路に流れるが、信号電流は隣の軌道回路には流れない。 
 
列車
インピーダンス
ボンド
レール絶縁継ぎ目
限流抵抗
電源
軌道
リレー
 
図１．１．１ 軌道回路の基本構成 
Fig.1.1.1   Basic composition of track circuit 
 
１．１．２ 信号周波数 
現在、鉄道信号には、その種類に応じて様々な信号周波数が用いられている[1.2]。帰線電流が影響を及
ぼす軌道回路には、使用される周波数帯に応じて、直流軌道回路、低周波軌道回路、ＡＦ軌道回路、高周
波軌道回路に分けられる。直流軌道回路は、直流を流すためシンプルな構成となり、非電化区間などに用
いられる。低周波軌道回路は、商用周波数帯を使用する軌道回路であり、商用周波数をそのまま用いる商
用軌道回路、商用周波数の 1/2 周期の信号を用いる分周軌道回路、送信側で商用周波数の 1/2 周期の
信号を用い受信側で商用周波数に戻す分倍周軌道回路などに分けられる。ＡＦ軌道回路は、Audio 
Frequency帯を用いる軌道回路であり、数 100 [Hz]～数 10 [kHz]の周波数が用いられる。ＡＴＣ区間で
は、変調することで多くの情報を重畳できるＡＦ軌道回路が用いられる。なお、ＡＦ軌道回路は、絶縁の有
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無により有絶縁軌道回路と無絶縁軌道回路に分けられる。高周波軌道回路としては、短小軌道回路になる
踏切制御子において、10 [kHz]以上の周波数が使用されている。 
 
１．２ インバータ制御車の軌道回路への影響 
近年新製される電気鉄道車両は、ほとんどが誘導電動機のインバータ制御になっている。インバータ制
御は、その原理上多くの高調波を発生する。このため、インバータにより得られる三相交流波形は、基本波
成分のみの正弦波とはならず、多くの高調波成分を含む。 
図１．２．１に、直流電化区間用のインバータ制御車の主回路と軌道回路の関係を示す。また、図１．２．２
に、インバータ制御車の主回路の構成を示す。インバータ制御のため交流波形が高調波を含むことにより、
直流側電流Idcにおいても多くの高調波を含む。図１．２．１のように電気鉄道においては、変電所から架線
を通ってきた電流は、電車の電動機を通り、レールを通って変電所に戻る。このレールを流れる電流を帰
線電流という。このように、インバータ直流側電流Idcは、主回路のＬＣフィルタを通過して帰線電流Ircとなる。
これにより、信号機器に対する高調波対策が必要となる[1.2,10-11]。 
インバータに起因する高調波低減を１つの目的として、主回路にＬＣフィルタが挿入される。このＬＣフィ
ルタの定数は、高調波電流の周波数や、短絡事故時の電流抑制効果、インバータ制御の安定性などを考
慮して決定される。しかしながら、帰線電流高調波の発生メカニズムは、ほとんど明らかになっておらず、新
たな主回路設計を行う際には、その都度、帰線電流高調波の確認が行われ、必要に応じてその対策がとら
れているのが現状である。このため、高調波の理論解析により高調波発生メカニズムを明らかにし、高調波
の周波数と振幅を明確化することで、高調波を低減するＰＷＭ制御法の提案や、高調波対策の定量的な
基準を示すことが期待できる。 
 
Rf
Irc
２レベル
インバータ ＩＭ
Lf Cf
線路（軌道回路）
Ed
架線
Idc
 
図１．２．１ インバータ制御車の主回路と軌道回路 
Fig.1.2.1   A traction circuit of the inverter-controlled DC electric railcar and the track circuit 
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Ed
Rf Lf
Cf
Idc
iu
IM
 
図１．２．２ インバータ制御車の主回路の構成 
Fig.1.2.2   Composition of the traction circuit of the inverter-controlled DC electric railcar 
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第２節 
解析対象のモデル化 
 
本検討では、数値解析と実験により、提案する理論解析の妥当性を検証する。提案する理論解析は、帰
線電流高調波について理論式を導出することにより、高調波発生量を予測し、高調波低減に対する設計
上の情報を提供するものである。数値解析は、インバータと電動機とＬＣフィルタを微分方程式によりモデ
ル化し、数値計算手法により帰線電流の時間波形を算出し、ＦＦＴにより周波数スペクトラムを得るものであ
る。実験は、ミニモデル実験機により、帰線電流の時間波形を取得し、ＦＦＴにより周波数スペクトラムを得る
ものである。本節においては、本検討の対象となる直流鉄道車両の駆動系について、解析モデルを構成
する。 
はじめに、直流電化区間のき電系とインバータ制御鉄道車両の構成をはじめとする解析対象システムを
示す。次に、数値解析を行うためのモデルとして、誘導電動機モデルとＰＷＭインバータモデルと誘導電
動機制御系モデルなどを構成する。また、解析対象として区別する必要があるインバータの運転状態を示
すＰＷＭパルスモードについて紹介する。さらに、高調波低減手法として直流鉄道車両への適用を提案す
るＰＷＭ搬送波の位相差運転について、その原理を紹介する。 
 
２．１ 解析対象システム 
直流電化区間用のインバータ制御車の主回路と軌道回路の関係を図２．１．１に再掲する。また、インバ
ータ制御車の主回路の構成を図２．１．２に再掲する。本論文では、図２．１．２に示すような２レベル電圧形
インバータにより、誘導電動機のインバータ制御を行う直流鉄道車両を想定する。直流側電流IdcがＬＣフィ
ルタを通り帰線電流Ircとなるため、これを高調波の検討対象とする。 
主回路構成は、帰線電流高調波の基本的な特性を検討するため、インバータ１台で誘導電動機１台を
駆動する１Ｃ１Ｍの構成を想定する。ＰＷＭ搬送波の位相差運転においては、編成内に複数台のインバー
タが並列に接続されるものを想定する。また、直流側電流高調波は変調波周波数（インバータ出力周波
数）によって発生する周波数が変化する。このため、数値解析においては、誘導電動機の回転数は一定と
なるように、ロータイナーシャを無限大として周波数スペクトラムを算出する。これにより、変調波周波数が連
続的に変化することなく、変調波周波数毎に定常状態として考察を行うことができる。 
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Rf
Irc
２レベル
インバータ ＩＭ
Lf Cf
線路（軌道回路）
Ed
架線
Idc
 
図２．１．１ インバータ制御車の主回路と軌道回路 
Fig.2.1.1   A traction circuit of the inverter-controlled DC electric railcar and the track circuit 
 
Irc
Ed
Rf Lf
Cf
Idc
iu
IM
 
図２．１．２ インバータ制御車の主回路の構成 
Fig.2.1.2   Composition of the traction circuit of the inverter-controlled DC electric railcar 
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２．２ 数値解析モデル 
２．２．１ 数値解析モデルの概要 
図２．２．１に数値解析を行う際のモデルの構成を示す。誘導電動機は二相交流座標系を用いてモデル
化する。ＰＷＭインバータは三相交流座標系を用いてモデル化する。電流制御系は二軸直流座標系を用
いてモデル化する。 
 
IM3φ／αβPWM
インバータ
uv
vv
wv
αv
βv
ｄｑ／3φ
*
uv
*
vv
*
wv
電流制御
*
dv
*
qv
*
di
*
qi
ｄｑ＼αβ
di
qi
αi
βi
 
図２．２．１ 数値解析モデルの構成 
Fig.2.2.1   Composition of the numerical simulation model 
 
２．２．２ 誘導電動機モデル 
誘導電動機は、二相交流座標系を用いて式（２．２．１）のようにモデル化して数値解析する。 
  （２．２．１） 
⎥⎥
⎥⎥
⎥
⎦
⎤
⎢⎢
⎢⎢
⎢
⎣
⎡
⎥⎥
⎥⎥
⎦
⎤
⎢⎢
⎢⎢
⎣
⎡
+−
+
+
−+
=
⎥⎥
⎥⎥
⎦
⎤
⎢⎢
⎢⎢
⎣
⎡
β
α
β
α
β
α
θθ
θθ
θθ
θθ
2
2
1
1
22
22
11
11
1
1
0cossin
0sincos
cossin0
sincos0
0
0
i
i
i
i
PLRPMPM
PLRPMPM
PMPMPLR
PMPMPLR
v
v
rere
rere
rere
rere
 v1α α相の固定子電圧 
 v1β β相の固定子電圧 
 i1α α相の固定子電流 
 i1β β相の固定子電流 
 i2α α相の回転子電流 
 i2β β相の回転子電流 
ただし、P は時間微分演算子 
 
dt
dP =  （２．２．２） 
である。また、θreは、ｕ相固定子巻線を基準として時計回りにとった界磁の角度であり、回転子の角速度を
ωreに対して、 
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  （２．２．３） ∫= dtrere ωθ
となる。 
 
２．２．３ ＰＷＭインバータモデル 
ＰＷＭインバータは、三相交流座標系を用いてモデル化して数値解析する。図２．１．２のように、２レベ
ル電圧形インバータを想定し、架線電圧をEdとし、架線は理想的な直流定電圧源として取り扱う。直流側電
流Idcと帰線電流Ircの関係は、ＬＣフィルタを考慮して、 
 ( )dtII
C
I
dt
dLIRE dcrc
f
rcfrcfd ∫ −++= 1  （２．２．４） 
とモデル化する。 
 
２．２．４ 誘導電動機制御系モデル 
電流制御系は、二軸直流座標系を用いて図２．２．２～４に示すようなベクトル制御を用いた誘導電動機
制御系を想定してモデル化して数値解析する。電流制御系にフィードフォワード制御を用いる場合は、図２．
２．２のような制御ブロック図となる。また、電流制御系にフィードバック制御を用いる場合は、図２．２．３のよ
うな制御ブロック図となる[2.1]。さらに、鉄道車両駆動において高速運転領域で用いられる１パルスモードは、
図２．２．４のような制御ブロック図となる[2.2]。 
 
電圧
ＦＦ
演算
PWM
演算
*
1di
*
1qi
*
1dv
*
1qv
*
2dΦ
積分 dcV1ω  
図２．２．２ フィードフォワード制御系による誘導電動機制御ブロック図 
Fig.2.2.2   A block diagram of the induction motor control with feed forward control 
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電圧
ＦＢ
演算
PWM
演算
*
1di
*
1qi
*
1dv
*
1qv
*
2dΦ
1ω 積分 dcV
di1
qi1
 
図２．２．３ フィードバック制御系による誘導電動機制御ブロック図 
Fig.2.2.3   A block diagram of the induction motor control with feed back control 
 
電圧
ＦＦ
演算
極座標
変換
電圧
固定
PWM
演算
*
1di
*
1qi
*
1dv
*
1qv
V MaxV1
*
2dΦ
1ω 積分
+
+
δ
dcV  
図２．２．４ １パルスモードの誘導電動機制御ブロック図 
Fig.2.2.4   A block diagram of the induction motor control with a one-pulse PWM 
 
２．２．５ 電流フィードフォワード制御系モデル 
電流制御系にフィードフォワード制御を用いた場合のブロック図を図２．２．５に示す。これは、図２．２．２
と図２．２．４の電圧ＦＦ演算ブロックである。フィードフォワード制御系においては、ｄ軸電圧指令値v1d*およ
びｑ軸電圧指令値v1q*は、ｄ軸電流指令値i1d*およびｑ軸電流指令値i1q*を用いて、式（２．２．５）および式（２．
２．６）として表される。なお、本節では、電動機制御系で多く用いられる表現方法に合わせて、インバータ
出力角周波数をω1と表す。 
  （２．２．５） *111
*
11
*
1 qdd iLiRv ωσ−=
 *21
2
*
111
*
11
*
1 ddqq L
MiLiRv φωωσ ⎟⎟⎠
⎞
⎜⎜⎝
⎛++=  （２．２．６） 
 R1 １次抵抗
 L1 １次インダクタンス
 M 相互インダクタンス
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 L2 ２次インダクタンス
 R2 ２次抵抗
 
*
21
2
dL
M φω
*
1dv
*
1qv
*
1di
*
1qi
11ωσL
1R
11ωσL−
1R
+
+
+
+
+
 
図２．２．５ フィードフォワード制御系による電流制御系のブロック図 
Fig.2.2.5   A block diagram of the current control with feed forward control 
 
ただし、漏れ係数σ は、 
 
21
2
1
LL
M−=σ  （２．２．７） 
である。また、ｄ軸回転子磁束指令値φ2d*は、 
  （２．２．８） *22
*
1
*
2 ddd iLMi +=φ
となる。 
 
２．２．６ 電流フィードバック制御系モデル 
電流制御系にフィードバック制御を用いた場合のブロック図を図２．２．６に示す。これは、図２．２．３の電
圧ＦＢ演算ブロックである。フィードバック制御系においては、ｄ軸電圧指令値v1d*およびｑ軸電圧指令値v1q*
は、ｄ軸電流指令値i1d*およびｑ軸電流指令値i1q*を用いて、式（２．２．９）および式（２．２．１０）として表され
る。 
  （２．２．９） 
( ) (
( ) *111
1
*
11
*
1
*
1
qfACR
ddiACRddpACRd
isGL
dtiiKiiKv
ωσ−
−+−= ∫ )
 
( ) ( )
( ) *21
2
*
111
1
*
11
*
1
*
1
ddfACR
qqiACRqqpACRq
L
MisGL
dtiiKiiKv
φωωσ ⎟⎟⎠
⎞
⎜⎜⎝
⎛++
−+−= ∫
 （２．２．１０） 
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( )sGL fACR11ωσ
*
21
2
dL
M φω
sKK iACRpACR /+
( )sGL fACR11ωσ−
sKK iACRpACR /+ *1dv
*
1qv+
+
+
+
+
di1
*
1di
*
1qi
qi1
+
+
−
−
 
図２．２．６ フィードバック制御による電流制御系のブロック図 
Fig.2.2.6   A block diagram of the current control feed back control 
 
ただし、比例ゲインKpACR、積分ゲインKiACR、およびGfACR(s)は、応答時定数Td、およびTsACRを用いて、 
 
d
pACR T
LK 1σ=  （２．２．１１） 
 
d
iACR T
RK 1=  （２．２．１２） 
 ( )
1
1
+= sTsG sACRfACR
 （２．２．１３） 
と決定する。 
 
２．２．７ １パルスモードの制御方法 
電圧ベクトルの位相は変化させることができるが大きさは変えられない１パルスモードにおいては、図２．
２．４のように極座標変換と電圧固定を行う。極座標変換ブロックでは、二軸直流座標系で表される電圧指
令値を、式（２．２．１４）と式（２．２．１５）のように、電圧ベクトルの大きさと位相に変換する。 
 
2*
1
2*
1 qd vvV +=  （２．２．１４） 
 *
1
*
11tan
d
q
v
v−=δ  （２．２．１５） 
電圧固定ブロックでは、電圧ベクトルの大きさが、１パルスモードで出力する最大出力電圧よりも大きいとき
は、式（２．２．１６）のように、最大値にリミット固定する。 
 
⎪⎪⎩
⎪⎪⎨
⎧
>
<
=
dcdc
dc
Max
VVV
VVV
V
ππ
π
66
6
1
LL
LL
 （２．２．１６） 
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２．３ ＰＷＭパルスモード 
鉄道車両駆動用インバータは、インバータ出力周波数に応じて、ＰＷＭパルスモードを変化させる。図２．
３．１にＰＷＭパルスモードの変化例を示す[2.3-4]。搬送波周波数（インバータキャリア周波数）を変調波周波
数（インバータ出力周波数）と無関係に設定するものを非同期ＰＷＭモード、搬送波周波数を変調波周波
数の整数倍に選び、変調波周波数とともに変化させるものを同期ＰＷＭモードという。また、同期ＰＷＭモ
ードでのＰＷＭパルス数は、変調波周波数に対する搬送波周波数の倍数比を示す。 
インバータ出力周波数が低い領域では、変調波信号の一周期の間のＰＷＭパルス数が多いので、搬送
波信号の周波数を一定に保つ非同期ＰＷＭが行われる。ある程度インバータ出力周波数が大きくなると、
変調波一周期のＰＷＭパルス数が減り、非同期ＰＷＭでは電流の直流分を含む波形歪みが大きくなる場
合がある。そのような場合には変調波一周期あたりのＰＷＭパルスの数を一定にする同期ＰＷＭに切り替
える。さらにインバータ出力周波数が大きくなると、出力電圧が大きくなりインバータが出力しうる最大電圧
を得るために、方形波電圧を出力する１パルスモードにする。 
 
変調波周波数（インバータ出力周波数）
搬
送
波
周
波
数
、
交
流
出
力
電
圧
搬送波周波数
交流出力電圧
１パルスモード
非同期ＰＷＭモード
同期ＰＷＭモード
１５パルス
９パルス
３パルス
 
図２．３．１ ＰＷＭパルスモードの変化例 
Fig.2.3.1   A transition of PWM pulse mode 
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２．４ 位相差運転 
図２．４．１に示すように、電気鉄道車両は各車両に主回路を有するため、電源となる架線・レール側から
見た場合に、複数台の電力変換装置が並列に接続されている。このため、交流鉄道車両においては、複
数台のコンバータ装置の搬送波について位相を適切に割り振ることにより、お互いの帰線電流高調波を打
ち消すＰＷＭ搬送波の位相差運転が広く用いられている[2.5-7]。搬送波の位相の割り振りの例を表２．４．１
に示す。表２．４．１に示した例は、１編成内にコンバータが８台搭載する車両であり、180 [deg]から均等に
等分して位相を割り振っている。位相差運転を行うためには、各電力変換装置の間を同期して、位相差を
設定する必要がある。交流鉄道車両においては、架線電圧のゼロ電位検出により同期を行っている。 
一方、直流鉄道車両においては、同期電源を持たないためＰＷＭ搬送波の位相差運転の適用が困難
であった。しかしながら近年の直流鉄道車両においては、補助電源の同期電源化により、位相差運転の適
用の可能性が出てきている。本章では、開発した理論解析の応用事例として、直流鉄道車両への位相差
運転の効果を定量的に明らかにし、その有効性を示す。 
 
Traction
circuit IM
Traction
circuit IM
Traction
circuit IM
Power 
source
DC or AC
Railcars (EMU)Substation
 
図２．４．１ 電気鉄道車両の駆動システムの基本構成 
Fig.2.4.1   A conceptual composition of a traction system of electric railcars 
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表２．４．１ 交流鉄道車両の位相差運転による位相差角度設定の例 
Table 2.4.1   An example of carrier phase of carrier-phase shift operation for AC electric railcars 
Unit No. Converter No. Carrier phase [deg] 
1 0.0 
2 90.0 
3 45.0 
1 
4 135.0 
5 22.5 
6 112.5 
7 67.5 
2 
8 175.5 
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第３節 
理論式を用いた解析 
 
本節において、本研究で提案する理論解析として、直流側電流高調波の理論式を導出する。はじめに、
パルス幅変調方式として、サブハーモニック変調方式を対象とするので、これについて紹介する。次に、ス
イッチング素子のスイッチング動作をモデル化したスイッチング関数を導入する。さらに、任意の振幅と周
波数の相電流を仮定し、それにより生じる直流側電流の高調波の理論式を導出する。続いて、導出した理
論式に、相電流の高調波分を無視して正弦波近似を適用し、簡略化した理論式を導出する。この結果をも
とに、周波数成分に注目し、高調波として発生する可能性のある周波数成分を整理する。さらに、搬送波を
単相でなく、三相とした場合についても同様の解析を行う。最後に、高調波低減の一手法として、位相差運
転の効果について検討するため、位相差運転を考慮した理論式を導出する。 
 
３．１ サブハーモニック変調方式 
本論文では、パルス幅変調方式として、変調波と搬送波を比較器で比較し、振幅の大小によって出力の
状態を決定するサブハーモニック変調を対象とする[3.1]。変調波はインバータから出力しようとする正弦波と
なる。また、搬送波は一般に変調波周波数よりも大きな周波数の三角波が用いられる。本論文では、搬送
波は三角波を用いる三角波正弦波比較方式を想定する。搬送波については、１つの搬送波と三相の変調
波を比較する単相搬送波と、各相毎に搬送波と変調波を個別に比較する三相搬送波を対象として検討を
行う。単相搬送波を用いた場合の変調波と搬送波の波形を図３．１．１に、三相搬送波を用いた場合の変
調波と搬送波の波形を図３．１．２に示す。 
サブハーモニック変調方式を用いる非同期ＰＷＭモードや同期ＰＷＭモードにおいては、鉄道車両駆
動用インバータでは一般に単相搬送波が用いられる。一方、１パルスモードにおいては、変調波の正負の
みで出力を決定できるが、その出力波形は、サブハーモニック変調方式で三相搬送波を用いるのと等価な
状態として考えられる。 
 
時刻 t
ｕ相変調波
ｖ相変調波
ｗ相変調波
搬送波
 
図３．１．１ 単相搬送波 
Fig.3.1.1   Single-phase carrier wave 
時刻 t
ｕ相変調波
ｖ相変調波
ｗ相変調波
ｕ相搬送波
ｖ相搬送波
ｗ相搬送波
 
図３．１．２ 三相搬送波 
Fig.3.1.2   Three-phase carrier wave 
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３．２ スイッチング関数の導入 
３．２．１ スイッチング関数の定義 
スイッチング関数は、スイッチング素子のスイッチング動作をモデル化したものである。はじめに、スイッ
チング関数の考え方について述べる。２レベル電圧形インバータは、図３．２．１のような素子で構成されて
いる。電圧形インバータにおいては、各相の上下のスイッチング素子は、どちらか一方がオンとなり、もう一
方がオフとなっている。このため、上下のスイッチング素子を合わせて一つのスイッチと見なして、図３．２．
２のような回路として考えることができる。これより、各相においてアームの上側のスイッチング素子が、オン
の場合を 1、オフの場合を 0 とするスイッチング関数を定義することができる。 
 
u
v
w
 
図３．２．１ ２レベル電圧形インバータの基本構成 
Fig.3.2.1   Basic composition of the step voltage source inverter 
 
u
v
w
SWu
SWv
SWw
 
図３．３．２ スイッチング素子の基本動作モデル 
Fig.3.2.2   Model of basic behavior of switching devices 
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３．２．２ スイッチング関数による直流側電流の表現 
スイッチング関数を用いると、直流側電流Idcは、式（３．２．１）のように、各相のスイッチング関数と相電流
の積として表される。これは、図３．２．３のように、各相において変調波と搬送波の比較によって 1 か 0 のど
ちらかの値を取るスイッチング関数が計算され、これと相電流の積として、直流側電流が表現されるという考
え方に基づいている。 
 wwvvuudc iSWiSWiSWI ×+×+×=  （３．２．１） 
 SWu ｕ相のスイッチング関数 
 SWv ｖ相のスイッチング関数 
 SWw ｗ相のスイッチング関数 
 iu ｕ相電流 
 iv ｖ相電流 
 iw ｗ相電流 
 
時刻 t
ｕ相変調波
搬送波
ｕ相スイッチング関数
ｕ相電流
ｕ相分直流側電流
 
図３．２．３ スイッチング関数を用いた直流側電流の表現 
Fig.3.2.3   DC-link current expression used by the switching function 
 
３．２．３ スイッチング関数の導出 
三角波正弦波比較方式において、同期ＰＷＭモードや１パルスモードだけでなく非同期ＰＷＭモードも
想定した場合、ｕ相のスイッチング関数SWuは、式（３．２．２）のように表される。スイッチング関数の導出に
ついては、第７節の付録に詳細を紹介する。 
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( ){ } ( δωφωππ
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tntan
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2
1
2
1
1
)
 （３．２．２） 
 a 変調率 
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 ωm 変調波角周波数 
 φ 変調波初期位相 
 ωc 搬送波角周波数 
 δ 搬送波初期位相 
このスイッチング関数から、端子電圧や相電流を表現することができる。端子電圧は、スイッチング関数に
直流側電圧の値を掛けたものとして表される。相電流は、端子電圧の周波数成分ごとに、モータの等価回
路を考慮して求めることが可能である。 
 
単相の搬送波の場合、ｖ相のスイッチング関数SWv、ｗ相のスイッチング関数SWwは、 
 
( )δωπφωππ
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2
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1
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 （３．２．４） 
として表される。三相の搬送波の場合、ｖ相のスイッチング関数SWv、ｗ相のスイッチング関数SWwは、 
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 （３．２．６） 
として表される。 
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 第３節 理論式を用いた解析 
３．３ 単相搬送波を用いた場合の高調波理論式の導出 
３．３．１ 任意の相電流に対する高調波理論式の導出 
本節では、単相の搬送波を前提として、高調波の理論式を導出する。直流側電流は、式（３．２．１）のよう
にスイッチング関数と相電流の積として求められる。単相の搬送波の場合、スイッチング関数は式（３．２．２、
３、４）として与えられるので、これを用いる。相電流は、角周波数ωiの相電流を想定し、式（３．３．１）のよう
に表現する。 
 
( ){ }
( )
( ) ⎭⎬
⎫
⎩⎨
⎧ −−+=
⎭⎬
⎫
⎩⎨
⎧ −−+=
−+=
πψφω
πψφω
ψφω
3
4sin
3
2sin
sin
iiiwi
iiivi
iiiui
tIi
tIi
tIi
 （３．３．１） 
 Ii 相電流振幅 
 ωi 相電流周波数 
 φ i 相電流初期位相 
 ψ 力率角 
 
直流側電流を表す式（３．２．１）に、式（３．２．２、３．４）で示したスイッチング関数と、式（３．３．１）で示し
た相電流を用いて、直流側電流高調波の理論式を導出した。理論式の導出については、第７節の付録に
詳細を紹介する。この理論式を用いて、直流側電流高調波の周波数毎に整理すると、変調波周波数fm、搬
送波周波数fc、相電流周波数fiに対して、高調波成分の振幅は式（３．３．２～６）のように表すことができる。 
(o) fm=fiのとき、 
 直流成分 ψcos
4
3 aIi  （３．３．２） 
(i-a) n=1,3,5... , l=1,4,7...のとき、 
 [Hz]成分 ( imc flfnf +± 2 ) ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛
2
3
2
π
π
anJ
n
I li  （３．３．３） 
(i-b) n=1,3,5... , l=2,5,8...のとき、 
 [Hz]成分 ( imc flfnf −± 2 ) ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛
2
3
2
π
π
anJ
n
I li  （３．３．４） 
(ii-a) n=2,4,6... , l=1,4,7...のとき、 
 [Hz]成分 ( ){ }imc fflnf −−± 12 ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛
− 2
3
12
π
π
anJ
n
I li  （３．３．５） 
(ii-b) n=2,4,6... , l=3,6,9...のとき、 
 [Hz]成分 ( ){ }imc fflnf +−± 12 ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛
− 2
3
12
π
π
anJ
n
I li  （３．３．６） 
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３．３．２ 相電流基本波に対する高調波理論式の導出 
ここで、相電流の基本波のみから生じる高調波のみを想定して高調波理論式を簡略化する。相電流の
基本波は、 
 
( ){ }
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4sin
3
2sin
sin
tIi
tIi
tIi
mmw
mmv
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 （３．３．７） 
 Im 相電流基本波振幅 
として表されるので、式（３．３．１）に、 
  （３．３．８） 
mi
mi
ff
II
=
=
を用いて、式（３．３．２～６）を整理することができる。この結果、変調波周波数fm、搬送波周波数fcに対して、
相電流の基本波のみから生じる高調波成分の振幅は式（３．３．９～１３）のように表すことができる。 
(o) 直流成分 ψcos
4
3 aI m  （３．３．９） 
(i-a) no=1,3,5... , l=1,4,7...のとき、 
 [Hz]成分 ( ) mco flfn 12 +± ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛
2
3
2
π
π
o
l
o
m
anJ
n
I  （３．３．１０） 
(i-b) no=1,3,5... , l=2,5,8...のとき、 
 [Hz]成分 ( ) mco flfn 12 −± ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛
2
3
2
π
π
o
l
o
m
anJ
n
I  （３．３．１１） 
(ii-a) ne=2,4,6... , l=1,4,7...のとき、 
 [Hz]成分 ( ) mce flfn 22 −± ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛
− 2
3
12
π
π
e
l
e
m
anJ
n
I  （３．３．１２） 
(ii-b) ne=2,4,6... , l=3,6,9...のとき、 
 [Hz]成分 mce lffn 2± ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛
− 2
3
12
π
π
e
l
e
m
anJ
n
I  （３．３．１３） 
 no 奇数 ne 偶数 l 整数  
 Jk(x) k次のベッセル関数 
 
３．４ 単相搬送波を用いた場合の高調波周波数についての考察 
３．４．１ 側帯高調波の周波数成分についての考察 
式（３．３．９～１３）より、直流側電流には、式（３．３．９）に示した直流成分の他に、式（３．３．１０～１３）に
示したような高調波成分が生じることがわかる。式（３．３．１０、１１）は搬送波周波数の奇数次の側帯高調波
を、式（３．３．１２、１３）は搬送波周波数の偶数次の側帯高調波を示している。これを周波数成分のみに注
目して整理すると、式（３．４．１、２）のような周波数成分として表すことができる。 
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(i) 搬送波の奇数次の側帯高調波 
 [Hz] （３．４．１） moco fmfn 3±
 no 奇数 mo 奇数  
(ii) 搬送波の偶数次の側帯高調波 
 [Hz] （３．４．２） mece fmfn 3±
 ne 偶数 me 偶数  
これより、式（３．４．１）のように、搬送波周波数の奇数倍に対して、変調波周波数の3 の奇数倍の側帯高調
波が発生することがわかる。同様に、式（３．４．２）のように、搬送波周波数の偶数倍に対して、変調波周波
数の 3 の偶数倍の側帯高調波が発生することがわかる。 
 
３．４．２ 高調波として発生する周波数成分についての考察と証明 
同期ＰＷＭモードにおいては、変調波周波数に対する搬送波周波数の倍数比がＰＷＭパルス数となる。
式（３．４．１、２）を用いると、高調波として発生する可能性のある周波数成分の特徴をＰＷＭパルス数に応
じて示すことができる。たとえば、ＰＷＭパルス数が奇数の時には、直流側電流の高調波は、変調波周波
数の偶数倍の成分しか生じない。一方、ＰＷＭパルス数が偶数の時には、直流側電流の高調波は、変調
波周波数の奇数倍と偶数倍の成分が生じる。また、３パルスモード、すなわち、ＰＷＭパルス数が３の時に
は、直流側電流の高調波は、変調波周波数の６の整数倍の高調波しか生じない。これらは、式（３．４．１、
２）をもとにして、証明３．４．１～３のように証明することができる。 
 
証明３．４．１ 
同期ＰＷＭモードにおいて、ＰＷＭパルス数が奇数の時に、直流側電流の高調波は、変調波周波
数の偶数倍の成分しか生じないこと 
 
係数no , ne , mo , meは、整数a , bを用いて、 
  （３．４．３） 
bm
bm
an
an
e
o
e
o
2
12
2
12
=
+=
=
+=
と表すことができる。ＰＷＭパルス数が奇数のときは、搬送波周波数は、整数 c を用いて、 
  （３．４．４） ( ) mc fcf 12 +=
と表すことができる。これを用いると、搬送波の奇数次の側帯高調波を表す式（３．４．１）は、 
 
( )( ) ( )
( ) ( )
( ) ( mm
mm
mmmoco
fbcaacfbcaac
ffbcaac
fbfcafmfn
1322,2322
31322
12312123
−−++++++=
±+±++=
)
+±++=±
 （３．４．５） 
と変形できることから、変調波周波数fm [Hz]の偶数倍の高調波しか生じないことがわかる。同様に、搬送波
の偶数次の側帯高調波を表す式（３．４．２）は、 
 
( )
( ) m
mmmece
fbaac
bffcafmfn
322
231223
±+=
⋅±+=±
 （３．４．６） 
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と変形できることから、変調波周波数fm [Hz]の偶数倍の高調波しか生じないことがわかる。 
 
証明３．４．２ 
同期ＰＷＭモードにおいて、ＰＷＭパルス数が偶数の時には、直流側電流の高調波は、変調波周
波数の奇数倍と偶数倍の成分が生じること 
 
ＰＷＭパルス数が偶数のときは、搬送波周波数は、整数 c を用いて、 
  （３．４．７） mc cff 2=
と表すことができる。これを用いると、搬送波の奇数次の側帯高調波を表す式（３．４．１）は、 
 
( )( ) ( )
( )
( ){ } ({ } mm
mm
mmmoco
fbcacfbcac
ffbcac
fbfcafmfn
11322,11322
3322
1232123
−−−+++++=
±+±+=
)
+±+=±
 （３．４．８） 
と変形できることから、変調波周波数fm [Hz]の奇数倍の高調波しか生じないことがわかる。同様に、搬送波
の偶数次の側帯高調波を表す式（３．４．２）は、 
 
( )
( ) m
mmmece
fbac
bffcafmfn
322
23223
+=
⋅±=±
 （３．４．９） 
と変形できることから、変調波周波数fm [Hz]の偶数倍の高調波しか生じないことがわかる。 
 
証明３．４．３ 
同期ＰＷＭモードにおいて、３パルスモード、すなわち、ＰＷＭパルス数が３の時には、直流側電
流の高調波は、変調波周波数の６の整数倍の高調波しか生じないこと 
 
３パルスモードの場合は、式（３．４．４）において、 
  （３．４．１０） mc ff 3=
となることから、 
  （３．４．１１） 1=c
となる。これを、搬送波の奇数次の側帯高調波を表す式（３．４．５）に代入すると、 
 
( ) ( )
( ) ( ) mm
mmmoco
fbafba
fbcaacfbcaacfmfn
−++=
−−++++++=±
6,16
1322,23223
 （３．４．１２） 
と変形できることから、変調波周波数fm [Hz]の６の整数倍の高調波しか生じないことがわかる。同様に、搬
送波の偶数次の側帯高調波を表す式（３．４．６）に代入すると、 
  （３．４．１３） 
( )
( ) m
mmece
fba
fbaacfmfn
±=
±+=±
6
3223
と変形できることから、変調波周波数fm [Hz]の６の整数倍の高調波しか生じないことがわかる。 
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３．５ 三相搬送波を用いた場合の高調波理論式の導出 
３．５．１ 任意の相電流に対する高調波理論式の導出 
本節では、三相の搬送波を前提として、高調波の理論式を導出する。直流側電流は、式（３．２．１）のよう
にスイッチング関数と相電流の積として求められる。三相の搬送波の場合、スイッチング関数は式（３．２．２、
５、６）として与えられるので、これを用いる。相電流は、角周波数ωiの相電流を想定し、式（３．５．１）のよう
に表現する。 
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 （３．５．１） 
 
直流側電流を表す式（３．２．１）に、式（３．２．２、５、６）で示したスイッチング関数と、式（３．５．１）で示し
た相電流を用いて、直流側電流高調波の理論式を導出した。理論式の導出については、第７節の付録に
詳細を紹介する。この理論式を用いて、直流側電流高調波の周波数毎に整理すると、変調波周波数fm、搬
送波周波数fc、相電流周波数fiに対して、高調波成分の振幅は式（３．５．２～２０）のように表すことができ
る。 
(o) fm=fiのとき、 
 直流成分 ψcos
4
3 aIi  （３．５．２） 
(i-i) n=1,7,13...のとき、 
 [Hz]成分 ic fnf − ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛
2
3
0
π
π
anJ
n
Ii  （３．５．３） 
(i-i-a) n=1,7,13... , l=1,4,7...のとき、 
 [Hz]成分 imc flfnf +− 2 ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛
2
3
2
π
π
anJ
n
I li  （３．５．４） 
(i-i-b) n=1,7,13... , l=2,5,8...のとき、 
 [Hz]成分 imc flfnf ++ 2 ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛
2
3
2
π
π
anJ
n
I li  （３．５．５） 
(i-i-c) n=1,7,13... , l=3,6,9...のとき、 
 [Hz]成分 imc flfnf −± 2 ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛
2
3
2
π
π
anJ
n
I li  （３．５．６） 
(i-ii-a) n=3,9,15... , l=1,4,7...のとき、 
 [Hz]成分 ( imc flfnf +± 2 ) ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛
2
3
2
π
π
anJ
n
I li  （３．５．７） 
(i-ii-b) n=3,9,15... , l=2,5,8...のとき、 
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 [Hz]成分 ( imc flfnf −± 2 ) ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛
2
3
2
π
π
anJ
n
I li  （３．５．８） 
(i-iii) n=5,11,17...のとき、 
 [Hz]成分 ic fnf + ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛
2
3
0
π
π
anJ
n
Ii  （３．５．９） 
(i-iii-a) n=5,11,17... , l=1,4,7...のとき、 
 [Hz]成分 imc flfnf −+ 2 ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛
2
3
2
π
π
anJ
n
I li  （３．５．１０） 
(i-iii-b) n=5,11,17... , l=2,5,8...のとき、 
 [Hz]成分 imc flfnf −− 2 ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛
2
3
2
π
π
anJ
n
I li  （３．５．１１） 
(i-iii-c) n=5,11,17... , l=3,6,9...のとき、 
 [Hz]成分 imc flfnf +± 2 ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛
2
3
2
π
π
anJ
n
I li  （３．５．１２） 
(ii-i-a) n=2,8,14... , l=1,4,7...のとき、 
 [Hz]成分 ( ) imc fflnf −−− 12 ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛
− 2
3
12
π
π
anJ
n
I li  （３．５．１３） 
(ii-i-b) n=2,8,14... , l=2,5,8.....のとき、 
 [Hz]成分 ( ) imc fflnf +−± 12 ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛
− 2
3
12
π
π
anJ
n
I li  （３．５．１４） 
(ii-i-c) n=2,8,14... , l=3,6,9.....のとき、 
 [Hz]成分 ( ) imc fflnf −−+ 12 ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛
− 2
3
12
π
π
anJ
n
I li  （３．５．１５） 
(ii-ii-a) n=4,10,16... , l=1,4,7...のとき、 
 [Hz]成分 ( ) imc fflnf +−+ 12 ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛
− 2
3
12
π
π
anJ
n
I li  （３．５．１６） 
(ii-ii-b) n=4,10,16... , l=2,5,8...のとき、 
 [Hz]成分 ( ) imc fflnf −−± 12 ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛
− 2
3
12
π
π
anJ
n
I li  （３．５．１７） 
(ii-ii-c) n=4,10,16... , l=3,6,9...のとき、 
 [Hz]成分 ( ) imc fflnf +−− 12 ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛
− 2
3
12
π
π
anJ
n
I li  （３．５．１８） 
(ii-iii-a) n=6,12,18... , l=1,4,7...のとき、 
 [Hz]成分 ( ){ }imc fflnf −−± 12 ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛
− 2
3
12
π
π
anJ
n
I li  （３．５．１９） 
(ii-iii-c) n=6,12,18... , l=3,6,9...のとき、 
 [Hz]成分 ( ){ }imc fflnf +−± 12 ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛
− 2
3
12
π
π
anJ
n
I li  （３．５．２０） 
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３．５．２ 相電流基本波に対する高調波理論式の導出 
ここで、相電流の基本波のみから生じる高調波のみを想定して高調波理論式を簡略化する。相電流の
基本波は、 
 
( ){ }
( )
( ) ⎭⎬
⎫
⎩⎨
⎧ −−+=
⎭⎬
⎫
⎩⎨
⎧ −−+=
−+=
πψφω
πψφω
ψφω
3
4sin
3
2sin
sin
tIi
tIi
tIi
mmw
mmv
mmu
 （３．５．２１） 
 Im 相電流基本波振幅 
として表されるので、式（３．５．１）に、 
  （３．５．２２） 
mi
mi
ff
II
=
=
を用いて、式（３．５．２～２０）を整理することができる。この結果、変調波周波数fm、搬送波周波数fcに対し
て、相電流の基本波のみから生じる高調波成分の振幅は式（３．５．２３～４５）のように表すことができる。 
(o) 直流成分 ψcos
4
3 aIm  （３．５．２３） 
(i-i) n=1,7,13...のとき、 
 [Hz]成分 mc fnf − ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛
2
3
0
π
π
anJ
n
Im  （３．５．２４） 
(i-i-a) n=1,7,13... , l=1,4,7...のとき、 
 [Hz]成分 ( ) mc flnf 12 −− ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛
2
3
2
π
π
anJ
n
I lm  （３．５．２５） 
(i-i-b) n=1,7,13... , l=2,5,8...のとき、 
 [Hz]成分 ( ) mc flnf 12 ++ ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛
2
3
2
π
π
anJ
n
I lm  （３．５．２６） 
(i-i-c) n=1,7,13... , l=3,6,9...のとき、 
 [Hz]成分 ( ) mc flnf 12 −+ ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛
2
3
2
π
π
anJ
n
I lm  （３．５．２７） 
 [Hz]成分 ( ) mc flnf 12 +− ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛
2
3
2
π
π
anJ
n
I lm  （３．５．２８） 
(i-ii-a) n=3,9,15... , l=1,4,7...のとき、 
 [Hz]成分 ( ) mc flnf 12 +± ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛
2
3
2
π
π
anJ
n
I lm  （３．５．２９） 
(i-ii-b) n=3,9,15... , l=2,5,8...のとき、 
 [Hz]成分 ( ) mc flnf 12 −± ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛
2
3
2
π
π
anJ
n
I lm  （３．５．３０） 
(i-iii) n=5,11,17...のとき、 
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 [Hz]成分 mc fnf + ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛
2
3
0
π
π
anJ
n
I m  （３．５．３１） 
(i-iii-a) n=5,11,17... , l=1,4,7...のとき、 
 [Hz]成分 ( ) mc flnf 12 −+ ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛
2
3
2
π
π
anJ
n
I lm  （３．５．３２） 
(i-iii-b) n=5,11,17... , l=2,5,8...のとき、 
 [Hz]成分 ( ) mc flnf 12 +− ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛
2
3
2
π
π
anJ
n
I lm  （３．５．３３） 
(i-iii-c) n=5,11,17... , l=3,6,9...のとき、 
 [Hz]成分 ( ) mc flnf 12 ++ ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛
2
3
2
π
π
anJ
n
I lm  （３．５．３４） 
 [Hz]成分 ( ) mc flnf 12 −− ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛
2
3
2
π
π
anJ
n
I lm  （３．５．３５） 
(ii-i-a) n=2,8,14... , l=1,4,7...のとき、 
 [Hz]成分 mc flnf 2− ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛
− 2
3
12
π
π
anJ
n
I lm  （３．５．３６） 
(ii-i-b) n=2,8,14... , l=2,5,8.....のとき、 
 [Hz]成分 mc flnf 2+ ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛
− 2
3
12
π
π
anJ
n
I lm  （３．５．３７） 
 [Hz]成分 ( ) mc flnf 22 −− ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛
− 2
3
12
π
π
anJ
n
I lm  （３．５．３８） 
(ii-i-c) n=2,8,14... , l=3,6,9.....のとき、 
 [Hz]成分 ( ) mc flnf 22 −+ ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛
− 2
3
12
π
π
anJ
n
I lm  （３．５．３９） 
(ii-ii-a) n=4,10,16... , l=1,4,7...のとき、 
 [Hz]成分 mc flnf 2+ ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛
− 2
3
12
π
π
anJ
n
I lm  （３．５．４０） 
(ii-ii-b) n=4,10,16... , l=2,5,8...のとき、 
 [Hz]成分 ( ) mc flnf 22 −+ ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛
− 2
3
12
π
π
anJ
n
I lm  （３．５．４１） 
 [Hz]成分 imc flnf 2− ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛
− 2
3
12
π
π
anJ
n
I lm  （３．５．４２） 
(ii-ii-c) n=4,10,16... , l=3,6,9...のとき、 
 [Hz]成分 ( ) mc flnf 22 −− ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛
− 2
3
12
π
π
anJ
n
I lm  （３．５．４３） 
(ii-iii-a) n=6,12,18... , l=1,4,7...のとき、 
 [Hz]成分 ( ) mc flnf 22 −± ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛
− 2
3
12
π
π
anJ
n
I lm  （３．５．４４） 
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(ii-iii-c) n=6,12,18... , l=3,6,9...のとき、 
 [Hz]成分 mc flnf 2± ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛
− 2
3
12
π
π
anJ
n
I lm  （３．５．４５） 
 
３．６ 三相搬送波を用いた場合の高調波周波数についての考察 
３．６．１ 側帯高調波の周波数成分についての考察 
式（３．５．２３～４５）より、直流側電流には、式（３．５．２３）に示した直流成分の他に、式（３．５．２４～４５）
に示したような高調波成分が生じることがわかる。これを周波数成分のみに注目して整理すると、式（３．６．
３～１２）のような周波数成分として表すことができる。なお、これを表現するに当たって、以下のように、６の
倍数と整数xの和を取った整数nx , mxを定義する。 
 KKK
KKK
18,12,6,17,11,5,16,10,4
,15,9,3,14,8,2,13,7,1
654
321
===
===
nnn
nnn
 （３．６．１） 
 KKK
KKK
18,12,6,17,11,5,16,10,4
,15,9,3,14,8,2,13,7,1
654
321
===
===
mmm
mmm
 （３．６．２） 
(i-i) 搬送波のn1次の側帯高調波 
 [Hz]  （３．６．３） mc fmfn 11 −
 [Hz]  （３．６．４） mc fmfn 51 +
(i-ii) 搬送波のn3次の側帯高調波 
 [Hz]  （３．６．５） mc fmfn 33 ±
(i-iii) 搬送波のn5次の側帯高調波 
 [Hz]  （３．６．６） mc fmfn 15 +
 [Hz]  （３．６．７） mc fmfn 55 −
(ii-i) 搬送波のn2次の側帯高調波 
 [Hz]  （３．６．８） mc fmfn 22 −
 [Hz]  （３．６．９） mc fmfn 42 +
(ii-ii) 搬送波のn4次の側帯高調波 
 [Hz]  （３．６．１０） mc fmfn 24 +
 [Hz]  （３．６．１１） mc fmfn 44 −
(ii-iii) 搬送波のn6次の側帯高調波 
 [Hz]  （３．６．１２） mc fmfn 66 ±
これより、式（３．６．３～７）のように、搬送波周波数の特定の奇数倍に対して、変調波周波数の特定の奇数
倍の側帯高調波が発生することがわかる。同様に、式（３．６．８～１２）のように、搬送波周波数の特定の偶
数倍に対して、変調波周波数の特定の偶数倍の側帯高調波が発生することがわかる。 
 
３．６．２ 高調波として発生する周波数成分についての考察と証明 
同期ＰＷＭモードにおいては、変調波周波数に対する搬送波周波数の倍数比がＰＷＭパルス数となる。
式（３．６．３～１２）を用いると、高調波として発生する可能性のある周波数成分の特徴をＰＷＭパルス数に
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応じて示すことができる。たとえば、ＰＷＭパルス数が奇数の時には、直流側電流の高調波は、変調波周
波数の偶数倍の成分しか生じない。一方、ＰＷＭパルス数が偶数の時には、直流側電流の高調波は、変
調波周波数の奇数倍と偶数倍の成分が生じる。また、１パルスモード、すなわち、ＰＷＭパルス数が１の時
には、直流側電流の高調波は、変調波周波数の６の整数倍の高調波しか生じない。これらは、式（３．６．３
～１２）をもとにして、証明３．６．１～３のように証明することができる。 
 
証明３．６．１ 
同期ＰＷＭモードにおいて、ＰＷＭパルス数が奇数の時に、直流側電流の高調波は、変調波周波
数の偶数倍の成分しか生じないこと 
 
係数nx , mxは、整数a , bを用いて、 
  （３．６．１３） 
bmbmbm
bmbmbm
ananan
ananan
6,56,46
,36,26,16
6,56,46
,36,26,16
654
321
654
321
=+=+=
+=+=+=
=+=+=
+=+=+=
と表すことができる。ＰＷＭパルス数が奇数のときは、搬送波周波数は、整数 c を用いて、 
  （３．６．１４） ( ) mc fcf 12 +=
と表すことができる。これを用いると、搬送波の奇数次の側帯高調波を表す式（３．６．３～７）は、 
 
( )( ) ( )
( ){ } m
mmmc
fcbaac
fbfcafmfn
+−+=
+−++=−
232
16121611  （３．６．１５） 
 
( )( ) ( )
( ){ } m
mmmc
fcbaac
fbfcafmfn
++++=
++++=+
1232
56121651  （３．６．１６） 
 
( )( ) ( )
( ) ( mm
mmmc
fbcaacfbcaac
fbfcafmfn
−++++++= )
+±++=±
26,126
36123633  （３．６．１７） 
 
( )( ) ( )
( ){ } m
mmmc
fcbaac
fbfcafmfn
51232
16125615
++++=
++++=+
 （３．６．１８） 
 
( )( ) ( )
( ){ } m
mmmc
fcbaac
fbfcafmfn
5232
56125655
+−+=
+−++=−
 （３．６．１９） 
と変形できることから、変調波周波数fm [Hz]の偶数倍の高調波しか生じないことがわかる。同様に、搬送波
の偶数次の側帯高調波を表す式（３．６．８～１２）は、 
 
( )( ) ( )
( ){ } m
mmmc
fcbaac
fbfcafmfn
2232
26122622
+−+=
+−++=−
 （３．６．２０） 
 
( )( ) ( )
( ){ } m
mmmc
fcbaac
fbfcafmfn
21232
46122642
++++=
++++=+
 （３．６．２１） 
 
( )( ) ( )
( ){ } m
mmmc
fcbaac
fbfcafmfn
41232
26124624
++++=
++++=+
 （３．６．２２） 
 
( )( ) ( )
( ){ } m
mmmc
fcbaac
fbfcafmfn
4232
46124644
+−+=
+−++=−
 （３．６．２３） 
- 36 - 
 第３節 理論式を用いた解析 
 
( )( ) ( )
( ) m
mmmc
fbaac
fbfcafmfn
±+=
±+=±
26
612666  （３．６．２４） 
と変形できることから、変調波周波数fm [Hz]の偶数倍の高調波しか生じないことがわかる。 
 
証明３．６．２ 
同期ＰＷＭモードにおいて、ＰＷＭパルス数が偶数の時には、直流側電流の高調波は、変調波周
波数の奇数倍と偶数倍の成分が生じること 
 
ＰＷＭパルス数が偶数のときは、搬送波周波数は、整数 c を用いて、 
  （３．６．２５） ( ) mc fcf 2=
と表すことができる。これを用いると、搬送波の奇数次の側帯高調波を表す式（３．６．３～７）は、 
 
( )( ) ( )
( ){ }[ ] m
mmmc
fcbac
fbfcafmfn
1232
1621611
−+−=
+−+=−
 （３．６．２６） 
 
( )( ) ( )
( ){ }[ ] m
mmmc
fcbac
fbfcafmfn
5232
5621651
+++=
+++=+
 （３．６．２７） 
 
( )( ) ( )
( )[ ] m
mmmc
fbcac
fbfcafmfn
326
3623633
±±+=
+±+=±
 （３．６．２８） 
 
( )( ) ( )
( ){ }[ ] m
mmmc
fcbac
fbfcafmfn
15232
1625615
+++=
+++=+
 （３．６．２９） 
 
( )( ) ( )
( ){ }[ ] m
mmmc
fcbac
fbfcafmfn
55232
5625655
−+−=
+−+=−
 （３．６．３０） 
と変形できることから、変調波周波数fm [Hz]の奇数倍の高調波しか生じないことがわかる。同様に、搬送波
の偶数次の側帯高調波を表す式（３．６．８～１２）は、 
 
( )( ) ( )
( ){ } m
mmmc
fcbac
fbfcafmfn
12232
2622622
−+−=
+−+=−
 （３．６．３１） 
 
( )( ) ( )
( ){ } m
mmmc
fcbac
fbfcafmfn
22232
4622642
+++=
+++=+
 （３．６．３２） 
 
( )( ) ( )
( ){ } m
mmmc
fcbac
fbfcafmfn
14232
2624624
+++=
+++=+
 （３．６．３３） 
 
( )( ) ( )
( ){ } m
mmmc
fcbac
fbfcafmfn
24232
4624644
−+−=
+−+=−
 （３．６．３４） 
 
( )( ) ( )
( ) m
mmmc
fbac
fbfcafmfn
±=
±=±
26
62666  （３．６．３５） 
と変形できることから、変調波周波数fm [Hz]の偶数倍の高調波しか生じないことがわかる。 
 
証明３．６．３ 
１パルスモードの時には、直流側電流の高調波は、変調波周波数の６の整数倍の高調波しか生じ
ないこと 
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１パルスモードのときは、式（３．６．１４）において、 
  （３．６．３６） mc ff =
となることから、 
  （３．６．３７） 0=c
となる。これを、搬送波の奇数次の側帯高調波を表す式（３．６．１５～１９）に代入すると、 
  （３．６．３８） 
( ){ }
( ) m
mmc
fba
fcbaacfmfn
−=
+−+=−
6
23211
 
( ){ }
( ) m
mmc
fba
fcbaacfmfn
16
123251
++=
++++=+
 （３．６．３９） 
 
( ) ( )
( ) ( ) mm
mmmc
fbafba
fbcaacfbcaacfmfn
−++=
−++++++=±
6,16
26,12633  （３．６．４０） 
 
( ){ }
( ) m
mmc
fba
fcbaacfmfn
16
5123215
++=
++++=+
 （３．６．４１） 
  （３．６．４２） 
( ){ }
( ) m
mmmc
fba
fcbaacfmfn
−=
+−+=−
6
523255
と変形できることから、変調波周波数fm [Hz]の６の整数倍の高調波しか生じないことがわかる。同様に、搬
送波の偶数次の側帯高調波を表す式（３．６．２０～２４）に代入すると、 
  （３．６．４３） 
( ){ }
( ) m
mmc
fba
fcbaacfmfn
−=
+−+=−
6
223222
 
( ){ }
( ) m
mmc
fba
fcbaacfmfn
16
2123242
++=
++++=+
 （３．６．４４） 
 
( ){ }
( ) m
mmc
fba
fcbaacfmfn
16
4123224
++=
++++=+
 （３．６．４５） 
 
( ){ }
( ) m
mmc
fba
fcbaacfmfn
−=
+−+=−
6
423244  （３．６．４６） 
  （３．６．４７） 
( )
( ) m
mmc
fba
fbaacfmfn
±=
±+=±
6
2666
と変形できることから、変調波周波数fm [Hz]の６の整数倍の高調波しか生じないことがわかる。 
 
３．７ 位相差運転の適用 
直流鉄道車両は、一般に図３．７．１に示すように複数台のインバータ及び誘導電動機を有しており、電
源となる架線・レール側から見た場合、それらが並列に接続されている。複数台のインバータに異なる搬送
波位相を設定することで、帰線電流高調波を打ち消すことを狙ったＰＷＭ搬送波の位相差運転の適用が
期待される。本項では、複数台のインバータにより位相差運転を適用した場合の効果について、理論式に
より考察する。 
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位相差運転を適用する場合、k番目のインバータの搬送波θc(k)を、 
 ( ) dcc kk θθθ −= '  （３．７．１） 
 θc' 基準搬送波 
 θd 位相差角度 
と設定する。 
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図３．７．１ 直流鉄道車両の駆動システムの基本構成 
Fig.3.7.1   A conceptual composition of a traction system of DC electric railcars 
 
式（３．３．２～６）に示す直流側電流の振幅に対して、K 台のインバータが並列運転される場合の編成全
体での直流側電流の振幅は、式（３．７．２～６）のように表すことができる。 
(o) fm=fiのとき、 
 直流成分 ψcos
4
3 aKI i  （３．７．２） 
(i-a) n=1,3,5... , l=1,4,7...のとき、 
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(i-b) n=1,3,5... , l=2,5,8...のとき、 
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(ii-a) n=2,4,6... , l=1,4,7...のとき、 
 [Hz]成分 ( ){ }imc fflnf −−± 12 ⎟⎠
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(ii-b) n=2,4,6... , l=3,6,9...のとき、 
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 （３．７．６） 
これにより、高調波の振幅で見た場合に、K 台のインバータを位相差運転した場合には、インバータ１台あ
たりから生じる高調波は、式（３．７．７）に示す低減率 R で削減される。 
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第４節 
数値解析による検証 
 
前節では、直流側電流高調波の理論式を導出し、周波数成分について考察を行った。本節では、前節
の理論解析の妥当性を確認するため、実際の鉄道車両駆動に用いられる誘導電動機定数を想定し、理論
解析結果と数値解析結果の比較として、帰線電流の周波数スペクトラムを示す。理論解析結果は、前節で
導出した理論式により高調波を計算したものである。数値解析結果は、微分方程式に基づき数値計算によ
り電流波形を算出し、ＦＦＴにより周波数スペクトラムを得たものである。検討した条件は、単相搬送波と非
同期ＰＷＭモードを用いた場合、単相搬送波と同期ＰＷＭモードを用いた場合、三相搬送波と非同期ＰＷ
Ｍモードを用いた場合、三相搬送波と同期ＰＷＭモードを用いた場合、１パルスモードを用いた場合のそ
れぞれの条件である。 
 
４．１ 誘導電動機定数 
表４．１．１に示す誘導電動機定数を想定して、理論解析及び数値解析を行う。これらの定数は、一般に
鉄道車両駆動用の誘導電動機として使用されている値である。ただし、ＦＣキャパシタンスCfは、フィードフ
ォワード制御における主回路の安定性を考慮して、実際よりも大きな値を仮定している。また、これに伴い、
ＬＣフィルタ部分の共振周波数が変化しないように、ＦＬインダクタンス分Lfは、実際よりも小さな値を仮定し
ている。なお、電流指令値は、定出力領域、特性領域においては絞り込みを行っている。 
また、電流制御系にフィードバック制御を採用すると、フィードバック制御に伴う高調波と理論解析によっ
て算出の対象としたスイッチングに伴う高調波の両方が含まれてしまうため、フィードフォワード制御を用い
る。 
本節では、電動機１台により生じる高調波について周波数スペクトラムを示す。実際の鉄道車両では、並
列に接続される誘導電動機からの高調波が重ね合わされて、帰線電流高調波となる。なお、直流側電流
Idcの高調波は、そのままの値では、高次の高調波成分が多数生じるためＦＦＴにおいてエリアシングの影
響を大きく受けてしまう。このため、ＬＣフィルタにより、高周波域の高調波を低減した帰線電流Ircについて
の周波数スペクトラムを示す。 
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表４．１．１ 想定誘導電動機定数 
Table 4.1.1   Assumed constants of induction motor 
項目 値
ＦＬ抵抗分 Rf 0.05 [Ω]
ＦＬインダクタンス分 Lf 0.95 [mH]
ＦＣキャパシタンス Cf 80000 [μF]
１次抵抗 R1 0.186 [Ω]
１次インダクタンス L1 42.0 [mH]
相互インダクタンス M 40.4 [mH]
２次インダクタンス L2 42.0 [mH]
２次抵抗 R2 0.194 [Ω]
直流側電圧 Ed 1500 [V]
ｄ軸電流指令値 i1d* 88.0 [A]
ｑ軸電流指令値 i1q* 255.5 [A]
定出力領域開始周波数 fp 35.0 [Hz]
特性領域開始周波数 fn 80.0 [Hz]
 
４．２ 単相搬送波による非同期ＰＷＭモードの検証 
本項では、単相搬送波と非同期ＰＷＭモードを仮定し、理論解析と数値解析の比較を行う。図４．２．１
（ａ）～３（ａ）に理論解析結果を示す。また、図４．２．１（ｂ）～３（ｂ）に数値解析結果を示す。 
 
図４．２．１の変調波周波数fmが 20.0 [Hz]、搬送波周波数fcが 1000.0 [Hz]の周波数スペクトラムにおいて
は、式（３．４．１）におけるnoが 1,3 に対して、moが 1 の場合の高調波が、940,1060, 2940,3060 [Hz]成分とし
て大きな振幅で現れていることが確認できる。同様に、式（３．４．２）におけるneが 2,4 に対して、meが 0 の場
合の高調波が 2000, 4000 [Hz]成分として大きな振幅で現れていることが確認できる。これらの周波数成分
は、振幅も含めて、理論解析結果、数値解析結果ともに近い値となっている。 
 
図４．２．２～３の結果においても、同様に理論解析による式（３．４．１、２）で表される高調波成分が確認
されている。また、これらの周波数成分は、振幅も含めて、理論解析結果、数値解析結果ともに近い値とな
っている。 
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（ａ） 理論解析結果 
(a) Theoretical derivation result 
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（ｂ） 数値解析結果 
(b) Numerical simulation result 
図４．２．１ 単相搬送波による非同期ＰＷＭモードの周波数スペクトラム（fm = 20.0 [Hz]、fc = 1000.0 [Hz]） 
Fig.4.2.1   Frequency spectrums with an asynchronous PWM and single-phase carrier wave 
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（ａ） 理論解析結果 
(a) Theoretical derivation result 
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（ｂ） 数値解析結果 
(b) Numerical simulation result 
図４．２．２ 単相搬送波による非同期ＰＷＭモードの周波数スペクトラム（fm = 30.0 [Hz]、fc = 1000.0 [Hz]） 
Fig.4.2.2   Frequency spectrums with an asynchronous PWM and single-phase carrier wave 
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（ａ） 理論解析結果 
(a) Theoretical derivation result 
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（ｂ） 数値解析結果 
(b) Numerical simulation result 
図４．２．３ 単相搬送波による非同期ＰＷＭモードの周波数スペクトラム（fm = 40.0 [Hz]、fc = 1000.0 [Hz]） 
Fig.4.2.3   Frequency spectrums with an asynchronous PWM and single-phase carrier wave 
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４．３ 単相搬送波による同期ＰＷＭモードの検証 
本項では、単相搬送波と同期ＰＷＭモードを仮定し、理論解析と数値解析の比較を行う。図４．３．１（ａ）
～３（ａ）に理論解析結果を示す。また、図４．３．１（ｂ）～３（ｂ）に数値解析結果を示す。 
 
図４．３．１の３パルスモードの変調波周波数fmが 30.0 [Hz]、搬送波周波数fcが 450.0 [Hz]の周波数スペ
クトラムにおいては、360, 540, 720, 900 ・・・[Hz]成分の高調波が確認される。この条件においては、証明３．
４．３において示したように、変調波周波数 30.0 [Hz]の６の整数倍の高調波しか生じない。この周波数成分
は、振幅も含めて、理論解析結果、数値解析結果ともに近い値となっている。 
 
図４．３．２、３の結果においても、同様に理論解析による式（３．４．１、２）で表される高調波成分が確認さ
れている。また、これらの周波数成分は、振幅も含めて、理論解析結果、数値解析結果ともに近い値となっ
ている。 
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（ａ） 理論解析結果 
(a) Theoretical derivation result 
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（ｂ） 数値解析結果 
(b) Numerical simulation result 
図４．３．１ 単相搬送波による３パルスモードの周波数スペクトラム（fm = 30.0 [Hz]、fc = 450.0 [Hz]） 
Fig.4.3.1   Frequency spectrums with a three-pulse synchronous PWM and single-phase carrier wave 
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（ａ） 理論解析結果 
(a) Theoretical derivation result 
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（ｂ） 数値解析結果 
(b) Numerical simulation result 
図４．３．２ 単相搬送波による９パルスモードの周波数スペクトラム（fm = 40.0 [Hz]、fc = 360.0 [Hz]） 
Fig.4.3.2   Frequency spectrums with a nine-pulse synchronous PWM and single-phase carrier wave 
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（ａ） 理論解析結果 
(a) Theoretical derivation result 
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（ｂ） 数値解析結果 
(b) Numerical simulation result 
図４．３．３ 単相搬送波による１５パルスモードの周波数スペクトラム（fm = 50.0 [Hz]、fc = 150.0 [Hz]） 
Fig.4.3.3   Frequency spectrums with a 15-pulse synchronous PWM and single-phase carrier wave 
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４．４ 三相搬送波による非同期ＰＷＭモードの検証 
本項では、三相搬送波と非同期ＰＷＭモードを仮定し、理論解析と数値解析の比較を行う。図４．４．１
（ａ）～３（ａ）に理論解析結果を示す。また、図４．４．１（ｂ）～３（ｂ）に数値解析結果を示す。 
 
図４．４．１の変調波周波数fmが 20.0 [Hz]、搬送波周波数fcが 1000.0 [Hz]の周波数スペクトラムにおいて
は、式（３．６．３、４）におけるn1が1に対して、m1, m5がそれぞれ1,5の場合の高調波が、980,1100 [Hz]成分
として大きな振幅で現れていることが確認できる。同様に、式（３．６．８、９）におけるn2が 2 に対して、m2, m4
がそれぞれ 2,4 の場合の高調波が、1960,2080 [Hz]成分として大きな振幅で現れていることが確認できる。
また、式（３．６．５）におけるn3が 3 に対して、m3が 3 の場合の高調波が 2940, 3060 [Hz]成分として大きな振
幅で現れていることが確認できる。さらに、式（３．６．１０、１１）におけるn4が 4 に対して、m4,m2がそれぞれ
4,2 の場合の高調波が、3920,4040 [Hz]成分として大きな振幅で現れていることが確認できる。これらの周
波数成分は、振幅も含めて、理論解析結果、数値解析結果ともに近い値となっている。 
 
図４．４．２～３の結果においても、同様に理論解析による式（３．６．３～１２）で表される高調波成分が確
認されている。また、これらの周波数成分は、振幅も含めて、理論解析結果、数値解析結果ともに近い値と
なっている。 
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（ａ） 理論解析結果 
(a) Theoretical derivation result 
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（ｂ） 数値解析結果 
(b) Numerical simulation result 
図４．４．１ 三相搬送波による非同期ＰＷＭモードの周波数スペクトラム（fm = 20.0 [Hz]、fc = 1000.0 [Hz]） 
Fig.4.4.1   Frequency spectrums with an asynchronous PWM and three-phase carrier wave 
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（ａ） 理論解析結果 
(a) Theoretical derivation result 
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（ｂ） 数値解析結果 
(b) Numerical simulation result 
図４．４．２ 三相搬送波による非同期ＰＷＭモードの周波数スペクトラム（fm = 30.0 [Hz]、fc = 1000.0 [Hz]） 
Fig.4.4.2   Frequency spectrums with an asynchronous PWM and three-phase carrier wave 
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（ａ） 理論解析結果 
(a) Theoretical derivation result 
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（ｂ） 数値解析結果 
(b) Numerical simulation result 
図４．４．３ 三相搬送波による非同期ＰＷＭモードの周波数スペクトラム（fm = 40.0 [Hz]、fc = 1000.0 [Hz]） 
Fig.4.4.3   Frequency spectrums with an asynchronous PWM and three-phase carrier wave 
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４．５ 三相搬送波による同期ＰＷＭモードの検証 
本項では、三相搬送波と同期ＰＷＭモードを仮定し、理論解析と数値解析の比較を行う。図４．５．１（ａ）
～３（ａ）に理論解析結果を示す。また、図４．５．１（ｂ）～３（ｂ）に数値解析結果を示す。 
 
図４．５．１の３パルスモードの変調波周波数fmが 50.0 [Hz]、搬送波周波数fcが 150.0 [Hz]の周波数スペ
クトラムにおいては、100, 200, 300, 400 ・・・[Hz]成分の高調波が確認される。この条件においては、証明３．
６．１において示したように、変調波周波数 50.0 [Hz]の偶数倍の高調波しか生じない。この周波数成分は、
振幅も含めて、理論解析結果、数値解析結果ともに近い値となっている。 
 
図４．５．２、３の結果においても、同様に理論解析による式（３．６．３～１１）で表される高調波成分が確
認されている。また、これらの周波数成分は、振幅も含めて、理論解析結果、数値解析結果ともに近い値と
なっている。 
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（ａ） 理論解析結果 
(a) Theoretical derivation result 
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（ｂ） 数値解析結果 
(b) Numerical simulation result 
図４．５．１ 三相搬送波による３パルスモードの周波数スペクトラム（fm = 50.0 [Hz]、fc = 150.0 [Hz]） 
Fig.4.5.1   Frequency spectrums with a three-pulse synchronous PWM and three-phase carrier wave 
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（ａ） 理論解析結果 
(a) Theoretical derivation result 
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（ｂ） 数値解析結果 
(b) Numerical simulation result 
図４．５．２ 三相搬送波による９パルスモードの周波数スペクトラム（fm = 40.0 [Hz]、fc = 360.0 [Hz]） 
Fig.4.5.2   Frequency spectrums with a nine-pulse synchronous PWM and three-phase carrier wave 
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（ａ） 理論解析結果 
(a) Theoretical derivation result 
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（ｂ） 数値解析結果 
(b) Numerical simulation result 
図４．５．３ 三相搬送波による１５パルスモードの周波数スペクトラム（fm = 30.0 [Hz]、fc = 450.0 [Hz]） 
Fig.4.5.3   Frequency spectrums with a 15-pulse synchronous PWM and three-phase carrier wave 
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４．６ １パルスモードの検証 
本項では、１パルスモードを仮定し、理論解析と数値解析の比較を行う。１パルスモードは、三相搬送波
を用いた場合として考えることができる。図４．６．１（ａ）～３（ａ）に理論解析結果を示す。また、図４．６．１
（ｂ）～３（ｂ）に数値解析結果を示す。 
 
図４．６．１の１パルスモードの変調波周波数fmが 60.0 [Hz]、搬送波周波数fcが 60.0 [Hz]の周波数スペク
トラムにおいては、360, 720, 1080, 1440 ・・・[Hz]成分の高調波が確認される。この条件においては、証明３．
６．３において示したように、変調波周波数 60.0 [Hz]の６の整数倍の高調波しか生じない。この周波数成分
は、振幅も含めて、理論解析結果、数値解析結果ともに近い値となっている。 
 
図４．６．２～３の結果においても、同様に理論解析による結果と一致して、変調波周波数fm [Hz]の６の整
数倍の高調波しか生じていない。また、これらの周波数成分は、振幅も含めて、理論解析結果、数値解析
結果ともに近い値となっている。 
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（ａ） 理論解析結果 
(a) Theoretical derivation result 
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（ｂ） 数値解析結果 
(b) Numerical simulation result 
図４．６．１ １パルスモードの周波数スペクトラム（fm = 60.0 [Hz]、fc = 60.0 [Hz]） 
Fig.4.6.1   Frequency spectrums with a one-pulse PWM 
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（ａ） 理論解析結果 
(a) Theoretical derivation result 
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（ｂ） 数値解析結果 
(b) Numerical simulation result 
図４．６．２ １パルスモードの周波数スペクトラム（fm = 80.0 [Hz]、fc = 80.0 [Hz]） 
Fig.4.6.2   Frequency spectrums with a one-pulse PWM 
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（ａ） 理論解析結果 
(a) Theoretical derivation result 
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（ｂ） 数値解析結果 
(b) Numerical simulation result 
図４．６．３ １パルスモードの周波数スペクトラム（fm = 100.0 [Hz]、fc = 100.0 [Hz]） 
Fig.4.6.3   Frequency spectrums with a one-pulse PWM 
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４．７ 位相差運転の効果の検証 
本項では、前節で導出したＰＷＭ搬送波の位相差運転の理論式を検証するため、数値解析により位相
差運転を行った場合の周波数スペクトラムを算出し、理論式によって算出した位相差運転による低減率と
比較する。 
図４．７．１に位相差運転の有無による周波数スペクトラムの違いを示す。図４．７．１では、6 台のインバー
タが並列接続されるものを想定し、数値解析によって得られたインバータ 1 台あたりの帰線電流を示してい
る。位相差角が 0 [deg]の場合が位相差運転を行わない場合に相当する。位相差運転により、高調波を大
幅に低減もしくは消去できていることが確認できる。 
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（ａ） 位相差角：0 [deg] 
(a) Carrier phase: 0 [deg] 
1.0E-04
1.0E-03
1.0E-02
1.0E-01
1.0E+00
1.0E+01
1.0E+02
1.0E+03
0 1000 2000 3000 4000 5000 6000
Frequency [Hz]
C
ur
re
nt
 a
m
pl
itu
de
 [A
]
 
（ｂ） 位相差角：45 [deg] 
(b) Carrier phase: 45 [deg]
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（ｃ） 位相差角：60 [deg] 
(c) Carrier phase: 60 [deg] 
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（ｄ） 位相差角：90 [deg] 
(d) Carrier phase: 90 [deg]
図４．７．１ 位相差運転の効果（K=6、fm = 20.0 [Hz]、fc = 1000.0 [Hz]） 
Fig.4.7.1   Effect of carrier-phase shift operation 
 
また、位相差運転の低減率を、理論解析と数値解析の両方から計算し表４．７．１で比較する。理論解析
の結果は、式（３．７．７）によって計算した値である。なお、低減率が負の値の場合は、位相が逆転するとと
もに、算出した低減率の絶対値で高調波成分が低減される。数値解析の結果は、位相差運転の行わない
場合と行う場合のそれぞれの振幅値を示し、それらの比率によって低減率としている。表４．７．１より、位相
差運転の低減率は、理論解析と数値解析に大きな誤差はなく、理論解析によって導出した理論式の妥当
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性が確認できた。これより、理論解析により位相差運転の効果を定量的に把握することが可能となり、位相
差運転の有効性が確認された。 
 
表４．７．１ 位相差運転による低減率の検証 
Table 4.7.1   A verification of derived reduction ratio of carrier-phase shift operation 
Theoretical result
Carrier phase:
0 [deg]
Carrier phase:
45 [deg]
940 6.911E-03 2.128E-03 0.3080
0.3081
0.2283
0.2357
0.2341
0.1275
0.1276
0.1280
0.1274
0.2360
0.2359
0.2357
0.2357
-0.2357
0.1276
-0.1276
0.3080
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第５節 
実験による検証 
 
前節では、理論解析の妥当性を示すために数値解析との比較を行い、良好な結果が得られた。本節で
は、さらに、理論解析と数値解析の妥当性を確認するためミニモデル実験機を使用し、直流側電流高調波
の測定実験を行った。はじめに、実験装置と実験方法の概要を示す。次に、実験結果を示し、理論解析結
果や数値解析結果と比較して、理論解析と数値解析の妥当性を示す。なお、理論解析結果は、第３節で
導出した理論式により高調波を計算したものである。数値解析結果は、微分方程式に基づき数値計算によ
り電流波形を算出し、ＦＦＴにより周波数スペクトラムを得たものである。 
 
５．１ 実験装置と実験方法の概要 
５．１．１ 実験装置の構成 
実験装置の構成の概要を図５．１．１に示す。実験は、誘導機をインバータにより駆動し、直流側電流Idc
を測定する。この直流側電流にＦＦＴを行って周波数スペクトラムを得る。 
 
Rec
(DM)
Inv
(IPM)
DSP
Idc iu
FWIMCf
 
 
 Rec : Rectifier (AC/DC) 
 Inv : Inverter (DC/AC) 
 IM : Induction Motor 
 FW : Flywheel 
 DSP : Digital Signal Processor 
図５．１．１ 実験装置構成の概要 
Fig.5.1.1   Composition of experimental apparatus 
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５．１．２ 実験機器の諸元 
誘導電動機の諸元を表５．１．１に示す。また、図５．１．２にインバータユニットの回路構成を示す。ダイ
オードモジュール（ＤＭ）とインテリジェントパワーモジュール（ＩＰＭ）を組み合わせたユニットとなっている。
インバータの諸元を表５．１．２に示す。 
 
表５．１．１ 誘導電動機諸元 
Table 5.1.1   A specification of the induction motor 
形式 安川電機 EELK-5 IM
項目 値
定格出力（連続） 2.2 [kW]
定格回転数 1750 [rpm]
定格電流 9.1 [A]
定格電圧 180 [V]
極対数 2
 
R
DMS
T
P1 P2
IPM
U
V
W
B
N
Idc
Vdc
iu
iw
 
図５．１．２ インバータユニットの回路構成 
Fig.5.1.2   A circuit diagram of the inverter unit 
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表５．１．２ インバータ諸元 
Table 5.1.2   A specification of the inverter 
形式 Myway MWINV-4R222A 
項目 値
定格容量 4.2 [kVA]
定格電流 11 [A]
定格電圧 0～220 [V]
ＩＰＭ素子 三菱電機 PM30RSF060
インバータ部電源電圧 400 [V]以下
コレクタ電流（最大定格） 30 [A]
ＰＷＭ制御入力周波数 20 [kHz]以下
ダイオードモジュール 富士電機 6RI30E-080
平均出力電流（最大定格） 30 [A]
平滑コンデンサ容量 940 [μF]
Idcセンサモニタ部カットオフ周波数 1.6 [kHz]
 
５．１．３ 実験機器の定数 
表５．１．３に示す誘導電動機とインバータの定数を想定して、理論解析及び数値解析を行う。これらの
定数は、実験に用いた誘導電動機の定数として測定、もしくは推定した値である。 
 
表５．１．３ 想定誘導電動機・インバータ定数 
Table 5.1.3   Assumed constants of induction motor 
項目 値
平滑コンデンサ容量 Cf 940 [μF]
１次抵抗 R1 0.346 [Ω]
１次インダクタンス L1 85.8 [mH]
相互インダクタンス M 82.9 [mH]
２次インダクタンス L2 85.8 [mH]
２次抵抗 R2 0.330 [Ω]
直流側電圧 Ed 300 [V]
変調波周波数 fm 25 [Hz]
搬送波周波数 fc 1000 [Hz]
ｄ軸電流指令値 i1d* 4.17 [A]
ｑ軸電流指令値 i1q* 11.1 [A]
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５．１．４ 測定機器・制御装置 
図５．１．３に測定機器と制御装置の構成を示す。パソコンとＤＳＰボードを接続し、ＤＳＰボードへのプロ
グラムの転送、ＤＳＰの実行などの制御を行う。ＤＳＰボードでは、電流制御の演算を行い、ＰＥＶボードに電
圧指令値を転送する。ＰＥＶボードは、指定の変調方式でＰＷＭ変調を行い、オン・オフ指令を光ファイバ
でインバータに出力する。また、センサやエンコーダからの入力は、ＰＥＶボードに入力される。ＤＳＰ上で
動作しているプログラムは、適当な間隔でセンサやエンコーダのデータをＰＥＶボードから取得することがで
きる。また、取得したデータは、ＤＳＰから適当な間隔でＤ／Ａボードに出力する。Ｄ／Ａボードは、メモリハ
イコーダなどの測定機器に接続されており、必要なデータが取得できる。 
なお、本実験においては、ＰＷＭ変調は、ＰＥＶボードに内蔵されている電圧形三角波変調機能を用い
る。また、ＰＥＶボードに内蔵されている電圧形三角波変調機能は、単相搬送波が用いられている。 
直流側電流高調波の測定には、表５．１．４に示すメモリハイコーダを使用する。具体的には、メモリハイ
コーダに内蔵されているＦＦＴ機能を用いて、直流側電流の周波数スペクトラムを得る。一方、本実験にお
いては、電流を流した状態で測定を行うため、誘導機の回転数が変化し、式（３．３．１０～１３）より明らかな
ように直流電流高調波の周波数も変化する。このため、メモリハイコーダのメモリレコード機能を用いて、直
流電流波形と変調波周波数fm（インバータ出力周波数）を同時に記録し、直流電流波形に対してFFTを行
うタイミングを変調波周波数と対応させた。なお、ｄ軸電流、ｑ軸電流、回転数、変調波周波数などの値につ
いては、ＤＳＰを介してメモリハイコーダに取り込んでいるが、測定対象の直流側電流については、インバー
タユニットのIdcセンサ出力から直接取り込んである。 
また、実験においては、Idc センサ出力はカットオフ周波数 1.6 [kHz]のローパスフィルタが付加されてい
る。本論文では、理論解析及び数値解析については、ローパスフィルタを考慮した波形を示す。 
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ＰＣ ＤＳＰボード
Ｄ／Ａボード
ＰＥＶボード
インバータ
センサ
エンコーダ
Ａ／Ｄ入力
光ファイバ出力
カウンタ入力
Ｄ／Ａ出力 測定機器
 
図５．１．３ 測定機器・制御装置構成 
Fig.5.1.3   Composition of the measuring instrument and the controller 
 
表５．１．４ 測定機器諸元 
Table 5.1.4   A specification of the measuring instrument 
形式 日置電機 メモリハイコーダ 8826 
項目 値
測定機能
メモリレコーダ 
レコーダ 
実効値レコーダ 
レコーダ＆メモリ 
ＦＦＴ
チャンネル数
アナログ 32 [ch] 
ロジック 32 [ch]
最高サンプリング周期 1 [μs]（全ch同時）
FFTチャネルモード
1 ch FFT 
2 ch FFT
周波数レンジ 133 [mHz]～400 [kHz]
サンプリング点数 1000 点、2000 点、5000 点、10000 点
周波数分解能 1/400、1/800、1/2000、1/4000
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５．２ 理論解析の検証 
図５．２．１（ａ）～４（ａ）に、直流側電流高調波の実験結果を示す。また、実験装置の定数を用いた理論
解析結果を図５．２．１（ｂ）～４（ｂ）に、電流制御系にフィードフォワード制御を用いた場合の数値解析結果
を図５．２．１（ｃ）～４（ｃ）に、電流制御系にフィードバック制御を用いた場合の数値解析結果を図５．２．１
（ｄ）～４（ｄ）に示す。 
 
図５．２．１の変調波周波数fmが 25.0 [Hz]、搬送波周波数fcが 1000.0 [Hz]、ｑ軸電流指令値 i1q*が 11.1 
[A]においては、式（３．４．１）におけるnoが 1,3,5 に対して、moが 1 の場合の搬送波奇数次の高調波が、
925,1075, 2925,3075, 4925,5075 [Hz]成分として大きな振幅で現れていることが確認できる。同様に、式（３．
４．２）におけるneが 2,4,6 に対して、meが 0 の場合の搬送波偶数次の高調波が 2000, 4000, 6000 [Hz]成分と
して大きな振幅で現れていることが確認できる。これらの周波数成分は、振幅も含めて、実験結果、理論解
析結果、数値解析結果ともに近い値となっている。 
また、図５．２．２は、表５．１．３の条件に対して、ｑ軸電流指令値 i1q*を 4.4 [A]に小さくした場合の結果で
ある。電流指令値を変化されることにより、全体的に電流振幅が小さくなっている。次に、図５．２．３は、表５．
１．３の条件に対して、変調波周波数fmを 15.0 [Hz]に小さくした場合の結果である。変調波周波数を変化さ
せることにより、側帯高調波の周波数が変化している。具体的には、搬送波奇数次の高調波が、955,1045, 
2955,3045, 4955,5045 [Hz]成分として現れている。一方、搬送波偶数次の高調波については、変調波周波
数に関わりなく 2000, 4000, 6000 [Hz]成分として現れている。また、変調率も小さくなっているので、振幅の
傾向も変化している。さらに、図５．２．４は、表５．１．３の条件に対して、搬送波周波数fcを 600.0 [Hz]に小さ
くした場合の結果である。搬送波周波数を変化されることにより、側帯高調波の周波数が変化している。具
体的には、搬送波奇数次の高調波が、525,675, 1725,1875, 2925,3075 [Hz]成分として現れている。同様に、
搬送波偶数次の高調波が、1200, 2400, 3600 [Hz]成分として現れている。 
 
実験結果、理論解析結果、数値解析結果それぞれの周波数スペクトラムには、それぞれの誤差を含ん
でいる可能性がある。それぞれの場合においての誤差要因を考察する。 
はじめに、図５．２．１（ａ）～５（ａ）の実験結果には、測定時のエリアシングの影響や、インバータのデッド
タイムに起因する高調波などを含んでいる可能性がある。 
次に、図５．２．１（ｂ）～５（ｂ）の理論解析結果は、電流制御系やインバータのデッドタイムによる高調波な
どの、実験や数値解析による誤差要因を全く考慮せずに、理想的にモデル化して理論式を導出している。
このため、実際の高調波の周波数スペクトラムとは、異なってくるものと考えられる。 
また、図５．２．１（ｃ）、（ｄ）～５（ｃ）、（ｄ）の数値解析結果には、数値計算誤差やＦＦＴのサンプリングに際
しての誤差を含んでいる可能性がある。なお、数値解析ではエリアシングの影響を減らすため高いビット数
でＦＦＴを行っているため、実験とは違いエリアシングによる影響は、ほとんど受けていないものと考えられる。
また、数値解析では、電流制御系にフィードフォワード制御とフィードバック制御を用いた場合の結果を併
せて示したが、周波数の低い領域を中心に違いが見られるものの、側帯高調波に比べて振幅は十分に小
さいため、本検討に大きな影響は与えないものと考えられる。 
以上のような誤差要因が考えられるが、全体を通して、側帯高調波と考えられる主な周波数成分におい
ては、周波数だけでなく振幅も近い値になっている。それ以外の様々な周波数成分の細かい振動は、実
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 第５節 実験による検証 
験結果が最も大きく含んでおり、それに次いで数値解析結果もある程度含んでいる。これについては、前
述のような理由が考えられる。このような誤差を考慮すれば、実験と理論解析と数値解析は大きな差違はな
く、実験と数値解析により、提案した理論解析の妥当性を検証できたものと考えられる。 
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（ａ） 実験結果 
(a) Experiment result 
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（ｂ） 理論解析結果 
(b) Theoretical derivation result 
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（ｃ） フィードフォワード制御による数値解析結果 
(c) Numerical simulation result with feed forward control 
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（ｄ） フィードバック制御による数値解析結果 
(d) Numerical simulation result with feed back control 
図５．２．１ 非同期ＰＷＭモードの周波数スペクトラム（fm = 25.0 [Hz]、fc = 1000.0 [Hz]、I1q* = 11.1 [A]） 
Fig.5.2.1   Frequency spectrums with an asynchronous PWM  
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（ａ） 実験結果 
(a) Experiment result 
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（ｂ） 理論解析結果 
(b) Theoretical derivation result 
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（ｃ） フィードフォワード制御による数値解析結果 
(c) Numerical simulation result with feed forward control 
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（ｄ） フィードバック制御による数値解析結果 
(d) Numerical simulation result with feed back control 
図５．２．２ 非同期ＰＷＭモードの周波数スペクトラム（fm = 25.0 [Hz]、fc = 1000.0 [Hz]、I1q* = 4.4 [A]） 
Fig.5.2.2   Frequency spectrums with an asynchronous PWM  
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（ａ） 実験結果 
(a) Experiment result 
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（ｂ） 理論解析結果 
(b) Theoretical derivation result 
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（ｃ） フィードフォワード制御による数値解析結果 
(c) Numerical simulation result with feed forward control 
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（ｄ） フィードバック制御による数値解析結果 
(d) Numerical simulation result with feed back control 
図５．２．３ 非同期ＰＷＭモードの周波数スペクトラム（fm = 15.0 [Hz]、fc = 1000.0 [Hz]、I1q* = 11.1 [A]） 
Fig.5.2.3   Frequency spectrums with an asynchronous PWM  
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（ａ） 実験結果 
(a) Experiment result 
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（ｂ） 理論解析結果 
(b) Theoretical derivation result 
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（ｃ） フィードフォワード制御による数値解析結果 
(c) Numerical simulation result with feed forward control 
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（ｄ） フィードバック制御による数値解析結果 
(d) Numerical simulation result with feed back control 
図５．２．４ 非同期ＰＷＭモードの周波数スペクトラム（fm = 25.0 [Hz]、fc = 600.0 [Hz]、I1q* = 11.1 [A]） 
Fig.5.2.4   Frequency spectrums with an asynchronous PWM  
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第６節 
まとめ 
 
本章においては、架線から集電し電気運転を行う鉄道車両に焦点を当て、インバータによる車両駆動シ
ステムの新たな設計手法の提示を目的とし、直流鉄道車両を対象とした帰線電流高調波の理論解析手法
を提案した。 
第１節では、研究の背景について紹介した。第２節では、解析対象モデルについて紹介した。続いて、
第３節において、相電流の正弦波近似とともにスイッチング素子の動作を表現するスイッチング関数を導入
することによって、直流側電流高調波の周波数成分だけでなく、その振幅値も明確に示す理論式を導出し
た。導出した理論式を元に、第４節では、実車両を想定したモデルを対象として、微分方程式に基づく数
値解析と提案手法の理論解析結果を比較した。さらに、第５節において、ミニモデルにおいて実験を行い、
実験結果、微分方程式に基づく数値解析結果、および提案手法の理論解析結果の３者を比較した。この
結果、理論解析による値は、実験と数値解析で得られた主な高調波成分と比較して、周波数が一致するだ
けでなく振幅も実用上十分な精度で合致した。これにより、本章において開発した理論解析の妥当性を示
した。開発手法は、インバータのＰＷＭパルスモードに応じて、非同期ＰＷＭモード、同期ＰＷＭモード、１
パルスモードに適用可能であり、帰線電流高調波の対策として高調波発生原理を体系的に整理することが
可能となった。開発手法により、変調波周波数、搬送波周波数、変調率などのパラメータが、発生する高調
波に及ぼす影響を理論式に基づき把握することが可能となった。これにより、高調波抑制対策など、今後
のインバータによる車両駆動システムの設計に有益な情報を提示することが期待できる。 
さらに、本章第３節では、高調波低減の一手法として、ＰＷＭ搬送波の位相差運転の効果について開発
した理論解析により理論式を導出した。この結果を本章第４節において分析・評価した。これにより、開発し
た理論解析の応用事例として、直流鉄道車両への位相差運転の効果を定量的に明らかにし、その有効性
を示すことができた。 
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第７節 付録 高調波理論式の導出 
 
７．１ 三角関数の公式 
三角関数の公式として、式（７．１．１）の三角関数の加法定理、式（７．１．２）の三角関数の積・和の公式
が挙げられる。これらを多用して、直流側電流の理論式を導出する。 
 
(A) 三角関数の加法定理 
 
( )
( ) βαβαβα
βαβαβα
sinsincoscoscos
sincoscossinsin
m=±
±=±
 （７．１．１） 
 
(B) 三角関数の積・和の公式 
 
( ) ( ) ( ) ({ }
( ) ( )
)
( ) ( ){ }
( ) ( ) ( ) ( ){ }
( ) ( ) ( ) ( ){ }βββα
βββα
βββα
βββα
−−+=
−++=
−++=
−−+−=
aa
aa
aa
aa
sinsin
2
1sincos
sinsin
2
1cossin
coscos
2
1coscos
coscos
2
1sinsin
 （７．１．２） 
 
７．２ 三相交流の基本関係式 
三相交流を表す三角関数の基本的な関係式として、式（７．２．１）が挙げられる。 
 
( )
( ) 0
3
4cos
3
2coscos
0
3
4sin
3
2sinsin
=⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −+⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −+
=⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −+⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −+
πθπθθ
πθπθθ
 （７．２．１） 
式（７．２．１）は、式（７．２．２）の三角級数の定理、 
 
( ) ( ) ( )( )
( ) ( ) ( )( )
2
sin
2
sin
2
1cos
1coscoscos
2
sin
2
sin
2
1sin
1sinsinsin
β
ββ
ββα
β
ββ
ββα
nna
naa
nna
naa
⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −+
=−+++++
⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −+
=−+++++
L
L
 （７．２．２） 
において、 
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 πβθα
3
2,
3
−==
=n
 （７．２．３） 
となるので、これを用いることで証明される。 
 
７．３ 三相交流の積の関係式 
７．３．１ 関係式の定義 
直流側電流は、三角関数の積が三相分を足し合わせた形で表現される。これを整理するため三相交流
の積の関係式を導く。はじめに、三相交流における三角関数の積を三相分の和として表した式を、式（７．３．
１～４）のように定義する。 
 
( ) ( ) ( )
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式（７．３．１～４）は、整数 x に値を代入して表示すると、式（７．３．５～１６）のような１２個のパターンに
分類される。 
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nBA
nBA
BABAnf
3
4sin
3
2sin
3
2sin
3
4sin
sinsin,,2sinsin
 （７．３．７） 
 
( ) ( ) ( )
( )
( ) ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −+
⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −+
=
π
π
nBA
nBA
BABAnf
3
4coscos
3
2coscos
coscos,,0coscos
 （７．３．８） 
 
( ) ( ) ( )
⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −+
⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −+
=
ππ
ππ
nBA
nBA
BABAnf
3
4cos
3
4cos
3
2cos
3
2cos
coscos,,1coscos
 （７．３．９） 
 
( ) ( ) ( )
⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −+
⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −+
=
ππ
ππ
nBA
nBA
BABAnf
3
4cos
3
2cos
3
2cos
3
4cos
coscos,,2coscos
 （７．３．１０） 
 
( ) ( ) ( )
( )
( ) ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −+
⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −+
=
π
π
nBA
nBA
BABAnf
3
4cossin
3
2cossin
cossin,,0cossin
 （７．３．１１） 
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( ) ( ) ( )
⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −+
⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −+
=
ππ
ππ
nBA
nBA
BABAnf
3
4cos
3
4sin
3
2cos
3
2sin
cossin,,1cossin
 （７．３．１２） 
 
( ) ( ) ( )
⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −+
⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −+
=
ππ
ππ
nBA
nBA
BABAnf
3
4cos
3
2sin
3
2cos
3
4sin
cossin,,2cossin
 （７．３．１３） 
 
( ) ( ) ( )
( )
( ) ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −+
⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −+
=
π
π
nBA
nBA
BABAnf
3
4sincos
3
2sincos
sincos,,0sincos
 （７．３．１４） 
 
( ) ( ) ( )
⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −+
⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −+
=
ππ
ππ
nBA
nBA
BABAnf
3
4sin
3
4cos
3
2sin
3
2cos
sincos,,1sincos
 （７．３．１５） 
 
( ) ( ) ( )
⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −+
⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −+
=
ππ
ππ
nBA
nBA
BABAnf
3
4sin
3
2cos
3
2sin
3
4cos
sincos,,2sincos
 （７．３．１６） 
 
７．３．２ 関係式の整理 
式（７．３．５～１６）を n によって場合分けして整理する。 
 
(A) n=1,4,7,10,13,16...のとき、 
  （７．３．１７） mn 31+=
と表すことができる。ただし、m は任意の整数である。これより、 
 
ππππ
ππππ
3
44
3
4
3
4
3
22
3
2
3
2
=+=
=+=
mn
mn
 （７．３．１８） 
となる。これを用いて、式（７．３．５～１６）を整理すると、 
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( ) ( ) ( ) ( ) ( )
( ) ( )
0
3
4sin
3
2sinsinsin
3
4sinsin
3
2sinsinsinsin,,0sinsin
=
⎭⎬
⎫
⎩⎨
⎧ ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −+⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −+=
⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −+⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −+=
ππ
ππ
BBBA
BABABABAnf
 
  （７．３．１９） 
 
( ) ( ) ( )
( ) ( ){ }
( )
( )
( )BA
BABA
BABA
BABA
BA
BA
BABAnf
−=
⎭⎬
⎫
⎩⎨
⎧ −−⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −+−
⎭⎬
⎫
⎩⎨
⎧ −−⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −+−
−−+−=
⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −+
⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −+
=
cos
2
3
cos
3
2cos
2
1
cos
3
4cos
2
1
coscos
2
1
3
4sin
3
4sin
3
2sin
3
2sin
sinsin,,1sinsin
π
π
ππ
ππ
 （７．３．２０） 
 
( ) ( ) ( )
( ) ( ){ }
( )
( )
( )BA
BABA
BABA
BABA
BA
BA
BABAnf
+−=
⎭⎬
⎫
⎩⎨
⎧ ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −−−+−
⎭⎬
⎫
⎩⎨
⎧ ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −−−+−
−−+−=
⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −+
⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −+
=
cos
2
3
3
4coscos
2
1
3
2coscos
2
1
coscos
2
1
3
4sin
3
2sin
3
2sin
3
4sin
sinsin,,2sinsin
π
π
ππ
ππ
 （７．３．２１） 
 
( ) ( ) ( ) ( ) ( )
( ) ( )
0
3
4cos
3
2coscoscos
3
4coscos
3
2coscoscoscos,,0coscos
=
⎭⎬
⎫
⎩⎨
⎧ ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −+⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −+=
⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −+⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −+=
ππ
ππ
BBBA
BABABABAnf
 
  （７．３．２２） 
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( ) ( ) ( )
( ) ( ){ }
( )
( )
( )BA
BABA
BABA
BABA
BA
BA
BABAnf
−=
⎭⎬
⎫
⎩⎨
⎧ −+⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −++
⎭⎬
⎫
⎩⎨
⎧ −+⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −++
−++=
⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −+
⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −+
=
cos
2
3
cos
3
2cos
2
1
cos
3
4cos
2
1
coscos
2
1
3
4cos
3
4cos
3
2cos
3
2cos
coscos,,1coscos
π
π
ππ
ππ
 （７．３．２３） 
 
( ) ( ) ( )
( ) ( ){ }
( )
( )
( )BA
BABA
BABA
BABA
BA
BA
BABAnf
+=
⎭⎬
⎫
⎩⎨
⎧ ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −−+++
⎭⎬
⎫
⎩⎨
⎧ ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −−+++
−++=
⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −+
⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −+
=
cos
2
3
3
4coscos
2
1
3
2coscos
2
1
coscos
2
1
3
4cos
3
2cos
3
2cos
3
4cos
coscos,,2coscos
π
π
ππ
ππ
 （７．３．２４） 
 
( ) ( ) ( ) ( ) ( )
( ) ( )
0
3
4cos
3
2coscossin
3
4cossin
3
2cossincossin,,0cossin
=
⎭⎬
⎫
⎩⎨
⎧ ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −+⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −+=
⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −+⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −+=
ππ
ππ
BBBA
BABABABAnf
 
  （７．３．２５） 
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( ) ( ) ( )
( ) ( ){ }
( )
( )
( )BA
BABA
BABA
BABA
BA
BA
BABAnf
−=
⎭⎬
⎫
⎩⎨
⎧ −+⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −++
⎭⎬
⎫
⎩⎨
⎧ −+⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −++
−++=
⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −+
⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −+
=
sin
2
3
sin
3
2sin
2
1
sin
3
4sin
2
1
sinsin
2
1
3
4cos
3
4sin
3
2cos
3
2sin
cossin,,1cossin
π
π
ππ
ππ
 （７．３．２６） 
 
( ) ( ) ( )
( ) ( ){ }
( )
( )
( )BA
BABA
BABA
BABA
BA
BA
BABAnf
+=
⎭⎬
⎫
⎩⎨
⎧ ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −−+++
⎭⎬
⎫
⎩⎨
⎧ ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −−+++
−++=
⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −+
⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −+
=
sin
2
3
3
4sinsin
2
1
3
2sinsin
2
1
sinsin
2
1
3
4cos
3
2sin
3
2cos
3
4sin
cossin,,2cossin
π
π
ππ
ππ
 （７．３．２７） 
 
( ) ( ) ( ) ( ) ( )
( ) ( )
0
3
4sin
3
2sinsincos
3
4sincos
3
2sincossincos,,0sincos
=
⎭⎬
⎫
⎩⎨
⎧ ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −+⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −+=
⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −+⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −+=
ππ
ππ
BBBA
BABABABAnf
 
  （７．３．２８） 
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( ) ( ) ( )
( ) ( ){ }
( )
( )
( )BA
BABA
BABA
BABA
BA
BA
BABAnf
−−=
⎭⎬
⎫
⎩⎨
⎧ −−⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −++
⎭⎬
⎫
⎩⎨
⎧ −−⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −++
−−+=
⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −+
⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −+
=
sin
2
3
sin
3
2sin
2
1
sin
3
4sin
2
1
sinsin
2
1
3
4sin
3
4cos
3
2sin
3
2cos
sincos,,1sincos
π
π
ππ
ππ
 （７．３．２９） 
 
( ) ( ) ( )
( ) ( ){ }
( )
( )
( )BA
BABA
BABA
BABA
BA
BA
BABAnf
+=
⎭⎬
⎫
⎩⎨
⎧ ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −−−++
⎭⎬
⎫
⎩⎨
⎧ ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −−−++
−−+=
⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −+
⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −+
=
sin
2
3
3
4sinsin
2
1
3
2sinsin
2
1
sinsin
2
1
3
4sin
3
2cos
3
2sin
3
4cos
sincos,,2sincos
π
π
ππ
ππ
 （７．３．３０） 
となる。 
 
(B) n=2,5,8,11,14,17... のとき、 
  （７．３．３１） mn 32 +=
と表すことができる。ただし、m は任意の整数である。これより、 
 
πππππ
ππππ
3
2
3
84
3
8
3
4
3
42
3
4
3
2
==+=
=+=
mn
mn
 （７．３．３２） 
となる。これを用いて、式（７．３．５～１６）を整理すると、 
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( ) ( ) ( ) ( ) ( )
( ) ( )
0
3
2sin
3
4sinsinsin
3
2sinsin
3
4sinsinsinsin,,0sinsin
=
⎭⎬
⎫
⎩⎨
⎧ ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −+⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −+=
⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −+⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −+=
ππ
ππ
BBBA
BABABABAnf
 
  （７．３．３３） 
 
( ) ( ) ( )
( ) ( ){ }
( )
( )
( )BA
BABA
BABA
BABA
BA
BA
BABAnf
+−=
⎭⎬
⎫
⎩⎨
⎧ ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −−−+−
⎭⎬
⎫
⎩⎨
⎧ ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −−−+−
−−+−=
⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −+
⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −+
=
cos
2
3
3
2coscos
2
1
3
4coscos
2
1
coscos
2
1
3
2sin
3
4sin
3
4sin
3
2sin
sinsin,,1sinsin
π
π
ππ
ππ
 （７．３．３４） 
 
( ) ( ) ( )
( ) ( ){ }
( )
( )
( )BA
BABA
BABA
BABA
BA
BA
BABAnf
−=
⎭⎬
⎫
⎩⎨
⎧ −−⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −+−
⎭⎬
⎫
⎩⎨
⎧ −−⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −+−
−−+−=
⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −+
⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −+
=
cos
2
3
cos
3
4cos
2
1
cos
3
2cos
2
1
coscos
2
1
3
2sin
3
2sin
3
4sin
3
4sin
sinsin,,2sinsin
π
π
ππ
ππ
 （７．３．３５） 
 
( ) ( ) ( )
( ) ( )
0
3
2cos
3
4coscoscos
3
2cos
3
4cos
3
4cos
3
2coscoscos,,0coscos
=
⎭⎬
⎫
⎩⎨
⎧ ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −+⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −+=
⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −+⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −+=
ππ
ππππ
BBBA
BABABABAnf
  （７．３．３６） 
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( ) ( ) ( )
( ) ( ){ }
( )
( )
( )BA
BABA
BABA
BABA
BA
BA
BABAnf
+=
⎭⎬
⎫
⎩⎨
⎧ ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −−+++
⎭⎬
⎫
⎩⎨
⎧ ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −−+++
−++=
⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −+
⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −+
=
cos
2
3
3
2coscos
2
1
3
4coscos
2
1
coscos
2
1
3
2cos
3
4cos
3
4cos
3
2cos
coscos,,1coscos
π
π
ππ
ππ
 （７．３．３７） 
 
( ) ( ) ( )
( ) ( ){ }
( )
( )
( )BA
BABA
BABA
BABA
BA
BA
BABAnf
−=
⎭⎬
⎫
⎩⎨
⎧ −+⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −++
⎭⎬
⎫
⎩⎨
⎧ −+⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −++
−++=
⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −+
⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −+
=
cos
2
3
cos
3
4cos
2
1
cos
3
2cos
2
1
coscos
2
1
3
2cos
3
2cos
3
4cos
3
4cos
coscos,,2coscos
π
π
ππ
ππ
 （７．３．３８） 
 
( ) ( ) ( )
( ) ( )
0
3
2cos
3
4coscossin
3
2cos
3
4sin
3
4cos
3
2sincossin,,0cossin
=
⎭⎬
⎫
⎩⎨
⎧ ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −+⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −+=
⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −+⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −+=
ππ
ππππ
BBBA
BABABABAnf
  
  （７．３．３９） 
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( ) ( ) ( )
( ) ( ){ }
( )
( )
( )BA
BABA
BABA
BABA
BA
BA
BABAnf
+=
⎭⎬
⎫
⎩⎨
⎧ ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −−+++
⎭⎬
⎫
⎩⎨
⎧ ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −−+++
−++=
⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −+
⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −+
=
sin
2
3
3
2sinsin
2
1
3
4sinsin
2
1
sinsin
2
1
3
2cos
3
4sin
3
4cos
3
2sin
cossin,,1cossin
π
π
ππ
ππ
 （７．３．４０） 
 
( ) ( ) ( )
( ) ( ){ }
( )
( )
( )BA
BABA
BABA
BABA
BA
BA
BABAnf
−=
⎭⎬
⎫
⎩⎨
⎧ −+⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −++
⎭⎬
⎫
⎩⎨
⎧ −+⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −++
−++=
⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −+
⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −+
=
sin
2
3
sin
3
4sin
2
1
sin
3
2sin
2
1
sinsin
2
1
3
2cos
3
2sin
3
4cos
3
4sin
cossin,,2cossin
π
π
ππ
ππ
 （７．３．４１） 
 
( ) ( ) ( ) ( ) ( )
( ) ( )
0
3
2sin
3
4sinsincos
3
2sincos
3
4sincossincos,,0sincos
=
⎭⎬
⎫
⎩⎨
⎧ ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −+⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −+=
⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −+⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −+=
ππ
ππ
BBBA
BABABABAnf
 
  （７．３．４２） 
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( ) ( ) ( )
( ) ( ){ }
( )
( )
( )BA
BABA
BABA
BABA
BA
BA
BABAnf
+=
⎭⎬
⎫
⎩⎨
⎧ ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −−−++
⎭⎬
⎫
⎩⎨
⎧ ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −−−++
−−+=
⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −+
⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −+
=
sin
2
3
3
2sinsin
2
1
3
4sinsin
2
1
sinsin
2
1
3
2sin
3
4cos
3
4sin
3
2cos
sincos,,1sincos
π
π
ππ
ππ
 （７．３．４３） 
 
( ) ( ) ( )
( ) ( ){ }
( )
( )
( )BA
BABA
BABA
BABA
BA
BA
BABAnf
−−=
⎭⎬
⎫
⎩⎨
⎧ −−⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −++
⎭⎬
⎫
⎩⎨
⎧ −−⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −++
−−+=
⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −+
⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −+
=
sin
2
3
sin
3
4sin
2
1
sin
3
2sin
2
1
sinsin
2
1
3
2sin
3
2cos
3
4sin
3
4cos
sincos,,2sincos
π
π
ππ
ππ
 （７．３．４４） 
となる。 
 
(C) n=3,6,9,12,15,18...のとき、 
  （７．３．４５） mn 3=
と表すことができる。ただし、m は任意の整数である。これより、 
 
04
3
4
02
3
2
==
==
ππ
ππ
mn
mn
 （７．３．４６） 
となる。これを用いて、式（７．３．５～１６）を整理すると、 
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( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )
( ) ( )
( ) ( ){ }BABA
BA
BABABABAnf
−−+−=
=
++=
coscos
2
3
sinsin3
sinsinsinsinsinsin,,0sinsin
 （７．３．４７） 
 
( ) ( ) ( ) ( ) ( )
( ) ( )
0
sin
3
4sin
3
2sinsin
sin
3
4sinsin
3
2sinsinsin,,1sinsin
=
⎭⎬
⎫
⎩⎨
⎧ ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −+⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −+=
⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −+⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −+=
BAAA
BABABABAnf
ππ
ππ
 （７．３．４８） 
 
( ) ( ) ( ) ( ) ( )
( ) ( )
0
sin
3
2sin
3
4sinsin
sin
3
2sinsin
3
4sinsinsin,,2sinsin
=
⎭⎬
⎫
⎩⎨
⎧ ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −+⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −+=
⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −+⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −+=
BAAA
BABABABAnf
ππ
ππ
 （７．３．４９） 
 
( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )
( ) ( )
( ) ( ){ }BABA
BA
BABABABAnf
−++=
=
++=
coscos
2
3
coscos3
coscoscoscoscoscos,,0coscos
 （７．３．５０） 
 
( ) ( ) ( ) ( ) ( )
( ) ( )
0
cos
3
4cos
3
2coscos
cos
3
4coscos
3
2coscoscos,,1coscos
=
⎭⎬
⎫
⎩⎨
⎧ ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −+⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −+=
⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −+⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −+=
BAAA
BABABABAnf
ππ
ππ
 （７．３．５１） 
 
( ) ( ) ( ) ( ) ( )
( ) ( )
0
cos
3
2cos
3
4coscos
cos
3
2coscos
3
4coscoscos,,2coscos
=
⎭⎬
⎫
⎩⎨
⎧ ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −+⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −+=
⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −+⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −+=
BAAA
BABABABAnf
ππ
ππ
 （７．３．５２） 
 
( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )
( ) ( )
( ) ( ){ }BABA
BA
BABABABAnf
−++=
=
++=
sinsin
2
3
cossin3
cossincossincossin,,0cossin
 （７．３．５３） 
 
( ) ( ) ( ) ( ) ( )
( ) ( )
0
cos
3
4sin
3
2sinsin
cos
3
4sincos
3
2sincossin,,1cossin
=
⎭⎬
⎫
⎩⎨
⎧ ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −+⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −+=
⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −+⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −+=
BAAA
BABABABAnf
ππ
ππ
 （７．３．５４） 
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( ) ( ) ( ) ( ) ( )
( ) ( )
0
cos
3
2sin
3
4sinsin
cos
3
2sincos
3
4sincossin,,2cossin
=
⎭⎬
⎫
⎩⎨
⎧ ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −+⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −+=
⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −+⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −+=
BAAA
BABABABAnf
ππ
ππ
 （７．３．５５） 
 
( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )
( ) ( )
( ) ( ){ }BABA
BA
BABABABAnf
−−+=
=
++=
sinsin
2
3
sincos3
sincossincossincos,,0sincos
 （７．３．５６） 
 
( ) ( ) ( ) ( ) ( )
( ) ( )
0
sin
3
4cos
3
2coscos
sin
3
4cossin
3
2cossincos,,1sincos
=
⎭⎬
⎫
⎩⎨
⎧ ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −+⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −+=
⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −+⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −+=
BAAA
BABABABAnf
ππ
ππ
 （７．３．５７） 
 
( ) ( ) ( ) ( ) ( )
( ) ( )
0
sin
3
2cos
3
4coscos
sin
3
2cossin
3
4cossincos,,2sincos
=
⎭⎬
⎫
⎩⎨
⎧ ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −+⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −+=
⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −+⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −+=
BAAA
BABABABAnf
ππ
ππ
 （７．３．５８） 
となる。 
 
７．３．３ 関係式のまとめ 
式（７．３．１９～３０、３３～４４、４７～５８）をまとめると、三相交流の積の関係式は、 
(A) n=1,4,7,10,13,16...のとき、 
 ( ) ( ) ( ) ( ) 0,,,,,,,, 0sincos0cossin0coscos0sinsin ==== BAnfBAnfBAnfBAnf  （７．３．５９） 
 ( ) ( )BABAnf −= cos
2
3,,1sinsin  （７．３．６０） 
 ( ) ( )BABAnf +−= cos
2
3,,2sinsin  （７．３．６１） 
 ( ) ( )BABAnf −= cos
2
3,,1coscos  （７．３．６２） 
 ( ) ( )BABAnf += cos
2
3,,2coscos  （７．３．６３） 
 ( ) ( )BABAnf −= sin
2
3,,1cossin  （７．３．６４） 
 ( ) ( )BABAnf += sin
2
3,,2cossin  （７．３．６５） 
 ( ) ( )BABAnf −−= sin
2
3,,1sincos  （７．３．６６） 
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 ( ) ( )BABAnf += sin
2
3,,2sincos  （７．３．６７） 
(B) n=2,5,8,11,14,17... のとき、 
 ( ) ( ) ( ) ( ) 0,,,,,,,, 0sincos0cossin0coscos0sinsin ==== BAnfBAnfBAnfBAnf  （７．３．６８） 
 ( ) ( )BABAnf +−= cos
2
3,,1sinsin  （７．３．６９） 
 ( ) ( )BABAnf −= cos
2
3,,2sinsin  （７．３．７０） 
 ( ) ( )BABAnf += cos
2
3,,1coscos  （７．３．７１） 
 ( ) ( )BABAnf −= cos
2
3,,2coscos  （７．３．７２） 
 ( ) ( )BABAnf += sin
2
3,,1cossin  （７．３．７３） 
 ( ) ( )BABAnf −= sin
2
3,,2cossin  （７．３．７４） 
 ( ) ( )BABAnf += sin
2
3,,1sincos  （７．３．７５） 
 ( ) ( )BABAnf −−= sin
2
3,,2sincos  （７．３．７６） 
(C) n=3,6,9,12,15,18...のとき、 
 ( ) ( ) ({ }BABABAnf −−+−= coscos
2
3,,0sinsin )  （７．３．７７） 
 ( ) ( ) ({ }BABABAnf −++= coscos
2
3,,0coscos )  （７．３．７８） 
 ( ) ( ) ({ }BABABAnf −++= sinsin
2
3,,0cossin )  （７．３．７９） 
 ( ) ( ) ({ }BABABAnf −−+= sinsin
2
3,,0sincos )  （７．３．８０） 
 
( ) ( ) ( ) ( )
( ) ( ) ( ) ( ) 0,,,,,,,,
0,,,,,,,,
2sincos1sincos2cossin1cossin
2coscos1coscos2sinsin1sinsin
====
====
BAnfBAnfBAnfBAnf
BAnfBAnfBAnfBAnf
 （７．３．８１） 
となる。 
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７．４ ベッセル関数 
k次のベッセル関数Jk(x)は、 
 ( ) ( )∫ −= ππ 0 sincos1 dtnttxxJ n  （７．４．１） 
と定義され、 
  （７．４．２） ( ) ( ) (∑∞
=
− −=
1
12 12sin2sinsin
l
l lxJx θθ )
  （７．４．３） ( ) ( ) ( )∑∞
=
+=
1
20 2cos2sincos
l
l lxJxJx θθ
の公式を用いる。 
 
７．５ スイッチング関数の導出 
スイッチング関数SWは、図７．５．１のように変調波emと搬送波ecを比較して求められる。非同期ＰＷＭモ
ードも考慮すると、変調波の１周期内に含まれるパルスに繰り返し性がない。このため、変調波の角周波数
ωmを基準として、その倍調波をフーリエ変換する方法よりも、搬送波の角周波数ωcを基準にして、側帯波
の分布を考察する方が優れている[7.1]。 
 
em
ec
1
0
-1
1
0
ω ct
ω ctθ1 θ2
θ1 θ2 π-π
SW
π-π
 
図７．５．１ 変調波と搬送波とスイッチング関数の関係 
Fig.7.5.1   Relation with a modulator wave, a carrier wave, and a switching function 
 
変調波emと搬送波ecを比較して、スイッチング関数SWは、 
 のとき  （７．５．１） cm ee > 1=SW
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 のとき  （７．５．２） cm ee < 0=SW
となる。スイッチング関数のフーリエ展開の一般式は、 
 ( )∑∞
=
++=
1
0 sincos2
1
n
cncn tnbtnaaSW ωω  （７．５．３） 
となる。ただし、 
 
( )
( )L3,2,1,0
cos1
=
= ∫−
n
ttdnSWa ccn
π
π ωωπ  （７．５．４） 
 
( )
( )L3,2,1
sin1
=
= ∫−
n
ttdnSWb ccn
π
π ωωπ  （７．５．５） 
である。ここで、図７．５．１のように、スイッチング関数のオン・オフが切り替わるタイミングで、時刻θ1、θ2を取
ると、 
 ( )210 21 θθππ −+=a  （７．５．６） 
 
( )
( )L3,2,1
sinsin1 21
=
−=
n
nn
n
an θθπ  （７．５．７） 
 
( )
( )L3,2,1
coscos1 21
=
+−=
n
nn
n
bn θθπ  （７．５．８） 
となる。ここで、変調波emと搬送波ecを、 
 ( )φω += tae mm sin  （７．５．９） 
 
⎪⎩
⎪⎨
⎧
<≤−
<<−+
=
πωωπ
ωπωπ
tt
tt
e
cc
cc
c
021
021
 （７．５．１０） 
と定義する。変調波emと搬送波ecが等しいときが、時刻θ1、θ2となるので、これを求めると、 
  （７．５．１１） cm ee =
より、 
 ( ){ }1sin
21
−+= φωπθ ta m  （７．５．１２） 
 ( ){ }1sin
22
−+−= φωπθ ta m  （７．５．１３） 
となる。よって、これを、式（７．５．６～８）に用いると、 
 ( )φω ++= taa msin10  （７．５．１４） 
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( ){ }
( )L3,2,1
1sin
2
sin2
=
⎥⎦
⎤⎢⎣
⎡ −+=
n
tan
n
a mn φωππ  （７．５．１５） 
  （７．５．１６） 0=nb
となる。これを、式（７．５．３）に用いると、スイッチング関数は、 
 
( )
( ){ }∑∞
= ⎥⎦
⎤⎢⎣
⎡ −++
++=
1
cos1sin
2
sin2
sin
2
1
2
1
n
cm
m
tntan
n
taSW
ωφωππ
φω
 （７．５．１７） 
として表される。 
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７．６ 単相搬送波を用いた場合の高調波理論式の導出の詳細 
本項では、単相搬送波において、任意の相電流を仮定して、それにより生じる直流側電流高調波の周
波数と振幅を導出する。直流側電流は、スイッチング関数を用いることにより、 
 wwvvuudc iSWiSWiSWI ×+×+×=  （７．６．１） 
として表される。単相搬送波を用いた場合において、スイッチング関数SWu、SWv、SWwは、 
 
( )
( ){ } ( )
( )
( )δωπφωππ
πφω
δωπφωππ
πφω
δωφωππ
φω
+⎥⎦
⎤⎢⎣
⎡
⎭⎬
⎫
⎩⎨
⎧ −⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −++
⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −++=
+⎥⎦
⎤⎢⎣
⎡
⎭⎬
⎫
⎩⎨
⎧ −⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −++
⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −++=
+⎥⎦
⎤⎢⎣
⎡ −++
++=
∑
∑
∑
∞
=
∞
=
∞
=
tntan
n
taSW
tntan
n
taSW
tntan
n
taSW
c
n
m
mw
c
n
m
mv
c
n
m
mu
cos1
3
4sin
2
sin2
3
4sin
2
1
2
1
cos1
3
2sin
2
sin2
3
2sin
2
1
2
1
cos1sin
2
sin2
sin
2
1
2
1
1
1
1
 （７．６．２） 
として表される。 
 
ここで、式（７．６．３）のように、角周波数ωiの相電流iu、iv、iwを想定し、これに対する直流側電流を導出
する。 
 
( ){ }
( )
( ) ⎭⎬
⎫
⎩⎨
⎧ −−+=
⎭⎬
⎫
⎩⎨
⎧ −−+=
−+=
πψφω
πψφω
ψφω
3
4sin
3
2sin
sin
iiiwi
iiivi
iiiui
tIi
tIi
tIi
 （７．６．３） 
 Ii 相電流振幅 
 ωi 相電流角周波数 
 φ i 相電流初期位相 
 ψ 力率角 
式（７．６．３）の相電流により生じる直流側電流Idciは、式（７．６．１）より、 
 wiwvivuiudci iSWiSWiSWI ⋅+⋅+⋅=  （７．６．４） 
となる。さらに、直流側電流Idciのu相分Idcui、ｖ相分Idcvi、ｗ相分Idcwiを、 
  （７．６．５） 
wiwdcwi
vivdcvi
uiudcui
iSWI
iSWI
iSWI
×=
×=
×=
とおく。なお、数式表現の簡略化のため、以降では式（７．６．６）のように位相を置き換えて計算を行う。 
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 iiiccmm ttt φωθδωθφωθ +=+=+= ,,  （７．６．６） 
u相分の直流側電流Idcuiは、 
 
( ) ( )
{ } ( )
( ) ( )
( ) dcuihimi
iiimi
ic
n
mi
imiiidcui
iaI
IaI
nan
n
I
aIII
+−++
−++−=
−⎥⎦
⎤⎢⎣
⎡ −+
−+−=
∑∞
=
ψθθ
ψθψθθ
ψθθθππ
ψθθψθ
cos
4
sin
2
1cos
4
sincos1sin
2
sin2
sinsin
2
sin
2
1
1  （７．６．７） 
となる。ただし、u相分の直流側電流Idcuiの高調波成分をidcuihとする。同様に、v相分の直流側電流Idcviと、w
相分の直流側電流Idcwiは、 
 
( )
dcvihimi
iiimi
dcvihimi
iiimidcvi
iaI
IaI
iaI
IaII
+⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −−++
⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −−++−=
+⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −−+−+
⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −−+⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ ++−−=
ψπθθ
ψπθψθθ
ψπθπθ
ψπθψπθπθ
3
4cos
4
3
2sin
2
1cos
4
3
2
3
2cos
4
3
2sin
2
1
3
2
3
2cos
4
 （７．６．８） 
 
( )
dcwihimi
iiimi
dcwihimi
iiimidcwi
iaI
IaI
iaI
IaII
+⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −−++
⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −−++−=
+⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −−+−+
⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −−+⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ ++−−=
ψπθθ
ψπθψθθ
ψπθπθ
ψπθψπθπθ
3
2cos
4
3
4sin
2
1cos
4
3
4
3
4cos
4
3
4sin
2
1
3
4
3
4cos
4
 （７．６．９） 
となる。ただし、v相分の直流側電流Idcviの高調波成分をidcvih、w相分の直流側電流Idcwiの高調波成分を
idcwihとする。ここで、三相交流の基本関係式（式（７．２．１））より、三相分についてまとめると、直流側電流
Idciは、 
 ( ) dcwihdcvihdcuihimi
dcwidcvidcuidci
iiiaI
IIII
++++−=
++=
ψθθcos
4
3  （７．６．１０） 
となる。ここで、θm=θiのときに直流側電流Idciの直流成分が、 
 ( )ψθθ +− imi aI cos4
3
 （７．６．１１） 
となる。また、直流側電流の高調波成分idcihは、 
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  （７．６．１２） dcwihdcvihdcuihdcih iiii ++=
として表され、各相の高調波成分の和として考えられる。 
 
次に、u相分の直流側電流Idcuiの高調波成分idcuihは、 
 { } ( ψθθθππ −⎥⎦
⎤⎢⎣
⎡ −= ∑∞
=
ic
n
midcuih na
n
n
Ii sincos1sin
2
sin2
1
)  （７．６．１３） 
となる。これをベッセル関数の公式（式（７．４．２、３）参照）を用いて整理すると、 
 
( )
( )
( )ψθθπθππ
ψθθπθππ
ψθθπθππ
−⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛−
−⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛=
−⎥⎦
⎤⎢⎣
⎡ −=
∑
∑
∑
∞
=
∞
=
∞
=
ic
n
mi
ic
n
mi
ic
n
midcuih
nnna
n
I
nnna
n
I
nnna
n
Ii
sincos
2
sinsin
2
cos2
sincos
2
cossin
2
sin2
sincos
2
sin
2
sin2
1
1
1
 （７．６．１４） 
より、 
 
( ) ( )
( )
( )∑ ∑
∑
∑ ∑
∞
=
∞
=
∞
=
∞
=
∞
=
−
−⎥⎦
⎤⎢⎣
⎡ ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛−
−⎥⎦
⎤⎢⎣
⎡ ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛−
−⎥⎦
⎤⎢⎣
⎡ −⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛=
1 1
2
1
0
1 1
12
sincos
2
sin2cos
2
22
sincos
2
sin
2
2
sincos
2
cos12sin
2
22
n
ic
l
mli
n
ici
n
ic
l
mlidcuih
nnlanJ
n
I
nnanJ
n
I
nnlanJ
n
Ii
ψθθπθππ
ψθθπππ
ψθθπθππ
 （７．６．１５） 
となる。同様に、v相分の直流側電流Idcviの高調波成分idcvihと、w相分の直流側電流Idcwiの高調波成分idcwih
は、 
 
( )
∑ ∑
∑
∑ ∑
∞
=
∞
=
∞
=
∞
=
∞
=
−
⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −−⎥⎦
⎤⎢⎣
⎡
⎭⎬
⎫
⎩⎨
⎧ ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛−
⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −−⎥⎦
⎤⎢⎣
⎡ ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛−
⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −−⎥⎦
⎤⎢⎣
⎡
⎭⎬
⎫
⎩⎨
⎧ ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −−⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛=
1 1
2
1
0
1 1
12
3
2sincos
2
sin
3
22cos
2
22
3
2sincos
2
sin
2
2
3
2sincos
2
cos
3
212sin
2
22
n
ic
l
mli
n
ici
n
ic
l
mlidcvih
nnlanJ
n
I
nnanJ
n
I
nnlanJ
n
Ii
ψπθθππθππ
ψπθθπππ
ψπθθππθππ
 
  （７．６．１６） 
 
( )
∑ ∑
∑
∑ ∑
∞
=
∞
=
∞
=
∞
=
∞
=
−
⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −−⎥⎦
⎤⎢⎣
⎡
⎭⎬
⎫
⎩⎨
⎧ ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛−
⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −−⎥⎦
⎤⎢⎣
⎡ ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛−
⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −−⎥⎦
⎤⎢⎣
⎡
⎭⎬
⎫
⎩⎨
⎧ ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −−⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛=
1 1
2
1
0
1 1
12
3
4sincos
2
sin
3
42cos
2
22
3
2sincos
2
sin
2
2
3
4sincos
2
cos
3
412sin
2
22
n
ic
l
mli
n
ici
n
ic
l
mlidcwih
nnlanJ
n
I
nnanJ
n
I
nnlanJ
n
Ii
ψπθθππθππ
ψπθθπππ
ψπθθππθππ
 
  （７．６．１７） 
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となる。 
 
さらに、式（７．６．１２）より、三相分についてまとめて、直流側電流の高調波成分idcihを整理する。直流側
電流の高調波成分idcihは、nとlの値によって、0 となる周波数成分があるので場合分けして整理することを考
える。はじめに、nが奇数か偶数かで場合分けする。 
(i) n=1,3,5…のとき、 
 ( ) 211
2
sin,0
2
cos
+−== nnn ππ  （７．６．１８） 
より、 
 
( ) ( )
( ) ( )
( )
( )
( )
( )∑ ∑
∑
∑ ∑
∑
∑ ∑
∑
∞
=
∞
=
+
∞
=
+
∞
=
∞
=
+
∞
=
+
∞
=
∞
=
+
∞
=
+
⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −−⎥⎦
⎤⎢⎣
⎡
⎭⎬
⎫
⎩⎨
⎧ ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛−−
⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −−⎥⎦
⎤⎢⎣
⎡ ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛−−
⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −−⎥⎦
⎤⎢⎣
⎡
⎭⎬
⎫
⎩⎨
⎧ ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛−−
⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −−⎥⎦
⎤⎢⎣
⎡ ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛−−
−⎥⎦
⎤⎢⎣
⎡ ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛−−
−⎥⎦
⎤⎢⎣
⎡ ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛−−=
1 1
22
1
1
02
1
1 1
22
1
1
02
1
1 1
22
1
1
02
1
3
4sincos
3
42cos
2
221
3
2sincos
2
21
3
2sincos
3
22cos
2
221
3
2sincos
2
21
sincos2cos
2
221
sincos
2
21
n
ic
l
ml
n
i
n
ic
n
i
n
ic
l
ml
n
i
n
ic
n
i
n
ic
l
ml
n
i
n
ic
n
idcih
nlanJ
n
I
nanJ
n
I
nlanJ
n
I
nanJ
n
I
nlanJ
n
I
nanJ
n
Ii
ψπθθπθππ
ψπθθππ
ψπθθπθππ
ψπθθππ
ψθθθππ
ψθθππ
  
  （７．６．１９） 
となる。これを、三相交流の基本関係式（式（７．２．１）参照）の関係を用いて整理すると、 
 
( ) ( )
( ) ( )
( ) ( )∑ ∑
∑ ∑
∑ ∑
∞
=
∞
=
+
∞
=
∞
=
+
∞
=
∞
=
+
⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −−⎥⎦
⎤⎢⎣
⎡
⎭⎬
⎫
⎩⎨
⎧ −⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛−−
⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −−⎥⎦
⎤⎢⎣
⎡
⎭⎬
⎫
⎩⎨
⎧ −⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛−−
−⎥⎦
⎤⎢⎣
⎡ ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛−−=
1 1
22
1
1 1
22
1
1 1
22
1
3
4sincos
3
422cos
2
221
3
2sincos
3
222cos
2
221
sincos2cos
2
221
n
ic
l
ml
n
i
n
ic
l
ml
n
i
n
ic
l
ml
n
idcih
nllanJ
n
I
nllanJ
n
I
nlanJ
n
Ii
ψπθθπθππ
ψπθθπθππ
ψθθθππ
  
  （７．６．２０） 
となる。これを、三相交流の積の関係式（式（７．３．１～８）参照）を用いて置き換えると、 
 ( ) ( )∑ ∑∞
=
∞
=
+
⎥⎦
⎤⎢⎣
⎡ −⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛−−=
1 1
1cossin22
1
cos2,,2
2
221
n
c
l
mil
n
idcih nllf
anJ
n
Ii θθψθππ  （７．６．２１） 
となる。次に、l について場合分けする。 
(i-a) n=1,3,5... , l=1,4,7...のとき、 
 ( ) { }mimi lllf θψθθψθ 2sin2
32,,21cossin +−=−  （７．６．２２） 
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より、式（７．６．２１）は、三相交流の基本関係式（式（７．２．１）参照）の関係を用いて整理すると、 
 ( ) { }∑ ∑∞
=
∞
=
+
⎥⎦
⎤⎢⎣
⎡ −+⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛−−=
1 1
22
1
cos2sin
2
61
n
c
l
iml
n
idcih nl
anJ
n
Ii θψθθππ  （７．６．２３） 
となる。これを、三角関数の積・和の公式を用いて整理すると、 
 
( ) { }
( ) { }∑ ∑
∑ ∑
∞
=
∞
=
+
∞
=
∞
=
+
⎥⎦
⎤⎢⎣
⎡ −−+⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛−−
⎥⎦
⎤⎢⎣
⎡ +−+⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛−−=
1 1
22
1
1 1
22
1
2sin
2
31
2sin
2
31
n l
ciml
n
i
n l
ciml
n
idcih
nlanJ
n
I
nlanJ
n
Ii
θψθθππ
θψθθππ
 （７．６．２４） 
となる。 
(i-b) n=1,3,5... , l=2,5,8...のとき、 
 ( ) { }mimi lllf θψθθψθ 2sin2
32,,21cossin −−=−  （７．６．２５） 
より、式（７．６．２１）は、三相交流の基本関係式（式（７．２．１）参照）の関係を用いて整理すると、 
 ( ) { }∑ ∑∞
=
∞
=
+
⎥⎦
⎤⎢⎣
⎡ +−⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛−=
1 1
22
1
cos2sin
2
61
n
c
l
iml
n
idcih nl
anJ
n
Ii θψθθππ  （７．６．２６） 
となる。これを、三角関数の積・和の公式を用いて整理すると、 
 
( ) { }
( ) { }∑ ∑
∑ ∑
∞
=
∞
=
+
∞
=
∞
=
+
⎥⎦
⎤⎢⎣
⎡ −+−⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛−
⎥⎦
⎤⎢⎣
⎡ ++−⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛−=
1 1
22
1
1 1
22
1
2sin
2
31
2sin
2
31
n l
ciml
n
i
n l
ciml
n
idcih
nlanJ
n
I
nlanJ
n
Ii
θψθθππ
θψθθππ
 （７．６．２７） 
となる。 
(i-c) n=1,3,5... , l=3,6,9...のとき、 
 ( ) 02,,21cossin =− mi llf θψθ  （７．６．２８） 
より、式（７．６．２１）は、 
  （７．６．２９） 0=dcihi
となる。 
 
(ii) n=2,4,6…のとき、 
 ( )21
2
cos,0
2
sin
nnn −== ππ  （７．６．３０） 
より、 
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( ) ( ) ( )
( ) ( )
( ) ( )∑ ∑
∑ ∑
∑ ∑
∞
=
∞
=
−
∞
=
∞
=
−
∞
=
∞
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−
⎟⎠
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⎡
⎭⎬
⎫
⎩⎨
⎧ ⎟⎠
⎞⎜⎝
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⎟⎠
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⎤⎢⎣
⎡
⎭⎬
⎫
⎩⎨
⎧ ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −−⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛−+
−⎥⎦
⎤⎢⎣
⎡ −⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛−=
1 1
122
1 1
122
1 1
122
3
4sincos
3
412sin
2
221
3
2sincos
3
212sin
2
221
sincos12sin
2
221
n
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l
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n
i
n
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l
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n
i
n
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l
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n
idcih
nlanJ
n
I
nlanJ
n
I
nlanJ
n
Ii
ψπθθπθππ
ψπθθπθππ
ψθθθππ
 （７．６．３１） 
となる。これを、三相交流の積の関係式（式（７．３．１～８）参照）を用いて置き換えると、 
 ( ) ( )(∑ ∑∞
=
∞
=
+
⎥⎦
⎤⎢⎣
⎡ −−−⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛−=
1 1
1sinsin22
1
cos12,,12
2
221
n
c
l
mil
n
idcih nllf
anJ
n
Ii θθψθππ )   
  （７．６．３２） 
となる。次に、l について場合分けする。 
(ii-a) n=2,4,6... , l=1,4,7...のとき、 
 ( )( ) ( ){ }mimi lllf θψθθψθ 12cos2
312,,121sinsin −−−=−−−  （７．６．３３） 
より、式（７．６．３２）は、三相交流の基本関係式（式（７．２．１）参照）の関係を用いて整理すると、 
 ( ) ( ){ }∑ ∑∞
=
∞
=
− ⎥⎦
⎤⎢⎣
⎡ +−−⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛−=
1 1
122 cos12cos2
61
n
c
l
iml
n
idcih nl
anJ
n
Ii θψθθππ  （７．６．３４） 
となる。これを、三角関数の積・和の公式を用いて整理すると、 
 
( ) ( ){ }
( ) ( ){ }∑ ∑
∑ ∑
∞
=
∞
=
−
∞
=
∞
=
−
⎥⎦
⎤⎢⎣
⎡ ++−−⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛−+
⎥⎦
⎤⎢⎣
⎡ ++−−⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛−=
1 1
122
1 1
122
12cos
2
31
12cos
2
31
n l
ciml
n
i
n l
ciml
n
idcih
nlanJ
n
I
nlanJ
n
Ii
θψθθππ
θψθθππ
 （７．６．３５） 
となる。 
(ii-b) n=2,4,6... , l=2,5,8...のとき、 
 ( )( ) 012,,121sinsin =−−− mi llf θψθ  （７．６．３６） 
より、式（７．６．３２）は、 
  （７．６．３７） 0=dcihi
となる。 
(ii-c) n=2,4,6... , l=3,6,9...のとき、 
 ( )( ) ( ){ }mimi lllf θψθθψθ 12cos2
312,,121sinsin −+−−=−−−  （７．６．３８） 
より、式（７．６．３２）は、三相交流の基本関係式（式（７．２．１）参照）の関係を用いて整理すると、 
 ( ) ( ){ }∑ ∑∞
=
∞
=
− ⎥⎦
⎤⎢⎣
⎡ −+−⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛−−=
1 1
122 cos12cos2
61
n
c
l
iml
n
idcih nl
anJ
n
Ii θψθθππ  （７．６．３９） 
となる。これを、三角関数の積・和の公式を用いて整理すると、 
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( ) ( ){ }
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⎞⎜⎝
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2
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2
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n
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n
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nlanJ
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I
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n
Ii
θψθθππ
θψθθππ
 （７．６．４０） 
となる。 
 
さらに、式（７．６．２４、２７、２９、３５、３７、４０）を整理すると、 
(i-a) n=1,3,5... , l=1,4,7...のとき、 
 ( ) ( )[ ]∑ ∑∞
=
∞
=
+ ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛−=
1 1
122
1
,,
2
31
n l
ciml
n
idcih f
anJ
n
Ii θθθππ  （７．６．４１） 
ただし、 
 
( ) { } { }[ ]
{ } { }[ ] ψθθθθθθ
ψθθθθθθθθθ
sin2cos2cos
cos2sin2sin,,1
cimcim
cimcimcim
nlnl
nlnlf
−+++++
−++++−=
 （７．６．４２） 
(i-b) n=1,3,5... , l=2,5,8...のとき、 
 ( ) ( )[ ]∑ ∑∞
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∞
=
+ ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛−=
1 1
222
1
,,
2
31
n l
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n
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n
Ii θθθππ  （７．６．４３） 
ただし、 
 
( ) { } { }[ ]
{ } {[ ] ψθθθθθθ }
ψθθθθθθθθθ
sin2cos2cos
cos2sin2sin,,2
cimcim
cimcimcim
nlnl
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−−++−+
−−++−=
 （７．６．４４） 
(i-c) n=1,3,5... , l=3,6,9...のとき、 
  （７．６．４５） 0=dcihi
(ii-a) n=2,4,6... , l=1,4,7...のとき、 
 ( ) ( )[ ]∑ ∑∞
=
∞
=
− ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛−=
1 1
3122 ,,2
31
n l
ciml
n
idcih f
anJ
n
Ii θθθππ  （７．６．４６） 
ただし、 
 
( ) ( ){ } ( ){ }[ ]
( ){ } ( ){ }[ ] ψθθθθθθ
ψθθθθθθθθθ
sin12sin12sin
cos12cos12cos,,3
cimcim
cimcimcim
nlnl
nlnlf
−−−++−−−
−−−++−−=
 （７．６．４７） 
(ii-b) n=2,4,6... , l=2,5,8...のとき、 
  （７．６．４８） 0=dcihi
(ii-c) n=2,4,6... , l=3,6,9...のとき、 
 ( ) ( )[ ]∑ ∑∞
=
∞
=
− ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛−=
1 1
4122 ,,2
31
n l
ciml
n
idcih f
anJ
n
Ii θθθππ  （７．６．４９） 
ただし、 
 
( ) ( ){ } ( ){ }[ ]
( ){ } ( ){ }[ ] ψθθθθθθ
ψθθθθθθθθθ
sin12sin12sin
cos12cos12cos,,4
cimcim
cimcimcim
nlnl
nlnlf
−+−+++−−
−+−+++−−=
 （７．６．５０） 
式（７．６．４１～５０）を整理すると、式（７．６．３）の相電流により生じる直流側電流の高調波成分idcihの振幅
と周波数は、 
(o) fm=fiのとき、 
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 直流成分 ψcos
4
3 aIi  （７．６．５１） 
(i-a) n=1,3,5... , l=1,4,7...のとき、 
 [Hz]成分 ( imc flfnf +± 2 ) ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛
2
3
2
π
π
anJ
n
I li  （７．６．５２） 
(i-b) n=1,3,5... , l=2,5,8...のとき、 
 [Hz]成分 ( imc flfnf −± 2 ) ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛
2
3
2
π
π
anJ
n
I li  （７．６．５３） 
(ii-a) n=2,4,6... , l=1,4,7...のとき、 
 [Hz]成分 ( ){ }imc fflnf −−± 12 ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛
− 2
3
12
π
π
anJ
n
I li  （７．６．５４） 
(ii-b) n=2,4,6... , l=3,6,9...のとき、 
 [Hz]成分 ( ){ }imc fflnf +−± 12 ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛
− 2
3
12
π
π
anJ
n
I li  （７．６．５８） 
となる。 
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７．７ 三相搬送波を用いた場合の高調波理論式の導出の詳細 
本項では、三相搬送波において、任意の相電流を仮定して、それにより生じる直流側電流高調波の周
波数と振幅を導出する。直流側電流は、スイッチング関数を用いることにより、 
 wwvvuudc iSWiSWiSWI ×+×+×=  （７．７．１） 
として表される。三相搬送波を用いた場合において、スイッチング関数SWu、SWv、SWwは、 
 
( )
( ){ } ( )
⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −+⎥⎦
⎤⎢⎣
⎡
⎭⎬
⎫
⎩⎨
⎧ −⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −++
⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −++=
⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −+⎥⎦
⎤⎢⎣
⎡
⎭⎬
⎫
⎩⎨
⎧ −⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −++
⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −++=
+⎥⎦
⎤⎢⎣
⎡ −++
++=
∑
∑
∑
∞
=
∞
=
∞
=
πδωπφωππ
πφω
πδωπφωππ
πφω
δωφωππ
φω
3
4cos1
3
4sin
2
sin2
3
4sin
2
1
2
1
3
2cos1
3
2sin
2
sin2
3
2sin
2
1
2
1
cos1sin
2
sin2
sin
2
1
2
1
1
1
1
tntan
n
taSW
tntan
n
taSW
tntan
n
taSW
c
n
m
mw
c
n
m
mv
c
n
m
mu
 （７．７．２） 
として表される。 
 
ここで、式（７．７．３）のように、周波数ωiの相電流iu、iv、iwを想定し、これに対する直流側電流を導出す
る。 
 
( ){ }
( )
( ) ⎭⎬
⎫
⎩⎨
⎧ −−+=
⎭⎬
⎫
⎩⎨
⎧ −−+=
−+=
πψφω
πψφω
ψφω
3
4sin
3
2sin
sin
iiiwi
iiivi
iiiui
tIi
tIi
tIi
 （７．７．３） 
 Ii 相電流振幅 
 ωi 相電流周波数 
 φ i 相電流初期位相 
 ψ 力率角 
式（７．７．３）の相電流により生じる直流側電流Idciは、式（７．７．１）より、 
 wiwvivuiudci iSWiSWiSWI ⋅+⋅+⋅=  （７．７．４） 
となる。さらに、直流側電流Idciのu相分Idcui、ｖ相分Idcvi、ｗ相分Idcwiを、 
  （７．７．５） 
wiwdcwi
vivdcvi
uiudcui
iSWI
iSWI
iSWI
×=
×=
×=
とおく。なお、数式表現の簡略化のため、以降では式（７．７．６）のように位相を置き換えて計算を行う。 
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 iiiccmm ttt φωθδωθφωθ +=+=+= ,,  （７．７．６） 
u相分の直流側電流Idcuiは、 
 
( ) ( )
{ } ( )
( ) ( )
( ) dcuihimi
iiimi
ic
n
mi
imiiidcui
iaI
IaI
nan
n
I
aIII
+−++
−++−=
−⎥⎦
⎤⎢⎣
⎡ −+
−+−=
∑∞
=
ψθθ
ψθψθθ
ψθθθππ
ψθθψθ
cos
4
sin
2
1cos
4
sincos1sin
2
sin2
sinsin
2
sin
2
1
1  （７．７．７） 
となる。ただし、u相分の直流側電流Idcuiの高調波成分をidcuihとする。同様に、v相分の直流側電流Idcviと、w
相分の直流側電流Idcwiは、 
 
( )
dcvihimi
iiimi
dcvihimi
iiimidcvi
iaI
IaI
iaI
IaII
+⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −−++
⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −−++−=
+⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −−+−+
⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −−+⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ ++−−=
ψπθθ
ψπθψθθ
ψπθπθ
ψπθψπθπθ
3
4cos
4
3
2sin
2
1cos
4
3
2
3
2cos
4
3
2sin
2
1
3
2
3
2cos
4
 （７．７．８） 
 
( )
dcwihimi
iiimi
dcwihimi
iiimidcwi
iaI
IaI
iaI
IaII
+⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −−++
⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −−++−=
+⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −−+−+
⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −−+⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ ++−−=
ψπθθ
ψπθψθθ
ψπθπθ
ψπθψπθπθ
3
2cos
4
3
4sin
2
1cos
4
3
4
3
4cos
4
3
4sin
2
1
3
4
3
4cos
4
 （７．７．９） 
となる。ただし、v相分の直流側電流Idcviの高調波成分をidcvih、w相分の直流側電流Idcwiの高調波成分を
idcwihとする。ここで、三相交流の基本関係式（式（７．２．１））より、三相分についてまとめると、直流側電流
Idciは、 
 ( ) dcwihdcvihdcuihimi
dcwidcvidcuidci
iiiaI
IIII
++++−=
++=
ψθθcos
4
3  （７．７．１０） 
となる。ここで、θm=θiのときに直流側電流Idciの直流成分が、 
 ( )ψθθ +− imi aI cos4
3
 （７．７．１１） 
となる。また、直流側電流の高調波成分idcihは、 
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  （７．７．１２） dcwihdcvihdcuihdcih iiii ++=
として表され、各相の高調波成分の和として考えられる。 
 
次に、u相分の直流側電流Idcuiの高調波成分idcuihは、 
 { } ( ψθθθππ −⎥⎦
⎤⎢⎣
⎡ −= ∑∞
=
ic
n
midcuih na
n
n
Ii sincos1sin
2
sin2
1
)  （７．７．１３） 
となる。これをベッセル関数の公式（式（７．４．２、３）参照）を用いて整理すると、 
 
( )
( )
( )ψθθπθππ
ψθθπθππ
ψθθπθππ
−⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛−
−⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛=
−⎥⎦
⎤⎢⎣
⎡ −=
∑
∑
∑
∞
=
∞
=
∞
=
ic
n
mi
ic
n
mi
ic
n
midcuih
nnna
n
I
nnna
n
I
nnna
n
Ii
sincos
2
sinsin
2
cos2
sincos
2
cossin
2
sin2
sincos
2
sin
2
sin2
1
1
1
 （７．７．１４） 
より、 
 
( ) ( )
( )
( )∑ ∑
∑
∑ ∑
∞
=
∞
=
∞
=
∞
=
∞
=
−
−⎥⎦
⎤⎢⎣
⎡ ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛−
−⎥⎦
⎤⎢⎣
⎡ ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛−
−⎥⎦
⎤⎢⎣
⎡ −⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛=
1 1
2
1
0
1 1
12
sincos
2
sin2cos
2
22
sincos
2
sin
2
2
sincos
2
cos12sin
2
22
n
ic
l
mli
n
ici
n
ic
l
mlidcuih
nnlanJ
n
I
nnanJ
n
I
nnlanJ
n
Ii
ψθθπθππ
ψθθπππ
ψθθπθππ
 （７．７．１５） 
となる。同様に、v相分の直流側電流Idcviの高調波成分idcvihと、w相分の直流側電流Idcwiの高調波成分idcwih
は、 
 
( )
∑ ∑
∑
∑ ∑
∞
=
∞
=
∞
=
∞
=
∞
=
−
⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −−⎭⎬
⎫
⎩⎨
⎧ ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −⎥⎦
⎤⎢⎣
⎡
⎭⎬
⎫
⎩⎨
⎧ ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛−
⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −−⎭⎬
⎫
⎩⎨
⎧ ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −⎥⎦
⎤⎢⎣
⎡ ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛−
⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −−⎭⎬
⎫
⎩⎨
⎧ ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −⎥⎦
⎤⎢⎣
⎡
⎭⎬
⎫
⎩⎨
⎧ ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −−⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛=
1 1
2
1
0
1 1
12
3
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3
2cos
2
sin
3
22cos
2
22
3
2sin
3
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2
sin
2
2
3
2sin
3
2cos
2
cos
3
212sin
2
22
n
ic
l
mli
n
ici
n
ic
l
mlidcvih
nnlanJ
n
I
nnanJ
n
I
nnlanJ
n
Ii
ψπθπθππθππ
ψπθπθπππ
ψπθπθππθππ
 
  （７．７．１６） 
 
( )
∑ ∑
∑
∑ ∑
∞
=
∞
=
∞
=
∞
=
∞
=
−
⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −−⎭⎬
⎫
⎩⎨
⎧ ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −⎥⎦
⎤⎢⎣
⎡
⎭⎬
⎫
⎩⎨
⎧ ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛−
⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −−⎭⎬
⎫
⎩⎨
⎧ ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −⎥⎦
⎤⎢⎣
⎡ ⎟⎠
⎞⎜⎝
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⎟⎠
⎞⎜⎝
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⎫
⎩⎨
⎧ ⎟⎠
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⎞⎜⎝
⎛=
1 1
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3
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4cos
2
sin
3
42cos
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3
4sin
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2
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2
2
3
4sin
3
4cos
2
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I
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  （７．７．１７） 
となる。 
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さらに、式（７．７．１２）より、三相分についてまとめて、直流側電流の高調波成分idcihを整理する。直流側
電流の高調波成分idcihは、nとlの値によって、0 となる周波数成分があるので場合分けして整理することを考
える。はじめに、nが奇数か偶数かで場合分けする。 
(i) n=1,3,5…のとき、 
 ( ) 211
2
sin,0
2
cos
+−== nnn ππ  （７．７．１８） 
より、直流側電流の高調波成分idcihは、 
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∑ ∑
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∞
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  （７．７．１９） 
となる。ここで、数式表現の簡略化のため、ベッセル関数の 0 次成分と 2l次成分に分けて計算を行う。直流
側電流の高調波成分idcihのうち、ベッセル関数の 0 次成分に起因する成分をidcih0とし、ベッセル関数の 2l
次成分に起因する成分をidcih2lとする。すなわち、 
 
 （７．７．２０） ldcihdcihdcih iii 20 +=
ただし、 
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 （７．７．２１） 
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  （７．７．２２） 
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となる。式（７．７．２１）を、三相交流の積の関係式（式（７．３．１～８）参照）を用いて置き換えると、 
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⎡ ⎟⎠
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となる。また、式（７．７．２２）を、三角関数の積・和の公式（式（７．１．１）参照）を用いて整理すると、 
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  （７．７．２４） 
として表される。次に、l について場合分けする。 
(i-a) n=1,3,5... , l=1,4,7...のとき、 
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 （７．７．２５） 
より、式（７．７．２４）は、三相交流の基本関係式（式（７．２．１））を用いて整理すると、 
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  （７．７．２６） 
となる。これを、三相交流の積の関係式（式（７．３．１～８）参照）を用いて置き換えると、 
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 （７．７．２７） 
となる。さらに、n について場合分けする。 
(i-a-i) n=1,7,13... , l=1,4,7...のとき、 
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 （７．７．２８） 
より、式（７．７．２３）と（７．７．２７）の和は、三相交流の基本関係式（式（７．２．１）参照）の関係を用いて整理
すると、 
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 （７．７．２９） 
となる。 
(i-a-ii) n=3,9,15... , l=1,4,7...のとき、 
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  （７．７．３０） 
より、式（７．７．２３）と（７．７．２７）の和は、 
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となる。 
(i-a-iii) n=5,11,17... , l=1,4,7...のとき、 
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 （７．７．３２） 
より、式（７．７．２３）と（７．７．２７）の和は、三相交流の基本関係式（式（７．２．１）参照）の関係を用いて整理
すると、 
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 （７．７．３３） 
となる。 
 
(i-b) n=1,3,5... , l=2,5,8...のとき、 
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 （７．７．３４） 
より、式（７．７．２４）は、三相交流の基本関係式（式（７．２．１））を用いて整理すると、 
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  （７．７．３５） 
となる。これを、三相交流の積の関係式（式（７．３．１～８）参照）を用いて置き換えると、 
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となる。さらに、n について場合分けする。 
(i-b-i) n=1,7,13... , l=2,5,8...のとき、 
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 （７．７．３７） 
より、式（７．７．２３）と（７．７．３６）の和は、三相交流の基本関係式（式（７．２．１）参照）の関係を用いて整理
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 （７．７．３８） 
となる。 
(i-b-ii) n=3,9,15... , l=2,5,8...のとき、 
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より、式（７．７．２３）と（７．７．３６）の和は、 
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となる。 
(i-b-iii) n=5,11,17... , l=2,5,8...のとき、 
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 （７．７．４１） 
より、式（７．７．２３）と（７．７．３６）の和は、三相交流の基本関係式（式（７．２．１）参照）の関係を用いて整理
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 （７．７．４２） 
となる。 
 
(i-c) n=1,3,5... , l=3,6,9...のとき、 
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 （７．７．４３） 
より、式（７．７．２４）は、三相交流の基本関係式（式（７．２．１））を用いて整理すると、 
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3
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2
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2
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cos2sin
2
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2
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n
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l
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n
i
n
c
l
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n
i
n
c
l
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n
i
n
c
l
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n
i
n
c
l
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n
i
n
c
l
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n
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nnlanJ
n
I
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n
I
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n
I
nnlanJ
n
I
nlanJ
n
I
nlanJ
n
Ii
πθψπθθππ
πθψπθθππ
πθψπθθππ
πθψπθθππ
θψθθππ
θψθθππ
  
  （７．７．４４） 
となる。これを、三相交流の積の関係式（式（７．３．１～８）参照）を用いて置き換えると、 
 
( ) ( )
( ) ( )∑ ∑
∑ ∑
∞
=
∞
=
+
∞
=
∞
=
+
⎥⎦
⎤⎢⎣
⎡ +−⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛−−
⎥⎦
⎤⎢⎣
⎡ −+⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛−−=
1 1
2cossin22
1
1 1
1cossin22
1
2
,2,
2
21
,2,
2
21
n l
ciml
n
i
n l
ciml
n
ildcih
nlnfanJ
n
I
nlnfanJ
n
Ii
θψθθππ
θψθθππ
 （７．７．４５） 
となる。さらに、n について場合分けする。 
(i-c-i) n=1,7,13... , l=3,6,9...のとき、 
 
( ) { }
( ) { }
( ) { }cimcim
cimcim
cici
nlnlnf
nlnlnf
nnnf
θψθθθψθθ
θψθθθψθθ
θψθθψθ
++−=+−
−−+=−+
−−=−
2sin
2
3,2,
2sin
2
3,2,
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2
3,,
2cossin
1cossin
1cossin
 （７．７．４６） 
より、式（７．７．２３）と（７．７．４５）の和は、三相交流の基本関係式（式（７．２．１）参照）の関係を用いて整理
すると、 
 
( ) { }
( ) {
( )
}
{ }∑ ∑
∑ ∑
∑
∞
=
∞
=
+
∞
=
∞
=
+
∞
=
+
⎥⎦
⎤⎢⎣
⎡ ++−⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛−−
⎥⎦
⎤⎢⎣
⎡ −−+⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛−−
−−⎥⎦
⎤⎢⎣
⎡ ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛−−=
1 1
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1
1 1
22
1
1
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1
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2
31
2sin
2
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sin
2
31
n l
ciml
n
i
n l
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n
i
n
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n
idcih
nlanJ
n
I
nlanJ
n
I
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n
Ii
θψθθππ
θψθθππ
θψθππ
 （７．７．４７） 
となる。 
(i-c-ii) n=3,9,15... , l=3,6,9...のとき、 
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( )
( )
( ) 0,2,
0,2,
0,,
2cossin
1cossin
1cossin
=+−
=−+
=−
cim
cim
ci
nlnf
nlnf
nnf
θψθθ
θψθθ
θψθ
 （７．７．４８） 
より、式（７．７．２３）と（７．７．４５）の和は、 
  （７．７．４９） 0=dcihi
となる。 
(i-c-iii) n=5,11,17... , l=3,6,9...のとき、 
 
( ) { }
( ) { }
( ) { }cimcim
cimcim
cici
nlnlnf
nlnlnf
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θψθθθψθθ
θψθθθψθθ
θψθθψθ
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2
3,2,
2sin
2
3,2,
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2
3,,
2cossin
1cossin
1cossin
 （７．７．５０） 
より、式（７．７．２３）と（７．７．４５）の和は、三相交流の基本関係式（式（７．２．１）参照）の関係を用いて整理
すると、 
 
( ) { }
( ) {
( )
}
{ }∑ ∑
∑ ∑
∑
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=
∞
=
+
∞
=
∞
=
+
∞
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⎤⎢⎣
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⎥⎦
⎤⎢⎣
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⎤⎢⎣
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1
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θψθππ
 （７．７．５１） 
となる。 
 
(ii) n=2,4,6…のとき、 
 ( )21
2
cos,0
2
sin
nnn −== ππ  （７．７．５２） 
より、直流側電流の高調波成分idcihは、 
 
( ) ( ) ( )
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∑ ∑
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∞
=
−
∞
=
∞
=
−
∞
=
∞
=
−
⎟⎠
⎞⎜⎝
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⎫
⎩⎨
⎧ ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −⎥⎦
⎤⎢⎣
⎡
⎭⎬
⎫
⎩⎨
⎧ ⎟⎠
⎞⎜⎝
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⎞⎜⎝
⎛−+
⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −−⎭⎬
⎫
⎩⎨
⎧ ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −⎥⎦
⎤⎢⎣
⎡
⎭⎬
⎫
⎩⎨
⎧ ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −−⎟⎠
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⎞⎜⎝
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l
ml
n
idcih
nlanJ
n
I
nlanJ
n
I
nlanJ
n
Ii
ψπθπθπθππ
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ψθθθππ
 （７．７．５３） 
となる。これを、三角関数の積・和の公式（式（７．１．１）参照）を用いて整理すると、 
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  （７．７．５４） 
として表される。次に、l について場合分けする。 
(ii-a) n=2,4,6... , l=1,4,7...のとき、 
 
( ) ( ) ( )
( ) ( ) ( ){ }
( ) ( ) ( )
( ) ( ) ( ){ }ψθθψπθθ
ψπθθψπθθ
ψθθψπθθ
ψπθθψπθθ
+−−=⎭⎬
⎫
⎩⎨
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⎭⎬
⎫
⎩⎨
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3
42212cos
3
212cos
3
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3
22212cos
3
412cos
3
2212cos
 （７．７．５５） 
より、式（７．７．５４）は、三相交流の基本関係式（式（７．２．１）参照）の関係を用いて整理すると、 
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⎭⎬
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⎫
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⎭⎬
⎫
⎩⎨
⎧ −⎥⎦
⎤⎢⎣
⎡
⎭⎬
⎫
⎩⎨
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⎞⎜⎝
⎛−−
⎥⎦
⎤⎢⎣
⎡ −+−⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛−−=
1 1
122
1 1
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1 1
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1 1
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1 1
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1 1
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3
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2
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3
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2
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3
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3
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3
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I
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n
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n
I
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πθψθθππ
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  （７．７．５６） 
となる。これを、三相交流の積の関係式（式（７．３．１～８）参照）を用いて置き換えると、 
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( ) ( )( )
( ) ( )( )∑ ∑
∑ ∑
∞
=
∞
=
−
∞
=
∞
=
−
⎥⎦
⎤⎢⎣
⎡ +−−⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛−+
⎥⎦
⎤⎢⎣
⎡ −+−⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛−−=
1 1
0coscos122
1 1
2coscos122
,12,
2
21
,12,
2
21
n l
ciml
n
i
n l
ciml
n
idcih
nlnfanJ
n
I
nlnfanJ
n
Ii
θψθθππ
θψθθππ
 （７．７．５７） 
となる。さらに、n について場合分けする。 
(ii-a-i) n=2,8,14... , l=1,4,7...のとき、 
 
( )( ) ( ){ }
( )( ) 0,12,
12cos
2
3,12,
0coscos
2coscos
=+−−
−−+−=−+−
cim
cimcim
nlnf
nlnlnf
θψθθ
θψθθθψθθ
 （７．７．５８） 
より、式（７．７．５７）は、三相交流の基本関係式（式（７．２．１）参照）の関係を用いて整理すると、 
 ( ) ( ){ }∑ ∑∞
=
∞
=
− ⎥⎦
⎤⎢⎣
⎡ −−+−⎟⎠
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n
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n
Ii θψθθππ  （７．７．５９） 
となる。 
(ii-a-ii) n=4,10,16... , l=1,4,7...のとき、 
 
( )( ) ( ){ }
( )( ) 0,12,
12cos
2
3,12,
0coscos
2coscos
=+−−
+−+−=−+−
cim
cimcim
nlnf
nlnlnf
θψθθ
θψθθθψθθ
 （７．７．６０） 
より、式（７．７．５７）は、三相交流の基本関係式（式（７．２．１）参照）の関係を用いて整理すると、 
 ( ) ( ){ }∑ ∑∞
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Ii θψθθππ  （７．７．６１） 
となる。 
(ii-a-iii) n=6,12,18... , l=1,4,7...のとき、 
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cimcim
cim
nl
nlnlnf
nlnf
θψθθ
θψθθθψθθ
θψθθ
−+−−+
++−−=+−−
=−+−
12cos
2
3
12cos
2
3,12,
0,12,
0coscos
2coscos
 （７．７．６２） 
より、式（７．７．５７）は、 
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 （７．７．６３） 
となる。 
 
(ii-b) n=2,4,6... , l=2,5,8...のとき、 
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 （７．７．６４） 
より、式（７．７．５４）は、三相交流の基本関係式（式（７．２．１）参照）の関係を用いて整理すると、 
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  （７．７．６５） 
となる。これを、三角関数の積・和の公式（式（７．１．１）参照）を用いて整理すると、 
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I
nlnfanJ
n
Ii
θψθθππ
θψθθππ
 （７．７．６６） 
となる。さらに、n について場合分けする。 
(ii-b-i) n=2,8,14... , l=2,5,8.....のとき、 
 
( )( ) ( ){ }
( )( ) ( ){ }cimcim
cimcim
nlnlnf
nlnlnf
θψθθθψθθ
θψθθθψθθ
−+−−=+−−
+−+−=−+−
12cos
2
3,12,
12cos
2
3,12,
2coscos
1coscos
 （７．７．６７） 
より、式（７．７．６６）は、三相交流の基本関係式（式（７．２．１）参照）の関係を用いて整理すると、 
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( ) ( ){ }
( ) ( ){ }∑ ∑
∑ ∑
∞
=
∞
=
−
∞
=
∞
=
−
⎥⎦
⎤⎢⎣
⎡ −+−−⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛−+
⎥⎦
⎤⎢⎣
⎡ +−+−⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛−−=
1 1
122
1 1
122
12cos
2
31
12cos
2
31
n l
ciml
n
i
n l
ciml
n
idcih
nlanJ
n
I
nlanJ
n
Ii
θψθθππ
θψθθππ
 （７．７．６８） 
となる。 
(ii-b-ii) n=4,10,16... , l=2,5,8...のとき、 
 
( )( ) ( ){ }
( )( ) ( ){ }cimcim
cimcim
nlnlnf
nlnlnf
θψθθθψθθ
θψθθθψθθ
++−−=+−−
−−+−=−+−
12cos
2
3,12,
12cos
2
3,12,
2coscos
1coscos
 （７．７．６９） 
より、式（７．７．６６）は、三相交流の基本関係式（式（７．２．１）参照）の関係を用いて整理すると、 
 
( ) ( ){ }
( ) ( ){ }∑ ∑
∑ ∑
∞
=
∞
=
−
∞
=
∞
=
−
⎥⎦
⎤⎢⎣
⎡ ++−−⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛−+
⎥⎦
⎤⎢⎣
⎡ −−+−⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛−−=
1 1
122
1 1
122
12cos
2
31
12cos
2
31
n l
ciml
n
i
n l
ciml
n
idcih
nlanJ
n
I
nlanJ
n
Ii
θψθθππ
θψθθππ
 （７．７．７０） 
となる。 
(ii-b-iii) n=6,12,18... , l=2,5,8...のとき、 
 
( )( )
( )( ) 0,12,
0,12,
2coscos
1coscos
=+−−
=−+−
cim
cim
nlnf
nlnf
θψθθ
θψθθ
 （７．７．７１） 
より、式（７．７．６６）は、 
  （７．７．７２） 0=dcihi
となる。 
 
(ii-c) n=2,4,6... , l=3,6,9...のとき、 
 
( ) ( ) ( ){ }
( ) ( ) ( )
( ) ( ) ( ){ }
( ) ( ) ( ) ⎭⎬
⎫
⎩⎨
⎧ +−−−=⎭⎬
⎫
⎩⎨
⎧ +−−−−
−+−=⎭⎬
⎫
⎩⎨
⎧ −−+−
⎭⎬
⎫
⎩⎨
⎧ +−−−=⎭⎬
⎫
⎩⎨
⎧ +−−−−
−+−=⎭⎬
⎫
⎩⎨
⎧ −−+−
ψπθθψπθθ
ψθθψπθθ
ψπθθψπθθ
ψθθψπθθ
3
412cos
3
42212cos
12cos
3
4212cos
3
212cos
3
22212cos
12cos
3
2212cos
imim
imim
imim
imim
lll
lll
lll
lll
 （７．７．７３） 
より、式（７．７．５４）は、三相交流の基本関係式（式（７．２．１）参照）の関係を用いて整理すると、 
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( ) ( ){ }
( ) ( ){ }
( ) ( ){ }
( ) ( ){ }
( ) ( )
( ) ( )∑ ∑
∑ ∑
∑ ∑
∑ ∑
∑ ∑
∑ ∑
∞
=
∞
=
−
∞
=
∞
=
−
∞
=
∞
=
−
∞
=
∞
=
−
∞
=
∞
=
−
∞
=
∞
=
−
⎭⎬
⎫
⎩⎨
⎧ −⎥⎦
⎤⎢⎣
⎡
⎭⎬
⎫
⎩⎨
⎧ +−−−⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛−+
⎭⎬
⎫
⎩⎨
⎧ −⎥⎦
⎤⎢⎣
⎡
⎭⎬
⎫
⎩⎨
⎧ +−−−⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛−+
⎥⎦
⎤⎢⎣
⎡ +−−⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛−+
⎭⎬
⎫
⎩⎨
⎧ −⎥⎦
⎤⎢⎣
⎡ −+−⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛−−
⎭⎬
⎫
⎩⎨
⎧ −⎥⎦
⎤⎢⎣
⎡ −+−⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛−−
⎥⎦
⎤⎢⎣
⎡ −+−⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛−−=
1 1
122
1 1
122
1 1
122
1 1
122
1 1
122
1 1
122
3
4cos
3
412cos
2
21
3
2cos
3
212cos
2
21
cos12cos
2
21
3
4cos12cos
2
21
3
2cos12cos
2
21
cos12cos
2
21
n
c
l
iml
n
i
n
c
l
iml
n
i
n
c
l
iml
n
i
n
c
l
iml
n
i
n
c
l
iml
n
i
n
c
l
iml
n
idcih
nnlanJ
n
I
nnlanJ
n
I
nlanJ
n
I
nnlanJ
n
I
nnlanJ
n
I
nlanJ
n
Ii
πθψπθθππ
πθψπθθππ
θψθθππ
πθψθθππ
πθψθθππ
θψθθππ
  
  （７．７．７４） 
となる。これを、三相交流の積の関係式（式（７．３．１～８）参照）を用いて置き換えると、 
 
( ) ( )( )
( ) ( )( )∑ ∑
∑ ∑
∞
=
∞
=
−
∞
=
∞
=
−
⎥⎦
⎤⎢⎣
⎡ +−−⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛−+
⎥⎦
⎤⎢⎣
⎡ −+−⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛−−=
1 1
1coscos122
1 1
0coscos122
,12,
2
21
,12,
2
21
n l
ciml
n
i
n l
ciml
n
idcih
nlnfanJ
n
I
nlnfanJ
n
Ii
θψθθππ
θψθθππ
 （７．７．７５） 
となる。さらに、n について場合分けする。 
(ii-c-i) n=2,8,14... , l=3,6,9.....のとき、 
 
( )( )
( )( ) ( ){ }cimcim
cim
nlnlnf
nlnf
θψθθθψθθ
θψθθ
++−−=+−−
=−+−
12cos
2
3,12,
0,12,
1coscos
0coscos
 （７．７．７６） 
より、式（７．７．７５）は、三相交流の基本関係式（式（７．２．１）参照）の関係を用いて整理すると、 
 ( ) ( ){∑ ∑∞
=
∞
=
− ⎥⎦
⎤⎢⎣
⎡ ++−−⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛−=
1 1
122 12cos2
31
n l
ciml
n
idcih nl
anJ
n
Ii θψθθππ }  （７．７．７７） 
となる。 
(ii-c-ii) n=4,10,16... , l=3,6,9...のとき、 
 
( )( )
( )( ) ( ){ }cimcim
cim
nlnlnf
nlnf
θψθθθψθθ
θψθθ
−+−−=+−−
=−+−
12cos
2
3,12,
0,12,
1coscos
0coscos
 （７．７．７８） 
より、式（７．７．７５）は、三相交流の基本関係式（式（７．２．１）参照）の関係を用いて整理すると、 
 ( ) ( ){∑ ∑∞
=
∞
=
− ⎥⎦
⎤⎢⎣
⎡ −+−−⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛−=
1 1
122 12cos2
31
n l
ciml
n
idcih nl
anJ
n
Ii θψθθππ }  （７．７．７９） 
となる。 
(ii-c-iii) n=6,12,18... , l=3,6,9...のとき、 
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( )( ) ( ){ }
( ){ }
( )( ) 0,12,
12cos
2
3
12cos
2
3,12,
1coscos
0coscos
=+−−
−−+−+
+−+−=−+−
cim
cim
cimcim
nlnf
nl
nlnlnf
θψθθ
θψθθ
θψθθθψθθ
 （７．７．８０） 
より、式（７．７．７５）は、 
 
( ) ( ){ }
( ) ( ){ }∑ ∑
∑ ∑
∞
=
∞
=
−
∞
=
∞
=
−
⎥⎦
⎤⎢⎣
⎡ −−+−⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛−−
⎥⎦
⎤⎢⎣
⎡ +−+−⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛−−=
1 1
122
1 1
122
12cos
2
31
12cos
2
31
n l
ciml
n
i
n l
ciml
n
idcih
nlanJ
n
I
nlanJ
n
Ii
θψθθππ
θψθθππ
 （７．７．８１） 
となる。 
 
以上を整理すると 
(i-i) n=1,7,13...のとき、 
(i-i-a) n=1,7,13... , l=1,4,7...のとき、式（７．７．２９）より、 
 
( ) { }
( ) { }∑ ∑
∑
∞
=
∞
=
+
∞
=
+
⎥⎦
⎤⎢⎣
⎡ −+−⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛−−
−−⎥⎦
⎤⎢⎣
⎡ ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛−−=
1 1
22
1
1
02
1
2sin
2
31
sin
2
31
n l
ciml
n
i
n
ci
n
idcih
nlanJ
n
I
nanJ
n
Ii
θψθθππ
θψθππ
 （７．７．８２） 
(i-i-b) n=1,7,13... , l=2,5,8...のとき、式（７．７．３８）より、 
 
( ) { }
( ) { }∑ ∑
∑
∞
=
∞
=
+
∞
=
+
⎥⎦
⎤⎢⎣
⎡ +−+⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛−−
−−⎥⎦
⎤⎢⎣
⎡ ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛−−=
1 1
22
1
1
02
1
2sin
2
31
sin
2
31
n l
ciml
n
i
n
ci
n
idcih
nlanJ
n
I
nanJ
n
Ii
θψθθππ
θψθππ
 （７．７．８３） 
(i-i-c) n=1,7,13... , l=3,6,9...のとき、式（７．７．４７）より、 
 
( ) { }
( ) {
( )
}
{ }∑ ∑
∑ ∑
∑
∞
=
∞
=
+
∞
=
∞
=
+
∞
=
+
⎥⎦
⎤⎢⎣
⎡ ++−⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛−−
⎥⎦
⎤⎢⎣
⎡ −−+⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛−−
−−⎥⎦
⎤⎢⎣
⎡ ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛−−=
1 1
22
1
1 1
22
1
1
02
1
2sin
2
31
2sin
2
31
sin
2
31
n l
ciml
n
i
n l
ciml
n
i
n
ci
n
idcih
nlanJ
n
I
nlanJ
n
I
nanJ
n
Ii
θψθθππ
θψθθππ
θψθππ
 （７．７．８４） 
(i-ii) n=3,9,15...のとき、 
(i-ii-a) n=3,9,15... , l=1,4,7...のとき、式（７．７．３１）より、 
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( ) { }
( ) { }∑ ∑
∑ ∑
∞
=
∞
=
+
∞
=
∞
=
+
⎥⎦
⎤⎢⎣
⎡ −−+⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛−−
⎥⎦
⎤⎢⎣
⎡ +−+⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛−−=
1 1
22
1
1 1
22
1
2sin
2
31
2sin
2
31
n l
ciml
n
i
n l
ciml
n
idcih
nlanJ
n
I
nlanJ
n
Ii
θψθθππ
θψθθππ
 （７．７．８５） 
(i-ii-b) n=3,9,15... , l=2,5,8...のとき、式（７．７．４０）より、 
 
( ) { }
( ) { }∑ ∑
∑ ∑
∞
=
∞
=
+
∞
=
∞
=
+
⎥⎦
⎤⎢⎣
⎡ −+−⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛−−
⎥⎦
⎤⎢⎣
⎡ ++−⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛−−=
1 1
22
1
1 1
22
1
2sin
2
31
2sin
2
31
n l
ciml
n
i
n l
ciml
n
idcih
nlanJ
n
I
nlanJ
n
Ii
θψθθππ
θψθθππ
 （７．７．８６） 
(i-ii-c) n=3,9,15... , l=3,6,9...のとき、式（７．７．４９）より、 
  （７．７．８７） 0=dcihi
(i-iii) n=5,11,17...のとき、 
(i-iii-a) n=5,11,17... , l=1,4,7...のとき、式（７．７．３３）より、 
 
( ) { }
( ) { }∑ ∑
∑
∞
=
∞
=
+
∞
=
+
⎥⎦
⎤⎢⎣
⎡ ++−⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛−−
+−⎥⎦
⎤⎢⎣
⎡ ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛−−=
1 1
22
1
1
02
1
2sin
2
31
sin
2
31
n l
ciml
n
i
n
ci
n
idcih
nlanJ
n
I
nanJ
n
Ii
θψθθππ
θψθππ
 （７．７．８８） 
(i-iii-b) n=5,11,17... , l=2,5,8...のとき、式（７．７．４２）より、 
 
( ) { }
( ) { }∑ ∑
∑
∞
=
∞
=
+
∞
=
+
⎥⎦
⎤⎢⎣
⎡ −−+⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛−−
+−⎥⎦
⎤⎢⎣
⎡ ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛−−=
1 1
22
1
1
02
1
2sin
2
31
sin
2
31
n l
ciml
n
i
n
ci
n
idcih
nlanJ
n
I
nanJ
n
Ii
θψθθππ
θψθππ
 （７．７．８９） 
(i-iii-c) n=5,11,17... , l=3,6,9...のとき、式（７．７．５１）より、 
 
( ) { }
( ) {
( )
}
{ }∑ ∑
∑ ∑
∑
∞
=
∞
=
+
∞
=
∞
=
+
∞
=
+
⎥⎦
⎤⎢⎣
⎡ −+−⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛−−
⎥⎦
⎤⎢⎣
⎡ +−+⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛−−
+−⎥⎦
⎤⎢⎣
⎡ ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛−−=
1 1
22
1
1 1
22
1
1
02
1
2sin
2
31
2sin
2
31
sin
2
31
n l
ciml
n
i
n l
ciml
n
i
n
ci
n
idcih
nlanJ
n
I
nlanJ
n
I
nanJ
n
Ii
θψθθππ
θψθθππ
θψθππ
 （７．７．９０） 
(ii-i) n=2,8,14...のとき、 
(ii-i-a) n=2,8,14... , l=1,4,7...のとき、式（７．７．５９）より、 
 ( ) ( ){∑ ∑∞
=
∞
=
− ⎥⎦
⎤⎢⎣
⎡ −−+−⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛−−=
1 1
122 12cos2
31
n l
ciml
n
idcih nl
anJ
n
Ii θψθθππ }  （７．７．９１） 
(ii-i-b) n=2,8,14... , l=2,5,8.....のとき、式（７．７．６８）より、 
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( ) ( ){ }
( ) ( ){ }∑ ∑
∑ ∑
∞
=
∞
=
−
∞
=
∞
=
−
⎥⎦
⎤⎢⎣
⎡ −+−−⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛−+
⎥⎦
⎤⎢⎣
⎡ +−+−⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛−−=
1 1
122
1 1
122
12cos
2
31
12cos
2
31
n l
ciml
n
i
n l
ciml
n
idcih
nlanJ
n
I
nlanJ
n
Ii
θψθθππ
θψθθππ
 （７．７．９２） 
(ii-i-c) n=2,8,14... , l=3,6,9.....のとき、式（７．７．７７）より、 
 ( ) ( ){∑ ∑∞
=
∞
=
− ⎥⎦
⎤⎢⎣
⎡ ++−−⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛−=
1 1
122 12cos2
31
n l
ciml
n
idcih nl
anJ
n
Ii θψθθππ }  （７．７．９３） 
(ii-ii) n=4,10,16...のとき、 
(ii-ii-a) n=4,10,16... , l=1,4,7...のとき、式（７．７．６１）より、 
 ( ) ( ){ }∑ ∑∞
=
∞
=
− ⎥⎦
⎤⎢⎣
⎡ +−+−⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛−−=
1 1
122 12cos2
31
n l
ciml
n
idcih nl
anJ
n
Ii θψθθππ  （７．７．９４） 
(ii-ii-b) n=4,10,16... , l=2,5,8...のとき、式（７．７．７０）より、 
 
( ) ( ){ }
( ) ( ){ }∑ ∑
∑ ∑
∞
=
∞
=
−
∞
=
∞
=
−
⎥⎦
⎤⎢⎣
⎡ ++−−⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛−+
⎥⎦
⎤⎢⎣
⎡ −−+−⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛−−=
1 1
122
1 1
122
12cos
2
31
12cos
2
31
n l
ciml
n
i
n l
ciml
n
idcih
nlanJ
n
I
nlanJ
n
Ii
θψθθππ
θψθθππ
 （７．７．９５） 
(ii-ii-c) n=4,10,16... , l=3,6,9...のとき、式（７．７．７９）より、 
 ( ) ( ){∑ ∑∞
=
∞
=
− ⎥⎦
⎤⎢⎣
⎡ −+−−⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛−=
1 1
122 12cos2
31
n l
ciml
n
idcih nl
anJ
n
Ii θψθθππ }  （７．７．９６） 
(ii-iii) n=6,12,18...のとき、 
(ii-iii-a) n=6,12,18... , l=1,4,7...のとき、式（７．７．６３）より、 
 
( ) ( ){ }
( ) ( ){ }∑ ∑
∑ ∑
∞
=
∞
=
−
∞
=
∞
=
−
⎥⎦
⎤⎢⎣
⎡ −+−−⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛−+
⎥⎦
⎤⎢⎣
⎡ ++−−⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛−=
1 1
122
1 1
122
12cos
2
21
12cos
2
21
n l
ciml
n
i
n l
ciml
n
idcih
nlanJ
n
I
nlanJ
n
Ii
θψθθππ
θψθθππ
 （７．７．９７） 
(ii-iii-b) n=6,12,18... , l=2,5,8...のとき、式（７．７．７２）より、 
  （７．７．９８） 0=dcihi
(ii-iii-c) n=6,12,18... , l=3,6,9...のとき、式（７．７．８１）より、 
 
( ) ( ){ }
( ) ( ){ }∑ ∑
∑ ∑
∞
=
∞
=
−
∞
=
∞
=
−
⎥⎦
⎤⎢⎣
⎡ −−+−⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛−−
⎥⎦
⎤⎢⎣
⎡ +−+−⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛−−=
1 1
122
1 1
122
12cos
2
31
12cos
2
31
n l
ciml
n
i
n l
ciml
n
idcih
nlanJ
n
I
nlanJ
n
Ii
θψθθππ
θψθθππ
 （７．７．９９） 
 
さらに、式（７．７．８２～９９）を整理すると、 
(i-i) n=1,7,13...のとき、 
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(i-i-a) n=1,7,13... , l=1,4,7...のとき、 
 
( ) ( )
( ) ( )∑ ∑
∑
∞
=
∞
=
+
∞
=
+
⎥⎦
⎤⎢⎣
⎡ ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛−−
⎥⎦
⎤⎢⎣
⎡ ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛−−=
1 1
322
1
1
102
1
,,
2
31
,,
2
31
n l
ciml
n
i
n
cim
n
idcih
fanJ
n
I
fanJ
n
Ii
θθθππ
θθθππ
 （７．７．１００） 
(i-i-b) n=1,7,13... , l=2,5,8...のとき、 
 
( ) ( )
( ) ( )∑ ∑
∑
∞
=
∞
=
+
∞
=
+
⎥⎦
⎤⎢⎣
⎡ ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛−−
⎥⎦
⎤⎢⎣
⎡ ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛−−=
1 1
422
1
1
102
1
,,
2
31
,,
2
31
n l
ciml
n
i
n
cim
n
idcih
fanJ
n
I
fanJ
n
Ii
θθθππ
θθθππ
 （７．７．１０１） 
(i-i-c) n=1,7,13... , l=3,6,9...のとき、 
 
( ) ( )
( ) ( )
( ) ( )∑ ∑
∑ ∑
∑
∞
=
∞
=
+
∞
=
∞
=
+
∞
=
+
⎥⎦
⎤⎢⎣
⎡ ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛−−
⎥⎦
⎤⎢⎣
⎡ ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛−−
⎥⎦
⎤⎢⎣
⎡ ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛−−=
1 1
622
1
1 1
522
1
1
102
1
,,
2
31
,,
2
31
,,
2
31
n l
ciml
n
i
n l
ciml
n
i
n
cim
n
idcih
fanJ
n
I
fanJ
n
I
fanJ
n
Ii
θθθππ
θθθππ
θθθππ
 （７．７．１０２） 
(i-ii) n=3,9,15...のとき、 
(i-ii-a) n=3,9,15... , l=1,4,7...のとき、 
 ( ) ( )∑ ∑∞
=
∞
=
+
⎥⎦
⎤⎢⎣
⎡ ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛−−=
1 1
722
1
,,
2
31
n l
ciml
n
idcih f
anJ
n
Ii θθθππ  （７．７．１０３） 
(i-ii-b) n=3,9,15... , l=2,5,8...のとき、 
 ( ) ( )∑ ∑∞
=
∞
=
+
⎥⎦
⎤⎢⎣
⎡ ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛−−=
1 1
822
1
,,
2
31
n l
ciml
n
idcih f
anJ
n
Ii θθθππ  （７．７．１０４） 
(i-ii-c) n=3,9,15... , l=3,6,9...のとき、式（７．７．４９）より、 
  （７．７．１０５） 0=dcihi
(i-iii) n=5,11,17...のとき、 
(i-iii-a) n=5,11,17... , l=1,4,7...のとき、 
 
( ) ( )
( ) ( )∑ ∑
∑
∞
=
∞
=
+
∞
=
+
⎥⎦
⎤⎢⎣
⎡ ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛−−
⎥⎦
⎤⎢⎣
⎡ ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛−−=
1 1
622
1
1
202
1
,,
2
31
,,
2
31
n l
ciml
n
i
n
cim
n
idcih
fanJ
n
I
fanJ
n
Ii
θθθππ
θθθππ
 （７．７．１０６） 
(i-iii-b) n=5,11,17... , l=2,5,8...のとき、 
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( ) ( )
( ) ( )∑ ∑
∑
∞
=
∞
=
+
∞
=
+
⎥⎦
⎤⎢⎣
⎡ ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛−−
⎥⎦
⎤⎢⎣
⎡ ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛−−=
1 1
522
1
1
202
1
,,
2
31
,,
2
31
n l
ciml
n
i
n
cim
n
idcih
fanJ
n
I
fanJ
n
Ii
θθθππ
θθθππ
 （７．７．１０７） 
(i-iii -c) n=5,11,17... , l=3,6,9...のとき、 
 
( ) ( )
( ) ( )
( ) ( )∑ ∑
∑ ∑
∑
∞
=
∞
=
+
∞
=
∞
=
+
∞
=
+
⎥⎦
⎤⎢⎣
⎡ ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛−−
⎥⎦
⎤⎢⎣
⎡ ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛−−
⎥⎦
⎤⎢⎣
⎡ ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛−−=
1 1
322
1
1 1
422
1
1
202
1
,,
2
31
,,
2
31
,,
2
31
n l
ciml
n
i
n l
ciml
n
i
n
cim
n
idcih
fanJ
n
I
fanJ
n
I
fanJ
n
Ii
θθθππ
θθθππ
θθθππ
 （７．７．１０８） 
ただし、 
 
( ) { } { }
( ) { } { }
( ) { } { }
( ) { } { }
( ) { } { }
( ) { } { }
( ) { } { }[ ]
{ } { }[ ]
( ) { }[ ] { }
{ } { }[ ] ψθθθθθθ
ψθθθθθθθθθ
ψθθθθθθ
ψθθθθθθθθθ
ψθθθψθθθθθθ
ψθθθψθθθθθθ
ψθθθψθθθθθθ
ψθθθψθθθθθθ
ψθθψθθθθθ
ψθθψθθθθθ
sin2cos2cos
cos2sin2sin,,
sin2cos2cos
cos2sin2sin,,
sin2coscos2sin,,
sin2coscos2sin,,
sin2coscos2sin,,
sin2coscos2sin,,
sincoscossin,,
sincoscossin,,
8
7
6
5
4
3
2
1
cimcim
cimcimcim
cimcim
cimcimcim
cimcimcim
cimcimcim
cimcimcim
cimcimcim
cicicim
cicicim
nlnl
nlnlf
nlnl
nlnlf
nlnlf
nlnlf
nlnlf
nlnlf
nnf
nnf
−−++−+
−−++−=
−++++−
−++++=
+−−+−=
−++−+=
++−++=
−−+−−=
+−+=
−−−=
 （７．７．１０９） 
(ii-i) n=2,8,14...のとき、 
(ii-i-a) n=2,8,14... , l=1,4,7...のとき、 
 ( ) ( )∑ ∑∞
=
∞
=
− ⎥⎦
⎤⎢⎣
⎡ ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛−−=
1 1
9122 ,,2
31
n l
ciml
n
idcih f
anJ
n
Ii θθθππ  （７．７．１１０） 
(ii-i-b) n=2,8,14... , l=2,5,8.....のとき、 
 
( ) ( )
( ) ( )∑ ∑
∑ ∑
∞
=
∞
=
−
∞
=
∞
=
−
⎥⎦
⎤⎢⎣
⎡ ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛−+
⎥⎦
⎤⎢⎣
⎡ ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛−−=
1 1
11122
1 1
10122
,,
2
31
,,
2
31
n l
ciml
n
i
n l
ciml
n
idcih
fanJ
n
I
fanJ
n
Ii
θθθππ
θθθππ
 （７．７．１１１） 
(ii-i-c) n=2,8,14... , l=3,6,9.....のとき、 
 ( ) ( )∑ ∑∞
=
∞
=
− ⎥⎦
⎤⎢⎣
⎡ ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛−=
1 1
12122 ,,2
31
n l
ciml
n
idcih f
anJ
n
Ii θθθππ  （７．７．１１２） 
(ii-ii) n=4,10,16...のとき、 
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(ii-ii-a) n=4,10,16... , l=1,4,7...のとき、 
 ( ) ( )∑ ∑∞
=
∞
=
− ⎥⎦
⎤⎢⎣
⎡ ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛−−=
1 1
10122 ,,2
31
n l
ciml
n
idcih f
anJ
n
Ii θθθππ  （７．７．１１３） 
(ii-ii-b) n=4,10,16... , l=2,5,8...のとき、 
 
( ) ( )
( ) ( )∑ ∑
∑ ∑
∞
=
∞
=
−
∞
=
∞
=
−
⎥⎦
⎤⎢⎣
⎡ ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛−+
⎥⎦
⎤⎢⎣
⎡ ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛−−=
1 1
12122
1 1
9122
,,
2
31
,,
2
31
n l
ciml
n
i
n l
ciml
n
idcih
fanJ
n
I
fanJ
n
Ii
θθθππ
θθθππ
 （７．７．１１４） 
(ii-ii-c) n=4,10,16... , l=3,6,9...のとき、 
 ( ) ( )∑ ∑∞
=
∞
=
− ⎥⎦
⎤⎢⎣
⎡ ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛−=
1 1
11122 ,,2
31
n l
ciml
n
idcih f
anJ
n
Ii θθθππ  （７．７．１１５） 
(ii-iii) n=6,12,18...のとき、 
(ii-iii-a) n=6,12,18... , l=1,4,7...のとき、 
 ( ) ( )∑ ∑∞
=
∞
=
− ⎥⎦
⎤⎢⎣
⎡ ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛−=
1 1
13122 ,,2
21
n l
ciml
n
idcih f
anJ
n
Ii θθθππ  （７．７．１１６） 
(ii-iii-b) n=6,12,18... , l=2,5,8...のとき、 
  （７．７．１１７） 0=dcihi
(ii-iii-c) n=6,12,18... , l=3,6,9...のとき、 
 ( ) ( )∑ ∑∞
=
∞
=
− ⎥⎦
⎤⎢⎣
⎡ ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛−−=
1 1
14122 ,,2
31
n l
ciml
n
idcih f
anJ
n
Ii θθθππ  （７．７．１１８） 
ただし、 
 
( ) ( ){ } ( ){ }
( ) ( ){ } ( ){ }
( ) ( ){ } ( ){ }
( ) ( ){ } ( ){ }
( ) ( ){ } ( ){ }[ ]
( ){ } ( ){ }[ ]
( ) ( ){ } ( ){ }[ ]
( ){ } ( ){ }[ ] ψθθθθθθ
ψθθθθθθθθθ
ψθθθθθθ
ψθθθθθθθθθ
ψθθθψθθθθθθ
ψθθθψθθθθθθ
ψθθθψθθθθθθ
ψθθθψθθθθθθ
sin12sin12sin
cos12cos12cos,,
sin12sin12sin
cos12cos12cos,,
sin12sincos12cos,,
sin12sincos12cos,,
sin12sincos12cos,,
sin12sincos12cos,,
14
13
12
11
10
9
cimcim
cimcimcim
cimcim
cimcimcim
cimcimcim
cimcimcim
cimcimcim
cimcimcim
nlnl
nlnlf
nlnl
nlnlf
nlnlf
nlnlf
nlnlf
nlnlf
−+−+++−+
−+−+++−=
−−−++−−−
−−−++−−=
+−−−+−−=
−−−−−−−=
++−+++−=
−+−+−+−=
  
  （７．７．１１９） 
式（７．７．１００～１１８）を整理すると、式（７．７．３）の相電流により生じる直流側電流の高調波成分idcihの振
幅と周波数は、  
(o) fm=fiのとき、 
 直流成分 ψcos
4
3 aIi  （７．７．１２０） 
(i-i) n=1,7,13...のとき、 
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 [Hz]成分 ic fnf − ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛
2
3
0
π
π
anJ
n
Ii  （７．７．１２１） 
(i-i-a) n=1,7,13... , l=1,4,7...のとき、 
 [Hz]成分 imc flfnf +− 2 ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛
2
3
2
π
π
anJ
n
I li  （７．７．１２３） 
(i-i-b) n=1,7,13... , l=2,5,8...のとき、 
 [Hz]成分 imc flfnf ++ 2 ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛
2
3
2
π
π
anJ
n
I li  （７．７．１２４） 
(i-i-c) n=1,7,13... , l=3,6,9...のとき、 
 [Hz]成分 imc flfnf −± 2 ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛
2
3
2
π
π
anJ
n
I li  （７．７．１２５） 
(i-ii-a) n=3,9,15... , l=1,4,7...のとき、 
 [Hz]成分 ( imc flfnf +± 2 ) ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛
2
3
2
π
π
anJ
n
I li  （７．７．１２６） 
(i-ii-b) n=3,9,15... , l=2,5,8...のとき、 
 [Hz]成分 ( imc flfnf −± 2 ) ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛
2
3
2
π
π
anJ
n
I li  （７．７．１２７） 
(i-iii) n=5,11,17...のとき、 
 [Hz]成分 ic fnf + ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛
2
3
0
π
π
anJ
n
Ii  （７．７．１２８） 
(i-iii-a) n=5,11,17... , l=1,4,7...のとき、 
 [Hz]成分 imc flfnf −+ 2 ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛
2
3
2
π
π
anJ
n
I li  （７．７．１２９） 
(i-iii-b) n=5,11,17... , l=2,5,8...のとき、 
 [Hz]成分 imc flfnf −− 2 ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛
2
3
2
π
π
anJ
n
I li  （７．７．１３０） 
(i-iii-c) n=5,11,17... , l=3,6,9...のとき、 
 [Hz]成分 imc flfnf +± 2 ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛
2
3
2
π
π
anJ
n
I li  （７．７．１３１） 
(ii-i-a) n=2,8,14... , l=1,4,7...のとき、 
 [Hz]成分 ( ) imc fflnf −−− 12 ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛
− 2
3
12
π
π
anJ
n
I li  （７．７．１３２） 
(ii-i-b) n=2,8,14... , l=2,5,8.....のとき、 
 [Hz]成分 ( ) imc fflnf +−± 12 ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛
− 2
3
12
π
π
anJ
n
I li  （７．７．１３３） 
(ii-i-c) n=2,8,14... , l=3,6,9.....のとき、 
 [Hz]成分 ( ) imc fflnf −−+ 12 ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛
− 2
3
12
π
π
anJ
n
I li  （７．７．１３４） 
(ii-ii-a) n=4,10,16... , l=1,4,7...のとき、 
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 [Hz]成分 ( ) imc fflnf +−+ 12 ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛
− 2
3
12
π
π
anJ
n
I li  （７．７．１３５） 
(ii-ii-b) n=4,10,16... , l=2,5,8...のとき、 
 [Hz]成分 ( ) imc fflnf −−± 12 ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛
− 2
3
12
π
π
anJ
n
I li  （７．７．１３６） 
(ii-ii-c) n=4,10,16... , l=3,6,9...のとき、 
 [Hz]成分 ( ) imc fflnf +−− 12 ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛
− 2
3
12
π
π
anJ
n
I li  （７．７．１３７） 
(ii-iii-a) n=6,12,18... , l=1,4,7...のとき、 
 [Hz]成分 ( ){ }imc fflnf −−± 12 ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛
− 2
3
12
π
π
anJ
n
I li  （７．７．１３８） 
(ii-iii-c) n=6,12,18... , l=3,6,9...のとき、 
 [Hz]成分 ( ){ }imc fflnf +−± 12 ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛
− 2
3
12
π
π
anJ
n
I li  （７．７．１３９） 
となる。 
 
７．８ 位相差運転を用いた場合の直流側電流高調波の導出 
本項では、ＰＷＭ搬送波の位相差運転を用いた場合の直流側電流高調波について、単相搬送波を対
象に位相差運転の低減率を導出する。なお、三相搬送波を用いた場合においても、同様の低減率が導出
できる。 
 
位相差運転を適用する場合、k番目のインバータの搬送波θc(k)を、 
 ( ) dcc kk θθθ −= '  （７．８．１） 
 θc' 基準搬送波 
 θd 位相差角度 
と設定する。 
 
単相搬送波における直流側電流高調波の理論式である式（７．６．４１～５０）に対して、K台のインバータ
全体から生じる直流側電流高調波idcih(K)は、式（７．８．１）を適用し、K台の和を取ることで、 
(i-a) n=1,3,5... , l=1,4,7...のとき、 
 ( ) ( ) ( )( )∑ ∑ ∑∞
=
∞
=
−
=
+
⎥⎦
⎤⎢⎣
⎡⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛−=
1 1
1
0
122
1
,,
2
31
n l
K
k
ciml
n
idcih kf
anJ
n
IKi θθθππ  （７．８．２） 
ただし、 
 
( )( ) ( ){ } ( ){ }[ ]
( ){ } ({ }[ ] ψθθθθθθθθ )
ψθθθθθθθθθθθ
sin'2cos'2cos
cos'2sin'2sin,,1
dcimdcim
dcimdcimcim
knlknl
knlknlkf
−−++−+++
−−++−++−=
 
  （７．８．３） 
(i-b) n=1,3,5... , l=2,5,8...のとき、 
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 ( ) ( ) ( )( )∑ ∑ ∑∞
=
∞
=
−
=
+
⎥⎦
⎤⎢⎣
⎡⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛−=
1 1
1
0
222
1
,,
2
31
n l
K
k
ciml
n
idcih kf
anJ
n
IKi θθθππ  （７．８．４） 
ただし、 
 
( ) { } { }[ ]
{ } {[ ] ψθθθθθθ }
ψθθθθθθθθθ
sin2cos2cos
cos2sin2sin,,2
cimcim
cimcimcim
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(i-c) n=1,3,5... , l=3,6,9...のとき、 
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として表される。 
 
本項では、n=1,3,5... , l=1,4,7...のときについて、K台のインバータ全体から生じる直流側電流高調波
idcih(K)を導出する。式（７．８．２）は、 
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として表される。ここで、式（７．２．２）の三角級数の定理を用いると、 
 0
2
sin ≠dnθ  （７．８．１４） 
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のとき、 
 
( )( )
ψθθθθθ
θ
ψθθθθθ
θ
ψθθθθθ
θ
ψθθθθθ
θ
θθθ
sin
2
1'2cos
2
sin
2
sin
sin
2
1'2cos
2
sin
2
sin
cos
2
1'2sin
2
sin
2
sin
cos
2
1'2sin
2
sin
2
sin
,,
1
0
1
⎭⎬
⎫
⎩⎨
⎧ ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −−−++
⎭⎬
⎫
⎩⎨
⎧ ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −−+++
⎭⎬
⎫
⎩⎨
⎧ ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −−−+−
⎟⎟⎠
⎞⎜⎜⎝
⎛ ⎟⎠
⎞⎜⎝
⎛ −−++−=∑−
=
dcim
d
d
dcim
d
d
dcim
d
d
dcim
d
d
K
k
cim
Knln
Kn
Knln
Kn
Knln
Kn
Knln
Kn
kf
 （７．８．１５） 
と整理できるので、位相差運転の考慮により置き換わった理論式の部分は、 
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の関係が得られる。同様に、 
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の関係が得られる。 
 
これより、K台のインバータ全体から生じる直流側電流高調波idcih(K)は、 
(i-a) n=1,3,5... , l=1,4,7...のとき、 
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(i-b) n=1,3,5... , l=2,5,8...のとき、 
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(i-c) n=1,3,5... , l=3,6,9...のとき、 
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(ii-b) n=2,4,6... , l=2,5,8...のとき、 
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となる。 
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 第１節 概要 
第１節 
概要 
 
本章においては、将来の車両駆動システムとして研究開発が進められているハイブリッド電源鉄道車両
の設計・評価手法について提案する。ハイブリッド電源鉄道車両は、ディーゼルエンジンとリチウムイオン
蓄電池によるディーゼルハイブリッド鉄道車両が我が国において営業運転を開始したことをはじめとして、
実用化に向けて研究開発が進められている。ハイブリッド電源システムを用いた鉄道車両には様々な形態
が考えられ、その構成によって得失が異なってくるが、代表的な利点として以下のような点が期待される。 
・ブレーキ時に運動エネルギーを電気エネルギーに変換し架線に返す回生システムは、電気鉄道車両で
は広く用いられているが、非電化区間用のディーゼル鉄道車両（気動車、ディーゼル機関車）では、そ
のシステム構成から適用できない。ディーゼル鉄道車両に対して、電気システムと蓄電媒体を適用した
ハイブリッド電源鉄道車両を用いることにより、電力回生を行いエネルギー効率の向上を図ることができ
る。 
・電気鉄道車両（電車、電気機関車）においても、直流電化区間では回生電力を吸収する列車が近くに
いない場合には、回生失効が発生するが、蓄電媒体の適用により、確実な電力回生が可能となる。 
・ディーゼル鉄道車両では、列車の負荷に応じてディーゼルエンジンから動力を出力する必要があるため、
列車の低負荷時などは、ディーゼルエンジンが効率の悪い運転点となってしまうが、ハイブリッド電源鉄
道車両では蓄電媒体の適用により、負荷と発電装置の出力のタイミングをずらすことにより、発電装置の
高効率点での運転時間を増やすことができる。 
・ディーゼル鉄道車両では、ディーゼルエンジンによる振動・騒音が大きいが、ディーゼルハイブリッド鉄
道車両では電気システムと蓄電媒体の適用により、ディーゼルエンジンの高効率点での運転や駅停車
時のディーゼルエンジン停止などにより、これらの削減が期待できる。 
ハイブリッド電源鉄道車両として研究開発の対象となっているシステムは、図１．０．１に示すようなシリー
ズハイブリッドシステムが一般的である。発電装置としては、従来の気動車に用いられるディーゼルエンジ
ンに発電機を接続したものや、次世代のエネルギー源として注目される燃料電池などが考えられる。また、
電気鉄道車両に対してハイブリッドシステムを適用した場合には、発電装置にあたる部分が架線となる。蓄
電装置としては、電気二重層キャパシタやリチウムイオン蓄電池が主な対象として扱われている。駆動装置
は、近年の直流鉄道車両と同様にインバータにより誘導電動機を駆動する方式が主流である。ハイブリッド
電源鉄道車両を実現する上での主な研究対象としては、電気二重層キャパシタやリチウムイオン蓄電池な
どの蓄電装置や燃料電池などの次世代の発電装置の要素技術の開発、蓄電装置の充放電と発電装置の
発電を協調し電力・エネルギーを管理する電力制御システムの開発、蓄電装置と発電装置の種類や容量
や機器配置などの設計などが挙げられる。これらのうち、本論文では、ハイブリッド電源鉄道車両の設計コ
ンセプトを見いだすための基本設計手法の提案を行う。 
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図１．０．１ 鉄道車両用シリーズハイブリッド電源システムの基本構成 
Fig. 1.0.1   Basic composition of a series hybrid power system for a railway vehicle 
 
本章では、ハイブリッド電源鉄道車両の設計・評価手法として、次のような順序で検討を行う。はじめに、
第１節において、ハイブリッド電源鉄道車両の研究状況について提示し、その課題を考慮して、ハイブリッ
ド電源鉄道車両の最適化設計手法の必要性を示す。第２節において、対象とするハイブリッド電源鉄道車
両のモデル化を行う。第３節において、電力制御について３つの手法を提案する。１つは、最適化に基づく
動的計画法の導入である。動的計画法は、消費エネルギーを最小にするような電力制御パターンを算出
するものである。これにより、理想的な電力制御パターンに基づき、ハイブリッド電源鉄道車両の走行をシミ
ュレーションすることが可能となる。また、動的計画法によって得られた結果を目標として、実車両への適用
が容易な２つの電力制御法を提案する。第４節においては、ハイブリッド電源鉄道車両における様々な評
価項目を整理する手法として、多目的最適化を取り入れる。これにより、発電装置の種類や容量、蓄電装
置の種類や容量、消費エネルギー、路線条件などを考慮し、ハイブリッド電源鉄道車両において効果的な
設計パターンを示す。本研究では、第３節と第４節によって提案した手法を組み合わせることで、多目的最
適化を適用すると同時に、そのプロセスにおいて電力制御パターンの算出に動的計画法を取り入れ、ネス
ト化された最適化計算手法を提案している。この結果、探索空間が極めて広範となり、通常の高速ワークス
テーションを用いても実用上可能な時間範囲での処理が困難となる。そこで、本研究では、最適化プロセ
スを適切に並列化計算させることで、探索の大規模高速化を実現する。第５節においては、前節までに提
案した最適化手法により実施した最適化計算の結果を提示し分析する。本節においては、第３節で提案し
た動的計画法と２つの電力制御法の結果を比較することによって、電力制御パターンの善し悪しについて
議論するとともに、ハイブリッド電源鉄道車両の導入が効果的な機器構成や路線特性を示す。これにより、
動的計画法と多目的最適化をネスト化した最適化設計手法の有効性を示すとともに、具体的な電力
制御法についても、動的計画法による理想的な消費エネルギーに近いものが得られることを確認し、
提案手法の有効性を確認する。第６節においては、ハイブリッド電源鉄道車両に適した蓄電媒体を検討
するために、多目的最適化と動的計画法を用いて最適化計算を行うことで、ハイブリッド電源鉄道車両の
蓄電媒体に対する特性を分析する。第７節においては、燃料電池ハイブリッド鉄道車両よりも、実用化に近
い段階にあるディーゼルハイブリッド鉄道車両を対象として最適化を行う。発電装置としてディーゼル発電
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機を想定することで、発電機効率や排出ガスの排出量などを考慮した設計が必要となる。これに対して、動
的計画法を導入することで、最適化された電力制御パターンに基づき、ディーゼルハイブリッド鉄道車両の
設計に対する有用な情報を提示する。 
 
１．１ 研究動向 
本項においては、鉄道車両駆動システムへの蓄電媒体の適用例を中心に、本研究に関連する分野に
おける研究動向について紹介する。 
 
１．１．１ スイスでのディーゼルハイブリッド鉄道車両の機器設計の検討 
電気式ディーゼル鉄道車両に蓄電媒体を適用した場合の検討が、スイスのSwiss Federal School of 
Technologyにおいてなされている[1.1]。研究対象は、ディーゼル発電機と電気二重層キャパシタを電源とし
たハイブリッド電源鉄道車両であり、ディーゼル発電機と電気二重層キャパシタという２つの電源の出力配
分について検討し、ハイブリッドシステムを適用した場合の燃料消費量の削減効果が示されている。この検
討対象となる路線は、北イタリアのMerano - Malles railway lineであり、最大で 700 [m]程度の標高差がある
路線であり、山岳路線といった位置づけになるものと考えられる。このような路線を対象として検討した結果、
ディーゼル発電機を最小化し、電気二重層キャパシタを最大化した構成が最も燃料消費量が少なくなると
いう計算結果が示されている。なお、このような場合のハイブリッドシステム構成の場合は、ディーゼル発電
機からの出力は常に一定の出力となり、走行全体の列車の負荷電力の平均値を出力するものとして示され
ている。さらに、蓄電装置の寿命を考慮した検討を行い、最も経済性に優れているハイブリッドシステムは、
検討システムにおいてはディーゼル発電機が列車最大負荷の半分の出力とした場合であると結論づけて
いる。 
 
１．１．２ ドイツでのハイブリッド路面電車システムの開発 
路面電車システムに蓄電媒体を適用したハイブリッド電源鉄道車両の実証試験が、Bombardier 
Transportationによって行われている[1.2-5]。これは、主に回生電力の有効回収や架線電圧の安定化などを
狙った電気二重層キャパシタによる鉄道車両用蓄電システムである“MITRAC Energy Saver”を開発し、ド
イツのマンハイムの路面電車において実証試験を行ったものである。この結果、30 [%]以上の省エネルギ
ー効果と、約 50 [%]のピーク電力削減効果が確認されている。さらに、路面電車の架線レス走行、600 [V]
もしくは 750 [V]き電の地下鉄システム、ディーゼルシステムに対する“MITRAC Energy Saver”の適用の可
能性についても検討している。 
 
１．１．３ 鉄道総研でのハイブリッド路面電車システムと燃料電池システムの研究 
我が国においては、路面電車システムに蓄電媒体を適用し、架線無しでの走行を狙ったハイブリッド電
源鉄道車両の実証試験が、鉄道総合技術研究所（鉄道総研）によって行われている[1.6-10]。これは、蓄電媒
体としてリチウムイオン蓄電池を用いて検証を行っているもので、これまでに鉄道総研の構内試験線による
試験が行われ、現在、札幌市交通局の軌道線において試験走行が行われている。当初は図１．１．１に示
す豊橋鉄道から譲り受けた路面電車にリチウムイオン蓄電池を搭載することで、回生電力の有効回収や架
線レス走行の走行試験が鉄道総研の構内試験線にて行われていたが、現在は、図１．１．２に示す新製し
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た架線・バッテリーハイブリッドLRV「Hi-tram」として、架線レス走行や回生電力の有効回収や路面電車で
はない鉄道線への直通運転などを狙った走行試験が行われている。 
 
 
（写真提供：財団法人鉄道総合技術研究所） 
図１．１．１ 鉄道総研の初代架線ハイブリッドトラム 
Fig. 1.1.1   The first hybrid electric vehicles using trolley power and on-board batteries by RTRI 
 
 
（写真提供：財団法人鉄道総合技術研究所） 
図１．１．２ 鉄道総研の架線・バッテリーハイブリッド LRV「Hi-tram」 
Fig. 1.1.2   The hybrid electric vehicles ‘Hi-tram’ using trolley power and on-board batteries by RTRI 
 
また、鉄道総研においては、図１．１．３に示す燃料電池鉄道車両の研究開発も行われている。これは、
非電化区間に用いられるディーゼル鉄道車両の動力源として、ディーゼルエンジンに換えて燃料電池シス
テムを用いるものである[1.7,11-15]。１両の車両に出力 100 [kW]級の燃料電池を搭載した試験電車を新製し、
鉄道総研の構内試験線及び車両試験台にて走行試験を行われている。これにより、燃料電池の特性につ
いて詳細なデータを取得し、研究成果が広く公表されている。特に列車は走行に伴い大きく負荷が変動す
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るが、蓄電媒体なしで燃料電池を用いても列車の負荷変動に対して十分な特性が得られることを示してい
ることなど、燃料電池を鉄道車両に適用するにあたっての有用な情報を提供している。これらの結果をふま
えて、営業線での走行試験に向けて、蓄電媒体と燃料電池を組み合わせた燃料電池ハイブリッド鉄道車
両の検討や、蓄電媒体の有無による燃料電池を用いた鉄道車両の走行パターンについての検討などが
行われている。 
 
 
（写真提供：財団法人鉄道総合技術研究所） 
図１．１．３ 鉄道総研の燃料電池試験車両 
Fig. 1.1.3   The fuel cell powered railway vehicle by RTRI 
 
１．１．４ ＪＲ東日本での非電化区間用ハイブリッド電源鉄道車両の開発 
東日本旅客鉄道（ＪＲ東日本）においては、図１．１．４に示す「ＮＥトレイン」や図１．１．５に示す「キハＥ２０
０形」により、ディーゼルハイブリッド鉄道車両及び燃料電池ハイブリッド鉄道車両の研究が進められている
[1.16-20]。 
「ＮＥトレイン」は、ディーゼル発電機とリチウムイオン蓄電池を組み合わせたディーゼルハイブリッド鉄道
車両の試験車両として開発された。ディーゼルハイブリッド鉄道車両「ＮＥトレイン」は、ディーゼル鉄道車
両では困難な回生電力の回収や、ディーゼルエンジンの高効率点での運転、メンテナンス軽減のための
電車部品の適用、ディーゼルエンジンの騒音低減などを目的としている。ディーゼルハイブリッド鉄道車両
「ＮＥトレイン」は、信頼性の確保の観点から、リチウムイオン蓄電池の不具合時でも、ディーゼル発電機単
体で走行が可能なエンジン出力を有している。このため、ディーゼル発電機を主体にしたエネルギー管理
制御システムが構築されており、リチウムイオン蓄電池は、主に次の２つの場面での使用が考えられている。
１つは低速での力行時に駅付近での騒音軽減を目的とした使用である。もう１つは、回生時の回生電力回
収を目的とした使用である。また、ディーゼルハイブリッド鉄道車両「ＮＥトレイン」は、開発途上で蓄電装置
の性能向上に伴いリチウムイオン蓄電池の交換を行い、蓄電装置容量が増加することによってエンジンの
高効率点での運転を増やすなど、エネルギー効率の向上が図られている。その後、ディーゼルハイブリッド
鉄道車両「ＮＥトレイン」の成果をふまえて、量産先行車として「キハＥ２００形」が３両新製され、現在、ＪＲ小
海線で営業運転を行っている。 
燃料電池ハイブリッド鉄道車両については、ディーゼルハイブリッド鉄道車両の試験車両として開発され
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た「ＮＥトレイン」のディーゼル発電機を燃料電池に置き換えて研究が行われている。これは、発電装置と蓄
電装置によるハイブリッド電源鉄道車両という構成のもとで、発電装置に燃料電池を適用した場合の特性
について研究が行われている。燃料電池ハイブリッド鉄道車両「ＮＥトレイン」は、蓄電媒体としてリチウムイ
オン蓄電池を有することから、列車の走行に伴い変動する負荷については、リチウムイオン蓄電池から供
給し、燃料電池からは一定の出力を供給することを基本としている。このため、従来ＪＲ東日本が用いていた
ディーゼルハイブリッド鉄道車両「ＮＥトレイン」のエネルギー管理制御システムや、鉄道総研の燃料電池鉄
道車両とは方式が異なることが特徴的である。燃料電池ハイブリッド鉄道車両「ＮＥトレイン」は、現在までに、
東急車輌の構内試運転線および営業線での走行試験が行われている。 
 
 
図１．１．４ ＪＲ東日本のバッテリー試験電車「ＮＥトレイン」 
Fig. 1.1.4   The experimental railcar of hybrid traction system ‘NE train’ by JR-EAST 
 
 
図１．１．５  ＪＲ東日本のディーゼルハイブリッド鉄道車両「キハＥ２００形」 
Fig. 1.1.5   The diesel hybrid commercial operation railcar ‘kiha E200’ by JR-EAST 
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１．１．５ 川崎重工業でのハイブリッド路面電車システムの開発 
蓄電媒体としてニッケル水素電池を用いたハイブリッド電源鉄道車両の路線電車としては、川崎重工業
による「SWIMO」が挙げられる[1.21-22]。これまでに川崎重工業の実験線による試験が行われ、現在、札幌市
交通局の軌道線において試験走行が行われている。当初は筑豊電鉄から譲り受けた路面電車にニッケル
水素電池を搭載することで、「SWIMO」として架線レス走行の走行試験が川崎重工業の実験線にて行われ
ていたが、現在は、新製した「SWIMO-X」として、架線レス走行や回生電力の有効回収などを狙った走行
試験が行われている。 
 
１．１．６ 架線システムへの蓄電媒体の適用 
これ以外にも、鉄道分野への蓄電媒体の適用に関する研究は広く行われており[1.23-28]、ここでは、主に
架線電圧の安定化や、それによる回生電力の有効回収を目的とした蓄電媒体の適用事例を紹介する。直
流電化されている鉄道路線においては、列車の回生電力は架線を通じて他の車両に供給される。しかしな
がら、閑散線区で他の車両が列車の近くにいない場合には、回生電力を供給することができずに回生失
効が生じてしまう。また、変電所間隔や変電所容量が不足すると、列車の力行時に架線電圧の低下を招く
ことにもなる。これらの問題を解決することを主な目的とし、蓄電媒体を車上もしくは地上に設置する研究が
行われている。東海旅客鉄道（ＪＲ東海）では、直流鉄道車両に電気二重層キャパシタを搭載し、閑散線区
での回生失効防止を目的とする研究が行われている[1.23]。また、西日本旅客鉄道（ＪＲ西日本）は、直流変
電所にリチウムイオン蓄電池を用いた電力補完装置を設置し、受電回線の停止時の信頼性確保及び回生
失効防止を図っている[1.24]。同様に、鹿児島市交通局においても、東洋電機製造とジーエス・ユアサにより、
リチウムイオン蓄電池による架線電圧補償システムを導入し、架線電圧の安定化を図り、回生電力の有効
活用を図っている[1.25]。 
 
１．２ 研究課題 
前項で述べたように、鉄道車両にハイブリッドシステムを適用するにあたっては、様々な課題があり、その
解決のための研究開発が広く行われている。これらの研究においては、ハイブリッドシステムの試作の実例
は多くあるものの、ハイブリッドシステムのあり方を示すような文献は限られている。該当するものとしては、
スイスの Swiss Federal School of Technology によるディーゼルハイブリッド鉄道車両の研究や、上智大学に
よる直流鉄道車両に電気二重層キャパシタを搭載した場合の最適制御に関する研究などが挙げられる。し
かしながら、このような観点からの研究事例は少なく、最適化手法を用いて、実際の設計上の方針を示すこ
とが、ハイブリッド電源鉄道車両の開発に有用であると考えられる。そこで、本論文では、燃料電池ハイブリ
ッド鉄道車両及びディーゼルハイブリッド鉄道車両を対象として、ハイブリッド電源鉄道車両の最適化設計
手法を提案する。 
また、電気鉄道分野において最適化手法が用いられる研究として、列車運転の最適制御に関する研究
がしばしば発表されている[1.28-32]。従来の研究は、架線システムを前提に、消費エネルギーを削減するた
めに運転曲線を最適化する研究が一般的である。これらの研究は、最適制御を用いるという点では、ハイ
ブリッド電源鉄道車両を対象とした本研究との類似性が見られるが、架線システムとハイブリッド電源鉄道
車両では、走行パターンや消費エネルギーの評価方法が違うことから、最適化問題としてはやや性質が異
なるものとなる。前述のように架線システムに蓄電媒体を適用することを想定した上智大学による研究もある
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が、これら架線システムを前提としている研究は、１駅間の走行で評価するものがほとんどであり、非電化区
間用のハイブリッド電源鉄道車両に必要な始点から終点までの走行のような大規模な計算は行われていな
い。本研究では、非電化区間用のハイブリッド電源鉄道車両を前提とするため、１駅間の走行でなく、１路
線での走行の最適化を実現し、ハイブリッド電源鉄道車両の導入効果を評価する。 
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第２節 
検討対象モデル 
 
本章においては、将来の車両駆動システムとして研究開発が進められているハイブリッド電源鉄道車両
の設計・評価手法について提案する。本研究では、はじめに燃料電池と電気二重層キャパシタを用いたシ
リーズハイブリッドの機器構成を想定する。燃料電池鉄道車両は次世代の鉄道車両として期待されており、
今後研究が進んでいくものと考えられる。燃料電池ハイブリッド鉄道車両は、架線による他の列車との電力
のやりとりがないため、他の列車の走行状態の影響を受けずにハイブリッド電源鉄道車両の評価ができるこ
と、及び、燃料電池は出力による効率の変動が少ないことなど、ハイブリッド電源鉄道車両の基本的な検討
を行うには適している。これは、ディーゼルハイブリッド鉄道車両のような燃料消費量や様々な排出ガス排
出量など多くの評価項目が存在し、出力によってこれらの変動が大きいディーゼルエンジンとは異なった
燃料電池ハイブリッド鉄道車両の特徴である。よって、本研究でははじめに、燃料電池ハイブリッド鉄道車
両を対象にして、ハイブリッド電源鉄道車両の基本的な特性を明らかにし、その上でより評価が複雑になる
ディーゼルハイブリッド鉄道車両を対象にして検討を行う。また、蓄電媒体についても、はじめに次世代の
蓄電媒体として期待されパワーの面で有利な電気二重層キャパシタを想定して検討を行い、その後にリチ
ウムイオン蓄電池も含めて、ハイブリッド電源鉄道車両に適した蓄電媒体に関する検討を行う。 
本節においては、想定するハイブリッド電源鉄道車両の構成について、シミュレーションモデルを構成す
る。具体的には、ハイブリッド電源システムのモデル化と、通常の直流鉄道車両と同様になる部分もモデル
化を行う。本節のモデル化の対象は、ハイブリッド電源鉄道車両の基本的な評価を行いやすい燃料電池
ハイブリッド鉄道車両とする。ディーゼルハイブリッド鉄道車両の検討や蓄電媒体の検討において、モデル
化が異なる部分については、各節でモデルを定義する。また、ハイブリッド電源鉄道車両が走行する路線
についても本節でモデル化する。 
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２．１ ハイブリッド電源鉄道車両の構成 
本研究では、はじめに図２．１．１に示すような燃料電池と電気二重層キャパシタを用いたシリーズハイブ
リッドの機器構成を想定する。駆動ブロックでは、インバータにより誘導電動機を駆動する。発電ブロックで
は、燃料電池により発電し、チョッパにより電力変換を行う。蓄電ブロックでは、電気二重層キャパシタにより
蓄電し、チョッパにより電力変換を行う。車内負荷ブロックは、車内の照明・空調などの負荷を想定する。こ
のため、車内負荷は、ハイブリッド電源のベース負荷となる。 
主な諸元を表２．１．１に示す。なお、燃料電池の質量とキャパシタの質量の和をハイブリッド電源の質量
Mhとし、これと列車基本質量Mbの和を列車総質量Mtとする。 
 
W :Wheel
IM :Induction Motor
Inv :Inverter
EDLC :Electric Double 
Layer Capacitor
FC :Fuel Cell
AL :Auxiliary Load
Ch :DC Chopper
IM
IM
AL
EDLC
FC
Ch
ChInvW
W
Generation block
Storage block
Traction block
Auxiliary Load block
 
図２．１．１ ハイブリッド電源鉄道車両の構成 
Fig. 2.1.1   Composition of a hybrid powered railway vehicle 
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表２．１．１ 想定諸元 
Table 2.1.1   An assumed specification 
Number of cars n 2 [cars]
Base mass Mb 74.0 [t]
Gear ratio G 7.07
Gear efficiency ηg 0.98
Inverter efficiency ηi 0.975
Wheel diameter D 0.82 [m]
Inertia ratio 0.09
Scheduled deceleration ab 2.2 [km/h/s]
Vehicle
Number of motors N 4
Primary resistance R1 0.186 [Ω]
Secondary resistance R2 0.194 [Ω]
Primary inductance L1 42.00 [mH]
Secondary inductance L2 42.00 [mH]
Mutual inductance Mm 40.40 [mH]
IM
Number of poles P 4
FC power density 0.15 [kW/kg]
Generation
Chopper efficiency ηch 0.95
EDLC energy density 5.0 [Wh/kg]
EDLC power density 1.0 [kW/kg]
EDLC lower voltage limit 50 [%]
Range of use for SOC 25 – 100 [%]
Charge efficiency ηc 0.90
Storage
Discharge efficiency ηc 0.90
AL Load PA 100 [kW]
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２．１．１ 駆動ブロック 
駆動ブロックでは、列車の電動機や走行系を以下のような数式により模擬する[2.1-3]。電動機制御は、ベ
クトル制御系を想定して、ｄｑ軸上の固定子電圧指令値を決定し、それに応じた駆動電力や列車加速度を
計算する。 
はじめに、電動機とインバータのモデルを構築する。定常状態における固定子電圧は、次のように表さ
れる。 
 qstdd iLiRv 11111 σω−=  （２．１．１） 
 dstqq iLiRv 11111 ω+=  （２．１．２） 
 v1d ｄ軸電圧 [V] 
 v1q ｑ軸電圧 [V] 
 i1d ｄ軸電流 [A] 
 i1q ｑ軸電流 [A] 
 ωst 電動機の固定子の角速度 [rad/s] 
ただし、漏れ係数σは、 
 
21
2
1
LL
M m−=σ  （２．１．３） 
である。駆動電力PT [kW]は、力行時には式（２．１．４）を、回生時には式（２．１．５）を用いて求める。 
 
1000
11 iqqidd
i
T
ivivNP
+= η  （２．１．４） 
 
1000
11 iqqidd
iT
iviv
NP
+= η  （２．１．５） 
 
次に、列車の走行系のモデルを構築する。定常状態における電動機１台あたりのトルクτ [Nm]は、 
 qd
m ii
L
MP
11
2
2
2
=τ  （２．１．６） 
より算出する。車輪踏面での動輪周引張力Te [kN]は、力行時には式（２．１．７）を、回生時には式（２．１．
８）を用いて求める。 
 
D
NG
T ge 1000
2 ητ=  （２．１．７） 
 
D
NGT
g
e η
τ
1000
2=  （２．１．８） 
また、単位質量あたりの走行抵抗Rr [kg/t]、勾配抵抗Rg [kg/t]、曲線抵抗Rc [kg/t]は、 
 ( ){ } tr MVnVR /10078.00280.00164.032.1 2−+++=  （２．１．９） 
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  （２．１．１０） gg nR ±=
 
c
c r
R 800=  （２．１．１１） 
 V 列車速度 [km/h] 
 Mt 列車総質量 [t] 
 ng 勾配 [‰] 
 rc 曲線半径 [m] 
を用いて算出する。これらより、列車抵抗 R [kN]は、 
 
( )
1000
gMRRR
R tcgr
++=  （２．１．１２） 
 g 重力加速度 [m/s/s] 
より求める。加速力 f [N/kg]は、 
 
t
e
M
RTf −=  （２．１．１３） 
として表され、慣性係数Ciを考慮して、加速度a [km/h/s]は、 
 ( )aCf i+= 13600
1000
 （２．１．１４） 
の関係より算出する。さらに、加速度a [km/h/s]より列車速度と位置を求める。また、電動機の回転数nrpm 
[/min]は、 
 V
D
Gnrpm π60
1000=  （２．１．１５） 
を用いて求める。電動機の電気角での回転角速度ωre [rad/s]、すべり角速度ωse [rad/s]、固定子の角速度
ωst [rad/s]は、 
 
120
2 rpmre
n
Pπω =  （２．１．１６） 
 
d
q
se i
i
L
R
1
1
2
2=ω  （２．１．１７） 
 serest ωωω +=  （２．１．１８） 
より求める。 
 
以上の駆動系モデルのもと、図２．１．２、３のような力行時と回生時の電動機による引張力特性を規定す
る。この引張力特性を満たすのに必要な電力を発電ブロックと蓄電ブロックから出力する。 
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図２．１．２ 力行時の引張力特性 
Fig. 2.1.2   Characteristics of the tractive effort for powering 
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図２．１．３ 回生時の引張力特性 
Fig. 2.1.3   Characteristics of the tractive effort for regeneration 
 
２．１．２ 発電ブロック 
本研究では、ピークカット効果を期待して[2.4]、多目的最適化の目的関数の１つとなる発電装置の最大出
力を抑えることを前提とする。すなわち、発電ブロックでは列車の最大負荷を賄うことを条件とせず、発電ブ
ロックの最大出力は列車の最大負荷を下回る設計も考慮するものとする。このため、列車負荷に対して発
電電力が足りない場合には、蓄電媒体から電力の供給を行うものとする。 
本検討では、はじめに発電媒体として燃料電池を想定する。また、後の検討では、ディーゼル発電機も
想定した検討を行う。燃料電池は、極端に低い出力の場合を除いては、効率はほぼ一定になるものと考え
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られる[2.5]。このため、燃料電池最大出力の 10 [%]～100 [%]の範囲で効率がほぼ一定になると考え、この
範囲内で出力を変化させるものとする。 
また、燃料電池を想定した検討では、列車の消費エネルギーを示す指標として、発電装置の発電電力
量EGを 
  （２．１．１９） dttPE
T
GG ∫= 0 )(
 PG(t) t [s]における発電電力 [kW] 
 T 所要時間 [s] 
と定義し、これを評価の対象とする。 
 
２．１．３ 蓄電ブロック 
本検討では、はじめに蓄電媒体として電気二重層キャパシタを想定する。また、後の検討では、リチウム
イオン蓄電池も想定した検討を行う。電気二重層キャパシタは、表２．１．１のパワー密度とエネルギー密度
を用いて、蓄電装置容量CSの値から最大充電電力PCmaxと最大放電電力PCmin（< 0）が決定される。なお、
電気二重層キャパシタは、最大電圧の 100 [%]から 50 [%]までの範囲を使用するものとする。このため、残
存容量は、蓄電装置容量の 100 [%]から 25 [%]までの範囲を使用する。 
また、力行時に出力できる電力は最大放電電力PCminにより制限される。発電ブロックの出力と合わせて、
列車の負荷に満たない場合は、設計条件を満たさないものとして実行可能解から外される。一方、回生時
に回収できる電力は最大充電電力PCmaxにより制限される。最大充電電力PCmaxを超える場合には、電流指
令値を絞り込みことによって、回生電力を抑制する。また、蓄電装置が満充電状態（使用範囲の最大蓄電
装置残存容量）になった場合には、回生を停止する。なお、回生による減速力が計画減速度abに対して不
足する場合には、機械ブレーキを併用するものとする。 
 
２．１．４ 車内負荷ブロック 
車内負荷ブロックは、車内の照明・空調などの負荷を想定する。夏期の負荷の大きい時期を目安として、
表２．１．１のような一定の車内負荷電力PAを想定する。 
 
２．２ 対象路線 
対象とする路線として、図２．２．１に示す特徴の異なる３つの路線を採用した。駅間距離の比較的短い
都市路線の最高速度は 70 [km/h]、駅間距離の比較的長い丘陵路線と山岳路線の最高速度は 80 [km/h]
とした。また、これに加えて、曲線やポイントの速度制限も考慮した。なお、始点と終点に標高差があると妥
当な比較ができないため、往復走行の結果を示した。また、停車中の蓄電装置残存容量（ＳＯＣ）の回復時
間を考慮して、終点駅での折り返し時間は 600 [s]とし、起点駅に戻ってから 300 [s]が経過した時点までを
発電電力量の算出の対象とした。なお、各駅の停車時間は 30 [s]とした。 
また、図２．２．１に運転曲線の例を示す。運転曲線は、引張力、列車抵抗、路線毎の速度制限、列車質
量によって算出される。後述するように、所要時間及び運転曲線は、多目的最適化の設計変数である機器
容量の変化に伴う列車質量の変化よってわずかではあるが変動する。 
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（ａ） 都市路線／An urban line 
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（ｂ） 丘陵路線／A hill line 
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（ｃ） 山岳路線／A mountain line 
図２．２．１ 路線特性と運転曲線の例 
Fig. 2.2.1   Line profiles and examples of run curve 
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第３節 
電力制御法の検討 
 
本節では、ハイブリッド電源鉄道車両の消費エネルギーを算出し、その導入効果を評価するために必要
なハイブリッド電源鉄道車両の発電装置の運転方法（換言すると蓄電装置の充放電方法）について検討す
る。はじめに、ハイブリッド電源鉄道車両の消費エネルギーを最小にする発電装置の運転方法を算出する
目的で動的計画法を導入する。これにより、最適電力制御に基づいたハイブリッド電源鉄道車両の基本設
計が可能となるが、設計結果を実際のハイブリッド電源鉄道車両に適用するには、動的計画法により得ら
れた結果と遜色ない程度のエネルギー消費を実現できる現実的な電力制御法が求められる。そこで、本
節では、代表的な２通りの考え方を基本として、２通りの電力制御法を提案する。 
 
３．１ 動的計画法の導入 
本研究では、最適な発電装置の運転方法を導出するために、動的計画法を適用する[3.1]。これにより、
ハイブリッド電源鉄道車両の消費エネルギーを最小にする蓄電装置残存容量（ＳＯＣ）の軌跡が求まる。動
的計画法はベルマンの最適性の原理に基づいた理論、すなわち、「最適手段は、システムの初期状態と初
期に行われた決定がどのようなものであっても、初期の決定で決まる状態に関し、必ず最適手段を構成す
る」に基づいている。これは言い換えると、「最適経路中の部分経路もまた最適経路になっている」ということ
である。つまり、まず小さな部分問題における最適経路を算出し、その部分問題を徐々に拡大し部分的な
最適経路の候補群を求める。そして、最終的に全体問題における最適経路を算出することが可能となる。 
ハイブリッド電源鉄道車両の電力制御に対して、動的計画法の理論を次のように適用する。規定の運転
曲線に基づき列車が走行するものとすると、運転曲線から駆動電力が算出される。これに対し、発電装置
の発電電力は規定の範囲内で自由に制御することができるので、発電電力と駆動電力の差分が、蓄電装
置に充放電されることとなる。このため、動的計画法によりＳＯＣの軌跡を求めることにより、発電装置の発
電電力が決定する。 
次に、ハイブリッド電源鉄道車両に適用した場合の動的計画法の概念図を図３．１．１に示す。ここでは、
消費エネルギーに関する目的関数として、燃料電池の発電電力量を最小化する場合について詳細を述べ
る。はじめに、終点と隣接する全ての節点の間で発電電力量を式（３．１．１）より計算し、これによりその区
間におけるＳＯＣの最適経路を求める。 
  （３．１．１） ( ) dttPTTE T
TT GG ∫ Δ−=Δ− )(
 ΔT 探索時間刻み [s] 
続いて、次式のように、時刻τにおける最小となる消費エネルギーの候補を、時刻τ+ΔT における最小となる
消費エネルギーと、時刻τと時刻τ+ΔT における発電電力量から算出する。 
  （３．１．２） ( ) ( )TEdttPE GT GG Δ++= ∫ Δ+ ττ ττ )(
計算対象とする節点を 1 段左にずらし同様の計算を行うことで、最終的に、消費エネルギーが最小となる全
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経路におけるＳＯＣの最適経路が求められる。 
 
 
図３．１．１ 動的計画法の概念図 
Fig. 3.1.1   A conceptual figure of the dynamic programming 
 
本計算では、分割数Ndは、蓄電装置容量CSの増大に伴い大きくする必要があるので、 
  （３．１．３） Sd CN ⋅= 50
 CS 蓄電装置容量 [kWh] 
より算出した。また、探索時間刻みΔTは 10.0 [s]とした。なお、動的計画法の探索パラメータの決定にあたっ
ては、探索時間刻みΔTとＳＯＣ分割数Ndのバランスを適切に取ることが重要となる。具体的には、探索時間
刻みを小さくする場合には、それに対応して、ＳＯＣ分割数を大きくする必要がある。ＳＯＣ分割数が小さい
まま、探索時間刻みを小さくしてしまうと、動的計画法における離散化の影響で、選択できるＳＯＣの経路が
限られてしまう。また一方、ＳＯＣ分割数を大きくすると計算時間の極端な増大を招く。このため、本論文で
は、計算負荷と計算精度のバランスを考慮して、動的計画法の探索パラメータを決定した。 
なお、動的計画法による探索回数は、時間刻み毎に前後の節点間での探索が行われるため、ＳＯＣ分
割数Ndの２乗に比例して増大する。このため、蓄電装置容量CSが大きい場合には、探索に時間を要するこ
ととなる。 
 
３．２ 関数による電力制御法のモデル化 
ハイブリッド電源鉄道車両の電力制御法として、蓄電エネルギーと運動エネルギーの和となる車両総エ
ネルギーEVを一定に保つように燃料電池の発電電力を操作する方法が提案されている[3.2]。損失や勾配の
影響が小さければ、回生エネルギーとして回収されるエネルギー分が、走行中に運動エネルギーとして保
持されているものとみなすことができる。このため、車両総エネルギーEVを一定に保つことにより、蓄電装置
残存容量が良好な範囲内に収まるものと考えられる。具体的には、蓄電装置が満充電で駅を出発し、次駅
の出発までに満充電に戻ることを目指して燃料電池の発電電力を操作する。本論文では、この考え方を基
本として、様々な機器容量に対応できる電力制御法を提案する。これは、図３．２．１～３に示すように、車
両エネルギー制御関数とＳＯＣ重み関数による電力制御法（関数制御）となる。 
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図３．２．１ 電力制御法の構成 
Fig. 3.2.1   A diagram of the electric power control 
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図３．２．２ 車両エネルギー制御関数 
Fig. 3.2.2   A control function of the energy of a vehicle 
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図３．２．３ ＳＯＣ重み関数 
Fig. 3.2.3   Weighting functions of the state of charge 
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３．２．１ ハイブリッドシステムの電力融通 
電力制御法について検討するために、ハイブリッド電源鉄道車両における電力の相互関係について考
察する。車両負荷電力PVは、駆動電力PTと車内負荷電力PAの和として次式のように表される。ただし、駆
動電力PTは、回生時には負の値となる。 
  （３．２．１） ATV PPP +=
また、燃料電池の発電電力PGは、蓄電装置の充電電力PCと車両負荷電力PVの和として次式のように考え
られる。ただし、蓄電装置の充電電力PCは、放電時には負の値となる。 
  （３．２．２） RCG PPP +=
この関係より、車両総エネルギーや蓄電装置残存容量を制御する場合に、蓄電装置の充電電力PCを算出
して、その値に基づき燃料電池の発電電力PGの操作量を求める。 
 
３．２．２ ＳＯＣ重み関数と車両エネルギー制御関数の提案 
蓄電装置残存容量ＳＯＣを適正な範囲に収めながら、機器容量の縮小化や回生電力の有効な回収を目
標として、図３．２．１に示す電力制御法を提案する。ここで新たに、車両エネルギー制御関数fEC(EV)とＳＯ
Ｃ重み関数を図３．２．２、３に示すように定義する。蓄電装置の充電電力PC'は以下のように決定される。 
 ( ) ( ) ( ) ( ) COOVECPCUUC PSOCWEfSOCWPSOCWP ++='  （３．２．３） 
  （３．２．４） ( ) ( ) ( ) 1=++ SOCWSOCWSOCW OPU
 WU(SOC) ＳＯＣ過小範囲の重み関数 
 WP(SOC) ＳＯＣ適正範囲の重み関数 
 WO(SOC) ＳＯＣ過大範囲の重み関数 
 PCU ＳＯＣ過小範囲の充電電力 
 PCO ＳＯＣ過大範囲の充電電力 
このように、ＳＯＣ重み関数により、ＳＯＣの値に応じて制御方法が適切に切り替わる。具体的には、ＳＯＣが
適正範囲（制御閾値：R2～R3）内にある場合は、車両エネルギー制御関数に基づいた制御が行われる。一
方、ＳＯＣが適正範囲よりも小さい場合や大きい場合には、ＳＯＣを適正範囲に戻すための制御が新たに付
加される。 
ＳＯＣ重み関数の詳細は以下の通りである。ＳＯＣが小さい場合は、ＳＯＣの下限値を下回ることを防止
するという観点から、ＳＯＣ過小範囲の重み関数WU(SOC)により、積極的に充電が行われるようにする。今
回の検討では、ＳＯＣ過小範囲の充電電力PCUは、最大充電電力PCmaxの値を設定している。ＳＯＣが大き
い場合は、満充電状態でのさらなる充電を防止するという観点から、ＳＯＣ過大範囲の重み関数WO(SOC)
により、充電を行わないようにする。今回の検討では、ＳＯＣ過大範囲の充電電力PCOは、最大放電電力
PCminの値を設定している。 
一方、ＳＯＣが適正な範囲にあるときには、車両エネルギー制御関数に基づいた制御が行われる。車両
エネルギー制御関数fEC(EV)は、車両総エネルギーEVが制御閾値E2を下回ると、以降の放電に備えた充電
制御となる。また、制御閾値E3を上回ると、力行時や惰行時に蓄電装置からの積極的な放電を行って、回
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生電力の有効な回収を狙った放電制御となる。 
以上のアルゴリズムにより、蓄電装置の充電電力PC（放電時には負となる）を求めるが、蓄電装置の特性
から、最大充電電力PCmaxと最大放電電力PCminの制限があるため、充電電力PCに次式のような充電電力リミ
ッタを設ける。 
  （３．２．５） ( )( )minmax ,,'minmax CCCC PPPP =
次に、蓄電装置の充電電力PCから、式（３．２．２）をもとに燃料電池の発電電力PG'を次式のように計算す
る。 
  （３．２．６） VCG PPP +='
さらに、燃料電池の出力には、最大出力PGmaxと最小出力PGminの制限があるため、次式のような発電電力リ
ミッタを設ける。なお、燃料電池を想定した今回の検討では、最小出力PGminは最大出力PGmaxの 10 [%]の
値としている。 
  （３．２．７） ( )( )minmax ,,'minmax GGGG PPPP =
また、車両総エネルギーEVは、蓄電エネルギーESと運動エネルギーEKと後述する制御目標位置エネル
ギーEPP*を用いることで次式のように考える。 
 ( )*PKcimgrSV EEEE +⋅⋅⋅⋅⋅+= ηηηηη  （３．２．８） 
すなわち、運動エネルギーEK及び列車の制御目標位置エネルギーEPP*として見込まれる回生エネルギー
は、全てが回収できるわけではないので、式（３．２．８）のように回生見込み率η と歯車伝達効率η と電動
機効率η とインバータ効率ηと充電効率η を用いて損失を表現する。ここで、走行抵抗や機械ブレーキに
よる損失分を考慮して回生見込み率η は 0.75、電動機効率η は 0.92 と一定値を仮定している。 
r g
m i c
r m
 
３．２．３ 標高推定手法の提案 
勾配の多い路線では、位置エネルギーの変化が大きいため、蓄電装置残存容量と運動エネルギーを考
慮して制御を行うだけでは、不十分であると考えられる。そこで、位置エネルギーの推定を行い、蓄電装置
残存容量と運動エネルギーと位置エネルギーを考慮して制御を行うことを提案する。 
列車の位置エネルギーを算出するためには、列車の標高を取得する必要がある。本節では、駅の情報
として距離と標高を事前に与えておき、列車の距離が随時取得できるとして、標高を図３．２．４のように推
定する。具体的には、列車の走行中に走行距離を取得できれば、次式のように一次補間を行うことにより、
列車の現在位置xvにおける標高が推定できる。 
 ( ) ( ) 11
12
12 hxx
xx
hhxh vve +−−
−=  （３．２．９） 
なお、標高推定を電力制御に用いるにあたっては、位置エネルギー推定値EEを、 
  （３．２．１０） ( )vetE xhgME ⋅=
より求める。さらに、次駅の標高を位置エネルギーの基準として考えるために、次駅の位置エネルギーENを
算出し、 
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 ( )NEvAP EExx
xxKE −−
−=
12
1*  （３．２．１１） 
 KA 標高目標ゲイン 
の関係より、列車の制御目標位置エネルギーEPP*を算出する。ここで、式（３．２．１１）による標高推定制御の
例を図３．２．５に示す。基本方針としては、現在位置の推定位置エネルギーE から次駅の位置エネルギー
E までの差分を制御目標とする。ただし、駅間の標高差が大きい場合は、前駅を出発した直後に大きな差
分が生じてしまう。このため、電力制御に用いる車両総エネルギーE の急激な変化を避ける目的で、走行
位置（x  - x ）と駅間距離（x  - x ）の比率に応じた係数をかけることによって、位置エネルギーの制御目標値
を調節している。 
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図３．２．４ 標高推定方法 
Fig. 3.2.4   An estimation method of an altitude 
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図３．２．５ 標高推定例 
Fig. 3.2.5   An example of altitude estimation 
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関数制御のパラメータとなる制御閾値E1～E4、R1～R4及び標高目標ゲインKAは遺伝的アルゴリズムによ
る最適化計算により、表３．２．１の設計変数のもとで、発電電力量を最小とする値を探索した。なお、制御
閾値が全て独立であると考えて、極度に広い設計空間で最適化を行ったとしても、有用な結果は得られな
いものと考えられる。このため、制御閾値を絞り込むこととして、制御閾値E1、R1は、制御閾値E2、R2よりも
0.1 小さい値を、制御閾値E4、R4は、制御閾値E3、R3よりも 0.1 大きい値をそれぞれ設定した。なお、制御閾
値E1～E4の値に関しては、初期状態における車両総エネルギーEVを基準として規格化する。 
 
表３．２．１ 関数制御の設計変数一覧 
Table 3.2.1   Design variables for the function control 
Design variables Minimum Maximum Bit
Threshold value E2 -2.00 5.75 5
Threshold value E3 0.00 7.75 5
Threshold value R2 0.000 0.484375 5
Threshold value R3 0.700 1.184375 5
Altitude reference gain KA 0.00 3.75 4
 
３．３ 一定出力による電力制御法のモデル化 
ハイブリッド電源鉄道車両の消費エネルギー削減の観点からは、発電装置を小さくし、蓄電装置を大きく
するほど効果的であり、発電装置から消費エネルギーの平均値を一定に出力し続けることが、最も消費エ
ネルギーを最小にすることが示されている[3.3]。このため、この考え方を基本として、様々な機器容量に対応
できる電力制御法を提案する。提案方式は、発電装置を一定出力で運転し続けることを原則とした一定出
力による電力制御法（一定出力制御）となる。提案方式の発電装置の出力は、終点において蓄電装置残
存容量が初期値に回復する最小限の値としている。このため、実際の発電装置最大出力に比べて出力に
余裕がある運転となる。このことから、発電装置を小さくすることが可能であるが、他の手法と同一の機器容
量で比較するため、余裕のある発電装置の出力のままで比較することとする。また、一定の出力を原則とす
るが、蓄電装置残存容量が目標の上限（使用範囲の最大ＳＯＣより 2 [%]減じた値）に達した場合には、発
電装置は、最小出力（燃料電池を想定した場合は最大出力の 10 [%]）で運転するものとする。 
 
３．４ 蓄電エネルギーの制約 
消費エネルギーを評価するにあたって、走行前と走行後での蓄電装置のエネルギーの増減がある場合、
すなわち初期ＳＯＣと最終ＳＯＣが一致しない場合には、正しい評価を行うことができない。このため、各手
法において、 
  （３．４．１） )0()( SOCTSOC =
となるような処理を行った。 
動的計画法を用いた場合は、最終ＳＯＣを初期ＳＯＣと等しくする制約を加えて探索を行った。その結果
を評価することで、蓄電装置のエネルギーの増減による影響を排除した。 
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また、関数制御と一定出力制御の場合は、終着駅到着後に、最終ＳＯＣを初期ＳＯＣと一致させるための
制御を行うことで、消費エネルギーの妥当な評価を行った。具体的には、終着駅到着後に、蓄電装置のエ
ネルギーの増減を 0 とするように制御するアルゴリズムを付加した。なお、終着駅でのＳＯＣの回復時間
（300 [s]）が経過しても、初期のＳＯＣに回復できなかった場合は、制約条件を満たさないものとして、実行
可能解から除外した。これは、この制約条件を満たさない場合には、次の運用でＳＯＣが不足してしまう可
能性があり、実行可能解とは見なせないと考え、このような取り扱いとした。 
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第４節 
評価手法 
 
本論文では、前節で提案した電力制御に関する手法を用いて、多目的最適化の考え方に基づき、ハイ
ブリッド電源鉄道車両の適用路線に対する機器容量と消費エネルギーの特性及び電力制御法の特性を
分析する。本節では、ハイブリッド電源鉄道車両の評価に用いる多目的最適化について述べる。また、動
的計画法と多目的最適化を組み合わせた最適化手法では、計算時間が膨大なものとなる。そこで、本節で
は並列化計算を導入する。 
 
４．１ 多目的最適化の適用 
多目的最適化問題は、設計変数x（ベクトル）によって表されるp個の目的関数fk(x) (k=1,…,p)を、制約条
件を満たす可能領域Fにおいて、なるべく小さくする問題であると定義される。異なる設計変数x1, x2におい
て、 
  （４．１．１） Fxx ∈21 ,
の条件下で、p個の目的関数fk(x)に関して比較を行い、 
 ( ) ( ) ( )pkxfxf kk ,,121 L=≤ ∀  （４．１．２） 
かつ、 
 ( ) ( ) ( )pkxfxf kk ,,121 L=< ∃  （４．１．３） 
となるとき、x1はx2に優越するという。あるx0に優越する 
  （４．１．４） Fx∈
が存在しないとき、x0はパレート最適解であるという。パレート最適解は、複数の目的関数間でのトレードオ
フをバランスさせ得る解である[4.1-3]。 
パレート最適解は解の集合として算出される。目的関数が 2 つである場合のパレート最適解の例を図４．
１．１に示す。図４．１．１において、太線で示した原点寄りの境界部分がパレート最適解となる。 
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図４．１．１ 多目的最適化の概念図 
Fig. 4.1.1   A conceptual figure of the multiobjective optimization 
 
本論文では、表４．１．１に示す設計変数のもとで探索を行う。各設計変数について、提案の電力制御手
法に基づきシミュレーションを行う。これにより、各設計変数が実行可能解であるかどうかを判定するととも
に、後述する目的関数の値を算出する。設計変数である発電装置出力PGmaxの探索間隔は 25 [kW]で設定
した。一方、蓄電装置容量CSの探索間隔は、均等に割り振るのではなく、計算時間と計算精度を考慮して
蓄電装置容量の小さい部分は密に、大きい部分は粗に設定した。 
そして、表４．１．２に示す目的関数により、実行可能解の中からパレート最適解を抽出する。目的関数に
は、機器容量の縮小化の観点から、発電装置出力PGmaxと蓄電装置容量CSを設定した。また、消費エネル
ギーの削減の観点から、発電電力量EGを設定した。 
 
表４．１．１ 最適化の設計変数一覧 
Table 4.1.1   Design variables for the optimization 
Design variables Minimum Maximum Division
Generator power PGmax 175 [kW] 575 [kW] 17
Storage capacity CS 0.00 [kWh] 36.00 [kWh] 32
 
表４．１．２ 最適化の目的関数 
Table 4.1.2   Objective functions for the optimization 
Generator power PGmax Minimize
Storage capacity CS Minimize
Generated energy EG Minimize
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４．２ 並列化計算の適用 
動的計画法と多目的最適化を組み合わせた探索を実施すると、広範な探索空間からの大域的な探索が
可能となるが、膨大な計算時間を要してしまう。そこで、図４．２．１に示す並列化計算を導入し、大規模計
算を可能にする。並列化計算では、はじめに、並列化サーバから、設計変数の値を並列化クライアントに
渡す。次に、シミュレーションを並列化クライアントで実行し、目的関数の値を並列化サーバに返す。この結
果に対して並列化サーバにより多目的最適化を行う。具体的には、並列化サーバから与えられた機器容
量の値により、動的計画法による電力制御法のもとで並列化クライアントが消費エネルギーを算出し、並列
化サーバに返す。本計算は、設計変数毎に独立した計算を行うことができるため、計算機の台数を多くす
るほど、効果的な並列化計算が可能となる。並列化クライアントは、主に Xeon X5365 Quad Core Dual CPU、
3.0 [GHz]、8.0 [GB]を使用した。並列化クライアントは、８台のＣＰＵコアを搭載しており、一度に８個のプロ
セスを平行して実行できる。これを、計算負荷に応じて２台もしくは４台用いることにより、１６個もしくは３２個
のプロセスの並列化を行った。 
 
多目的最適化
動的計画法・走行シミュレーション
並列化
クライアント
並列化
クライアント
並列化
クライアント
目的関数
設計変数
並列化
サーバ
 
図４．２．１ 並列化の概念図 
Fig. 4.2.1   A conceptual figure of the parallelization 
 
また、並列化計算の効果を確認するために、計算時間の測定を行った。実在する路線での検証は計算
時間の観点から困難であるため、直線 3 [km]の路線（勾配・曲線なし）を対象として、動的計画法と多目的
最適化を組み合わせた計算を行った。図４．２．２より、使用する計算機台数にほぼ比例した計算時間の短
縮効果が見られる。例えば、並列化クライアントを４台用いて、ＣＰＵコア３２個の条件においては、30.6倍の
計算速度向上が図られている。本手法では、計算時間を要するとともに、機器容量毎に個別に計算が可能
であるという特徴を持つ動的計画法について並列化計算により分散処理を行ったことにより、計算台数に
ほぼ比例した計算の高速化を図ることができたものと考えられる。 
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図４．２．２ 並列化計算の効果の検証（Xeon X5365 Quad Core Dual CPU、3.0 [GHz]、8.0 [GB]） 
Fig. 4.2.2   A verification of the parallelization 
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第５節 
最適化結果 
 
本節では、動的計画法と多目的最適化をネスト化した最適化手法により得られた結果を示し、ハイブリッ
ド電源鉄道車両の導入に適した路線について議論するとともに、ハイブリッド電源鉄道車両の設計におい
て有用な情報を提供する。併せて、提案した２つの電力制御法についても、多目的最適化による探索を行
い、その結果について動的計画法を用いた場合の結果と比較し、電力制御法の善し悪しについても評価
する。このため、本節では、電力制御手法に関して、動的計画法を用いた場合、関数制御を用いた場合、
一定出力制御を用いた場合の結果を並べて示す。 
 
５．１ 計算結果 
各路線に対する実行可能解とパレート最適解の分布を図５．１．１～９に示す。また、パレート最適解の中
で、特異なものを Pareto-A～C として分類した。Pareto-A は発電電力量が最小となるもの、Pareto-B は発電
装置が最小となるもの、Pareto-C は蓄電装置が最小となるものである。なお、Pareto-C は、ハイブリッド電源
鉄道車両ではなく、蓄電装置の付いていない燃料電池単独の車両となる。 
また、計算時間、実行可能解やパレート最適解の数などの計算結果を表５．１．１に示す。並列化クライ
アントは、Xeon X5365 Quad Core Dual CPU、3.0 [GHz]、8.0 [GB]を使用した。電力制御手法に動的計画
法を用いた場合は、２台の計算機（ＣＰＵコア数：１６）を使用し並列化計算を行った。並列化計算の適用に
より、計算時間を要する動的計画法を用いる場合でも概ね半日～１日程度の計算時間を実現した。それぞ
れのパレート最適解は機器容量が異なるため、列車質量の変動により所要時間は多少異なっているが、最
大の所要時間と最小の所要時間を比較しても、その変動はわずかであり、大きな影響はないことが確認で
きる。 
 
- 163 - 
第３章 ハイブリッド電源鉄道車両の最適化設計手法  
 
表５．１．１ 計算結果一覧 
Table 5.1.1   Lists of the optimization results 
（ａ） 動的計画法／Dynamic programming 
An urban line A hill line A mountain line
Total computation time [s] 24303 33033 39303
Number of client CPU 16 16 16
Average computation time [s] 715 972 1156
Number of the Pareto-Optimal solutions 28 29 18
Number of the feasible solutions 334 204 106
Generated energy of Pareto-A [kWh] 135.6 246.8 393.5
Generated energy of Pareto-C [kWh] 173.1 293.3 451.6
Reduction ratio [%] 21.7 15.9 12.9
Maximum running time T  in the Paretos [s] 2912.1 4051.9 5424.8
Minimum running time T  in the Paretos [s] 2907.3 4023.5 5351.5
Maximum difference of the running time [%] 0.16 0.70 1.35
 
 
（ｂ） 関数制御／Function control 
An urban line A hill line A mountain line
Total computation time [s] 17172 18396 14131
Number of client CPU 1 1 1
Average computation time [s] 32 34 26
Number of the Pareto-Optimal solutions 71 52 29
Number of the feasible solutions 344 213 110
Generated energy of Pareto-A [kWh] 135.2 246.2 392.4
Generated energy of Pareto-C [kWh] 173.1 293.3 451.6
Reduction effect [%] 21.9 16.1 13.1
Maximum running time T  in the Paretos [s] 2913.6 4061.0 5424.8
Minimum running time T  in the Paretos [s] 2907.3 4023.5 5351.4
Maximum difference of the running time [%] 0.22 0.92 1.35
 
 
（ｃ） 一定出力制御／Constant output control 
An urban line A hill line A mountain line
Total computation time [s] 173 293 268
Number of client CPU 1 1 1
Average computation time [s] 0.32 0.54 0.49
Number of the Pareto-Optimal solutions 22 21 6
Number of the feasible solutions 343 210 109
Generated energy of Pareto-A [kWh] 144.4 271.5 443.3
Generated energy of Pareto-C [kWh] 173.1 293.3 451.6
Reduction effect [%] 16.6 7.4 1.8
Maximum running time T  in the Paretos [s] 2911.4 4061.0 5424.8
Minimum running time T  in the Paretos [s] 2907.3 4023.5 5351.4
Maximum difference of the running time [%] 0.14 0.92 1.35
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（ａ） 動的計画法／Dynamic programming 
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（ｂ） 関数制御／Function control 
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（ｃ） 一定出力制御／Constant output control 
図５．１．１ 都市路線に対する実行可能解の分布 
Fig. 5.1.1   Distribution of Pareto-Optimal solutions and feasible solutions for an urban line 
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（ａ） 動的計画法／Dynamic programming 
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（ｂ） 関数制御／Function control 
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（ｃ） 一定出力制御／Constant output control 
図５．１．２ 都市路線に対する燃料電池出力と発電電力量の関係 
Fig. 5.1.2   Relationship between FC power and generated energy for an urban line 
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（ａ） 動的計画法／Dynamic programming 
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（ｂ） 関数制御／Function control 
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（ｃ） 一定出力制御／Constant output control 
図５．１．３ 都市路線に対する蓄電装置容量と発電電力量の関係 
Fig. 5.1.3    Relationship between EDLC capacity and generated energy for an urban line 
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（ａ） 動的計画法／Dynamic programming 
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（ｂ） 関数制御／Function control 
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（ｃ） 一定出力制御／Constant output control 
図５．１．４ 丘陵路線に対する実行可能解の分布 
Fig. 5.1.4   Distribution of Pareto-Optimal solutions and feasible solutions for a hill line 
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（ａ） 動的計画法／Dynamic programming 
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（ｂ） 関数制御／Function control 
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（ｃ） 一定出力制御／Constant output control 
図５．１．５ 丘陵路線に対する燃料電池出力と発電電力量の関係 
Fig. 5.1.5   Relationship between FC power and generated energy for a hill line 
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（ａ） 動的計画法／Dynamic programming 
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（ｂ） 関数制御／Function control 
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（ｃ） 一定出力制御／Constant output control 
図５．１．６ 丘陵路線に対する蓄電装置容量と発電電力量の関係 
Fig. 5.1.6   Relationship between EDLC capacity and generated energy for a hill line 
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（ａ） 動的計画法／Dynamic programming 
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（ｂ） 関数制御／Function control 
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（ｃ） 一定出力制御／Constant output control 
図５．１．７ 山岳路線に対する実行可能解の分布 
Fig. 5.1.7   Distribution of Pareto-Optimal solutions and feasible solutions for a mountain line 
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（ａ） 動的計画法／Dynamic programming 
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（ｂ） 関数制御／Function control 
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（ｃ） 一定出力制御／Constant output control 
図５．１．８ 山岳路線に対する燃料電池出力と発電電力量の関係 
Fig. 5.1.8   Relationship between FC power and generated energy for a mountain line 
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（ａ） 動的計画法／Dynamic programming 
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（ｂ） 関数制御／Function control 
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（ｃ） 一定出力制御／Constant output control 
図５．１．９ 山岳路線に対する蓄電装置容量と発電電力量の関係 
Fig. 5.1.9   Relationship between EDLC capacity and generated energy for a mountain line 
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５．２ パレート最適解の分析 
本項では、理想的な電力制御がなされていると考えられる動的計画法の結果をもとに、パレート最適解
に着目し、機器容量と消費エネルギーの関係について主に考察する。 
図５．１．１、４、７の機器容量の分布より、発電装置出力と蓄電装置容量の間には、トレードオフ関係があ
ることがわかる。多くのパレート最適解は、このトレードオフのカーブを構成している。ただし、トレードオフ関
係はあるものの発電装置出力の縮小化には限度があり、発電装置を極小にしようとすると、特に大きな蓄電
装置が必要となる。また、路線毎に比較すると、表５．１．１に示す実行可能解の数及び図５．１．１、４、７に
示す実行可能な範囲が大きく異なっている。これは、駅間が長く、勾配の厳しい路線ほど、大きな機器容量
が要求されるためである。このため、パレート最適解も都市路線では様々なものを取り得るが、山岳路線で
は限られた範囲に集中している。すなわち、都市路線では、様々な機器容量のハイブリッド電源鉄道車両
が想定されるのに対して、山岳路線では、ハイブリッド電源鉄道車両の機器容量に選択の余地は少なくな
る。 
図５．１．２（ａ）、５（ａ）、８（ａ）の動的計画法における発電電力量の発電装置出力との関係より、発電電力
量は発電装置出力に対して極小値を持つことがわかる。この極小値が Pareto-A となっている。ここを境にし
て、パレート最適解の分布は傾向が変わっている。Pareto-A よりも発電装置出力が小さくなるにつれて、発
電電力量は増大するが、変化量はあまり大きくない。一方、Pareto-A よりも発電装置出力が大きくなるにつ
れて、発電電力量は大幅に増大する。 
図５．１．３（ａ）、６（ａ）、９（ａ）の動的計画法における発電電力量の蓄電装置容量との関係より、発電電力
量は蓄電装置容量に対して極小値を持つことがわかる。Pareto-A よりも蓄電装置容量が小さくなるにつれ
て、発電電力量は大幅に増大する。これは、蓄電装置容量が小さくなると回生できる電力量が減少するた
めである。一方、Pareto-A よりも蓄電装置容量が大きくなるにつれて、発電電力量は増大するが、変化量は
あまり大きくない。これは、蓄電装置容量が大きくなると列車の質量が増大するためである。以上より、消費
エネルギーの観点から考えると、蓄電装置容量が Pareto-A よりも小さい範囲での設計を行う場合は、なる
べく蓄電装置容量が大きくなるように設計を行った方が良いことがわかる。一方、蓄電装置容量が Pareto-A
よりも大きい範囲での設計を行う場合は、消費エネルギーについてはあまり考慮しなくても良好な結果が得
られることがわかる。 
また、提案する設計・評価手法により、各路線におけるハイブリッド電源鉄道車両の導入効果も提示する
ことができる。ここでは、表５．１．１の消費エネルギーの削減率の観点から検討を行う。消費エネルギーの
削減率は、蓄電装置を有しない Pareto-C に対して、発電電力量（消費エネルギー）が最小となるハイブリッ
ド電源鉄道車両である Pareto-A の発電電力量の削減量を示したものである。表５．１．１（ａ）に示すように、
消費エネルギーの削減率は、都市路線で 21.7 [%]､丘陵路線で 15.9 [%]､山岳路線で 12.9 [%]となってい
る。これより、消費エネルギーの観点からすると、ハイブリッド電源鉄道車両は、駅間距離が短く、勾配の少
ない都市路線に効果的であると考えられる。 
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５．３ 電力制御法の検証 
提案の電力制御法について検証するために、丘陵路線に対する電力制御の結果を図５．３．１～７に示
す。発電電力量が最小となる Pareto-Aと、発電装置が最小となる Pareto-B については、各電力制御手法の
結果を示す。また、蓄電装置の付いていない Pareto-C については、必要な車両負荷電力を全て発電装置
から賄う形となるため、電力制御手法の区別はなく、どの手法を用いても同様の結果となる。 
はじめに、発電電力量が最小となる Pareto-A の場合について検討する。図５．３．１より、動的計画法と関
数制御の発電電力は、負荷に追従し、力行時は最大出力、回生時・惰行時は最小出力となることが多い。
図５．３．２より、動的計画法と関数制御の蓄電装置残存容量（ＳＯＣ）は満充電状態となることは少なく、回
生電力も有効に回収されている。一方、一定出力制御においては、他の電力制御手法と比べて蓄電装置
容量が大きいものが Pareto-A となっているにもかかわらず、満充電状態となることがしばしばあり、回生電
力が回収できていない場合が見られる。また、ＳＯＣと速度の関係から検討すると図５．３．３より、一定出力
制御ではＳＯＣの変動範囲が広く、あまり適切なＳＯＣ範囲にないものと考えられる。一方、関数制御では
車両エネルギーの考え方に基づいているため、速度の上昇とともにＳＯＣが低下するような傾向となってい
る。また、動的計画法では速度が高い領域においてもＳＯＣが高い状態も見られるが、上限に達した状態
が続くことはなく、回生電力の回収は確実にできていると考えられる。この結果、図５．１．５、６に示すように、
ほとんどの発電装置出力において、一定出力制御の発電電力量は他の電力制御手法の結果よりも大きな
値となってしまっている。 
次に、発電装置が最小となる Pareto-B の場合について検討する。図５．３．４より、いずれの電力制御手
法でも、発電電力に変動は少なく、多くの時間において最大発電電力となっている。これは、発電装置が
小さいため、常に最大出力付近で発電を続けないと必要な消費エネルギーを賄うことができないためであ
ると考えられる。この結果、図５．１．５、６に示すように、発電装置が特に小さい場合は、発電電力量に大き
な差は生じていない。すなわち、Pareto-B の機器容量においては、いずれの電力制御手法を用いても一
定出力制御に近くなり、制御されるパターンとその結果として得られる消費エネルギーの観点からは、手法
による違いはほとんど見られない。なお、速度とＳＯＣの関係から見ると、Pareto-B においては、発電装置に
余裕が少なく蓄電装置が大きいため、いずれの電力制御手法においてもＳＯＣの変動範囲が大きくなって
いる。すなわち、列車の運転に伴う負荷の変動にほぼ依存する形で、ＳＯＣが変化しているものと考えられ
る。 
また、図５．１．２、３、５、６の発電電力量の特性において、関数制御の結果を、動的計画法の結果と比
較すると、蓄電装置容量が Pareto-A よりも小さい領域、言い換えると、発電装置出力が Pareto-A よりも大き
い領域においては、パレート最適解が分散しており、パレート最適解の数も多くなっている。これは、この領
域においては、蓄電装置容量が小さいため、回生電力に対して蓄電装置容量の余裕は少なく、適切な電
力制御が難しい領域であるためと考えられる。このため、この領域では電力制御が多少変動しただけでも
発電電力量の変化は大きく、高精度な電力制御法が求められると考えられる。この結果、この領域の関数
制御は、動的計画法で求めた最小な消費エネルギーよりも多少劣っていることがあり、改良の余地が残さ
れている場合も見受けられる。しかしながら、概して関数制御の結果は、一定出力制御の結果に比べると
動的計画法の結果に近くなっており、関数制御は、どのような路線条件や機器容量においても、広く適用
できると考えられる。 
以上をまとめると、動的計画法を用いることにより、Pareto-A の場合は負荷に追従した制御となり、
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Pareto-B の場合は一定出力の制御と、コンセプトの異なる電力制御法を１つの手法で実現していることが
確認できる。これより、動的計画法は、路線条件や機器容量に応じた様々な電力制御を実現し、各条件下
での最適化が実現されていると考えられる。このため、様々な条件に対する消費エネルギーを分析するの
にあたり、動的計画法の結果を用いて評価することの有効性が示されたものと考えられる。 
また、現実的な電力制御法を検討するにあたっては、発電装置が最小となる Pareto-B に近い場合は、一
定出力制御のような簡便な電力制御においても、与えられた機器容量下で良好な制御が可能であることが
確認できる。一方、車両エネルギーの考え方に基づく関数制御のような電力制御を用いることで、様々な
路線条件や機器容量に対して、個々の条件下での概ね最小の消費エネルギーに近い良好な制御が可能
であることが確認できる。 
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（ａ） 動的計画法／Dynamic programming 
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（ｃ） 一定出力制御／Constant output control 
図５．３．１ 丘陵路線の Pareto-A における電力制御（速度と発電電力の関係） 
Fig. 5.3.1   Power control of Pareto-A for a hill line (velocity and generation power) 
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（ｃ） 一定出力制御／Constant output control 
図５．３．２ 丘陵路線の Pareto-A における電力制御（SOC と発電電力の関係） 
Fig. 5.3.2   Power control of Pareto-A for a hill line (SOC and generation power) 
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（ｃ） 一定出力制御／Constant output control 
図５．３．３ 丘陵路線の Pareto-A における電力制御（速度と SOC の関係） 
Fig. 5.3.3   Power control of Pareto-A for a hill line (Velocity and SOC) 
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（ｃ） 一定出力制御／Constant output control 
図５．３．４ 丘陵路線の Pareto-B における電力制御（速度と発電電力の関係） 
Fig. 5.3.4   Power control of Pareto-B for a hill line (velocity and generation power) 
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（ｃ） 一定出力制御／Constant output control 
図５．３．５ 丘陵路線の Pareto-B における電力制御（SOC と発電電力の関係） 
Fig. 5.3.5   Power control of Pareto-B for a hill line (SOC and generation power) 
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（ｃ） 一定出力制御／Constant output control 
図５．３．６ 丘陵路線の Pareto-B における電力制御（速度と SOC の関係） 
Fig. 5.3.6   Power control of Pareto-B for a hill line (Velocity and SOC) 
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図５．３．７ 丘陵路線の Pareto-C における電力制御（速度と発電電力の関係） 
Fig.5.3.7   Power control of Pareto-C for a hill line (velocity and generation power) 
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第６節 
蓄電媒体の検討 
 
本節では、ハイブリッド電源鉄道車両に適した蓄電媒体を検討するために、提案した動的計画法と多目
的最適化をネスト化した最適化手法を用いて最適化計算を行うことで、ハイブリッド電源鉄道車両の蓄電媒
体に対する特性を分析する。 
 
６．１ 蓄電媒体のモデル 
対象とする蓄電装置は、電気二重層キャパシタとリチウムイオン蓄電池とする。リチウムイオン蓄電池は、
パワー密度が高いものと、エネルギー密度が高いものの２種類を想定した。蓄電装置のモデルは、表６．１．
１に示すようにパワー密度、エネルギー密度、蓄電装置残存容量（ＳＯＣ）の使用範囲を変化させた。 
 
表６．１．１ 蓄電装置諸元 
Table 6.1.1   Assumed specifications of storage devices 
 EDLC
High-Power 
Li-ion battery
High-Capacity 
Li-ion battery
Energy density 5.0 [Wh/kg] 50.0 [Wh/kg] 100.0 [Wh/kg]
Power density 1.0 [kW/kg] 1.0 [kW/kg] 0.5 [kW/kg]
Range of use for SOC 25 – 100 [%] 20 – 60 [%] 20 – 60 [%]
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６．２ 多目的最適化の適用 
本節では、表６．２．１に示す設計変数のもとで、シミュレーションを行う。電気二重層キャパシタに比べて
エネルギー密度が高く、パワー密度の低いリチウムイオン蓄電池も想定するため、表４．１．１の設計変数に
比べて、蓄電装置容量の探索範囲を広めている。なお、蓄電装置に関する設計変数には、蓄電装置容量
を用いているが、蓄電装置の最大充電電力と最大放電電力は、表６．１．１に示すパワー密度とエネルギー
密度から計算される。 
そして、表６．２．２に示す目的関数により、実行可能解の中からパレート最適解を抽出する。目的関数に
関しては、前節までと同様である。 
 
表６．２．１ 最適化の設計変数一覧 
Table 6.2.1   Design variables for the optimization 
Design variables Minimum Maximum Division
Generator power PGmax 175 [kW] 575 [kW] 17
Storage capacity CS 0.00 [kWh] 96.00 [kWh] 32
 
表６．２．２ 最適化の目的関数 
Table 6.2.2   Objective functions for the optimization 
Generator power PGmax Minimize
Storage capacity CS Minimize
Generated energy EG Minimize
 
６．３ 計算結果 
各路線に対する実行可能解とパレート最適解の分布を図６．３．１～６に示す。また、パレート最適解の中
で、特異なものを Pareto-A～C として分類した。Pareto-A は発電電力量が最小となるもの、Pareto-B は発電
装置が最小となるもの、Pareto-C は蓄電装置が最小となるものである。なお、Pareto-C は、ハイブリッド電源
鉄道車両ではなく、蓄電装置の付いていない燃料電池単独の車両となる。 
また、計算時間、実行可能解やパレート最適解の数などの計算結果を表６．３．１に示す。並列化クライ
アントは、Xeon X5365 Quad Core Dual CPU、3.0 [GHz]、8.0 [GB]を４台使用した。計算時間は、路線や蓄
電媒体の種類によって異なるが、11～32 時間程度を要している。前節の動的計画法を適用した場合に比
べて、計算機台数が増加しているのにもかかわらず、これだけの計算時間を要しているのは、蓄電装置容
量の探索範囲が広がったためである。第４節での検討結果からすると、４台の計算機（ＣＰＵコア数：３２）を
使用した場合、並列化計算により約 30 倍の高速化が図られている。すなわち、並列化計算を用いないで
本節の最適化計算を行ったとすると、１条件あたり 14～40 日ほどを要してしまうこととなり、実用的な計算時
間での最適化計算は不可能である。これより、提案手法において並列化計算の有用性が確認された。 
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表６．３．１ 計算結果一覧 
Table 6.3.1   Lists of the optimization results 
（ａ） 都市路線／An urban line 
EDLC High-PowerLi-ion battery
High-Capacity
Li-ion battery
Total computation time [s] 38861 71532 64564
Number of client CPU 32 32 32
Average computation time [s] 1851 3406 3074
Number of the Pareto-Optimal solutions 19 80 74
Number of the feasible solutions 410 327 188
Generated energy of Pareto-A [kWh] 135.6 135.2 135.5
Generated energy of Pareto-C [kWh] 173.1 173.1 173.1
Reduction ratio [%] 21.7 21.9 21.7
Maximum running time T  in the Paretos [s] 2912.1 2911.7 2911.7
Minimum running time T  in the Paretos [s] 2907.3 2902.4 2904.2
Maximum difference of the running time [%] 0.16 0.32 0.26
 
 
（ｂ） 丘陵路線／A hill line 
EDLC High-PowerLi-ion battery
High-Capacity
Li-ion battery
Total computation time [s] 64564 101863 95044
Number of client CPU 32 32 32
Average computation time [s] 3074 4851 4526
Number of the Pareto-Optimal solutions 20 46 95
Number of the feasible solutions 270 215 181
Generated energy of Pareto-A [kWh] 246.8 246.0 246.6
Generated energy of Pareto-C [kWh] 293.3 293.3 293.3
Reduction ratio [%] 15.9 16.1 15.9
Maximum running time T  in the Paretos [s] 4066.8 4024.8 4027.5
Minimum running time T  in the Paretos [s] 4023.5 4017.4 4015.3
Maximum difference of the running time [%] 1.06 0.18 0.30
 
 
（ｃ） 山岳路線／A mountain line 
EDLC High-PowerLi-ion battery
High-Capacity
Li-ion battery
Total computation time [s] 72591 114879 116934
Number of client CPU 32 32 32
Average computation time [s] 3457 5470 5568
Number of the Pareto-Optimal solutions 16 31 40
Number of the feasible solutions 139 114 105
Generated energy of Pareto-A [kWh] 393.5 390.6 391.8
Generated energy of Pareto-C [kWh] 451.6 451.6 451.6
Reduction ratio [%] 12.9 13.5 13.2
Maximum running time T  in the Paretos [s] 5612.3 5364.1 5356.9
Minimum running time T  in the Paretos [s] 5351.5 5350.4 5348.8
Maximum difference of the running time [%] 4.65 0.26 0.15
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（ａ） 電気二重層キャパシタ／EDLC 
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（ｂ） 高出力型リチウムイオン蓄電池／High-Power Li-ion battery 
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（ｃ） 高容量型リチウムイオン蓄電池／High-Capacity Li-ion battery 
図６．３．１ 都市路線に対する実行可能解の分布 
Fig. 6.3.1   Distribution of feasible solutions for an urban line 
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（ｂ） 高出力型リチウムイオン蓄電池／High-Power Li-ion battery 
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（ｃ） 高容量型リチウムイオン蓄電池／High-Capacity Li-ion battery 
図６．３．２ 都市路線に対する蓄電装置容量と発電電力量の関係 
Fig. 6.3.2   Relationship between storage capacity and generated energy for an urban line 
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（ｂ） 高出力型リチウムイオン蓄電池／High-Power Li-ion battery 
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（ｃ） 高容量型リチウムイオン蓄電池／High-Capacity Li-ion battery 
図６．３．３ 丘陵路線に対する実行可能解の分布 
Fig. 6.3.3   Distribution of feasible solutions for a hill line 
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（ａ） 電気二重層キャパシタ／EDLC 
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（ｂ） 高出力型リチウムイオン蓄電池／High-Power Li-ion battery 
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（ｃ） 高容量型リチウムイオン蓄電池／High-Capacity Li-ion battery 
図６．３．４ 丘陵路線に対する蓄電装置容量と発電電力量の関係 
Fig. 6.3.4   Relationship between storage capacity and generated energy for a hill line 
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（ａ） 電気二重層キャパシタ／EDLC 
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（ｂ） 高出力型リチウムイオン蓄電池／High-Power Li-ion battery 
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（ｃ） 高容量型リチウムイオン蓄電池／High-Capacity Li-ion battery 
図６．３．５ 山岳路線に対する実行可能解の分布 
Fig. 6.3.5   Distribution of feasible solutions for a mountain line 
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（ａ） 電気二重層キャパシタ／EDLC 
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（ｂ） 高出力型リチウムイオン蓄電池／High-Power Li-ion battery 
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（ｃ） 高容量型リチウムイオン蓄電池／High-Capacity Li-ion battery 
図６．３．６ 山岳路線に対する蓄電装置容量と発電電力量の関係 
Fig. 6.3.6   Relationship between storage capacity and generated energy for a mountain line 
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６．４ パレート最適解の分析 
はじめに、表６．３．１の消費エネルギーの削減率の観点から検討を行う。消費エネルギーの削減率は、
蓄電装置を有しない Pareto-C に対して、発電電力量（消費エネルギー）が最小となるハイブリッド電源鉄道
車両である Pareto-A の発電電力量の削減量を示したものである。 
表６．３．１（ａ）より、都市路線において、消費エネルギーの削減率は、電気二重層キャパシタを用いた場
合に 21.7 [%]、高出力型リチウムイオン蓄電池を用いた場合に 21.9 [%]、高容量型リチウムイオン蓄電池を
用いた場合に21.7 [%]となり、どのような蓄電媒体を用いても、消費エネルギーの削減率には大きな違いは
見られない。ただし、発電電力量が最小となるハイブリッド電源鉄道車両である Pareto-A の蓄電装置容量
は、蓄電媒体によって大きく異なり、図６．３．２のように、電気二重層キャパシタを用いた場合に 3.0 [kWh]
（600 [kW]）、高出力型リチウムイオン蓄電池を用いた場合に 20.0 [kWh]（400 [kW]）、高容量型リチウムイ
オン蓄電池を用いた場合に 80.0 [kWh]（400 [kW]）となっている。 
表６．３．１（ｂ）より、丘陵路線において、消費エネルギーの削減率は、電気二重層キャパシタを用いた場
合に 15.9 [%]、高出力型リチウムイオン蓄電池を用いた場合に 16.1 [%]、高容量型リチウムイオン蓄電池を
用いた場合に15.9 [%]となり、どのような蓄電媒体を用いても、消費エネルギーの削減率には大きな違いは
見られない。また、発電電力量が最小となる Pareto-A の蓄電装置容量は、図６．３．４のように、電気二重層
キャパシタを用いた場合に 4.0 [kWh]（800 [kW]）、高出力型リチウムイオン蓄電池を用いた場合に 20.0 
[kWh]（400 [kW]）、高容量型リチウムイオン蓄電池を用いた場合に 80.0 [kWh]（400 [kW]）となっている。 
表６．３．１（ｃ）より、山岳路線において、消費エネルギーの削減率は、電気二重層キャパシタを用いた場
合に 12.9 [%]、高出力型リチウムイオン蓄電池を用いた場合に 13.5 [%]、高容量型リチウムイオン蓄電池を
用いた場合に 13.2 [%]となり、蓄電媒体により、消費エネルギーの削減効果に多少の差が見られる。また、
発電電力量が最小となる Pareto-A の蓄電装置容量は、図６．３．６のように、電気二重層キャパシタを用い
た場合に 5.5 [kWh]（1100 [kW]）、高出力型リチウムイオン蓄電池を用いた場合に 18.0 [kWh]（360 [kW]）、
高容量型リチウムイオン蓄電池を用いた場合に 64.0 [kWh]（320 [kW]）となっている。 
以上より、発電電力量が最小となる Pareto-A を採用する場合には、どのような路線においても、消費エネ
ルギーの削減効果には蓄電媒体による大きな差は見られないと考えられる。また、エネルギー密度とパワ
ー密度の観点から考えると、発電電力量を最小にするパワーについては蓄電媒体による差は小さく、エネ
ルギーについては蓄電媒体による差が大きく見られた。これより、消費エネルギーを最小にするような設計
を行うには、蓄電媒体には一定のパワーが必要であると考えられる。なお、以上の議論は、発電電力量を
最小とするような消費エネルギー最小化の観点から機器設計をした場合であり、他の観点からの機器設計
においては、蓄電媒体の選定における特性は変わってくるものと考えられる。 
続いて、図６．３．２、４、６の発電電力量と蓄電装置容量の関係から見ると、発電電力量は蓄電装置容量
に対して極小値を持つことが確認できる。Pareto-A よりも蓄電装置容量が小さくなるにつれて、発電電力量
は大幅に増大する。これは、蓄電装置容量が小さくなると回生できる電力量が減少するためである。一方、
Pareto-A よりも蓄電装置容量が大きくなるにつれて、発電電力量は増大する。これは、蓄電装置容量が大
きくなると列車の質量が増大するためである。また、蓄電装置容量に対する発電電力量の変化量について
考察すると、蓄電媒体によって変化量が大きくが異なり、エネルギー密度の低い電気二重層キャパシタを
用いた場合の方が、発電電力量に大きな変化が見られる。 
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６．５ 回生エネルギーと蓄電装置容量の関係の分析 
本項では、列車の回生エネルギーと蓄電装置容量の関係について、解析的に算出し考察する。列車の
回生エネルギーは、標高に伴う位置エネルギー分と、速度に伴う運動エネルギー分から生じていると考え
られる。ここでは、位置エネルギー分と運動エネルギー分に分けて分析する。なお、電動機損失・変換器損
失・充放電損失や蓄電装置のパワー面での制約（不足分は機械ブレーキを使用）などのため全ての回生
エネルギーを回収することはできないが、これらについて定量的に扱うにはシミュレーションなどを実施する
必要があるため、ここでは、解析的に表される項目についてのみ考慮して、基本的な関係について明らか
にする。 
はじめに、位置エネルギーの回収に必要な蓄電装置容量について検討する。最高標高地点での位置
エネルギーEPは、最高標高hに対して次式で表される。 
 
3600
ghmE VP =  （６．５．１） 
 EP 位置エネルギー [kWh] 
 mV 列車総質量 [t] 
 g 重力加速度 [m/s/s] 
 h 最高標高 [h] 
位置エネルギーは、列車の質量によって変化するので、蓄電媒体の増加に伴う列車の質量増加を考慮す
る。ここでは、列車の質量を、蓄電媒体の質量とそれ以外の質量を列車基本質量として分けて考える。これ
により、列車総質量mVは次式のように表される。 
  （６．５．２） SBV mmm +=
 mB 列車基本質量 [t] B
 mS 蓄電媒体質量 [t] 
さらに、蓄電媒体質量mSは次式のように表される。 
 
S
S
S D
Cm =  （６．５．３） 
 CS 蓄電媒体容量 [kWh] 
 DS エネルギー密度 [Wh/kg] 
ここで、位置エネルギーの全てが回収できるとすると、蓄電媒体容量CSと位置エネルギーEPの関係は、次
式のように表される。 
 
S
P
S R
EC =  （６．５．４） 
 RS ＳＯＣ使用範囲幅 
式（６．５．４）が満たされる場合が、位置エネルギーに関して最高標高までのエネルギーを回収できる平衡
点と考えられる。よって、位置エネルギーに関する平衡蓄電媒体容量CS_Pは次式のように表される。 
 
ghDR
ghmDC
SS
BS
PS −= 3600_  （６．５．５） 
続いて、運動エネルギーの回収に必要な蓄電装置容量について検討する。最高速度での運動エネル
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ギーEKは、最高速度vに対して次式で表される。 
 
93312
2vmE VK =  （６．５．６） 
 EK 運動エネルギー [kWh] 
 v 最高速度 [km/h] 
ここで、運動エネルギーの全てが回収できるとすると、蓄電媒体容量CSと運動エネルギーEKの関係は、次
式のように表される。 
 
S
K
S R
EC =  （６．５．７） 
式（６．５．７）が満たされる場合が、運動エネルギーに関して最高標高までのエネルギーを回収できる平衡
点と考えられる。よって、運動エネルギーに関する平衡蓄電媒体容量CS_Kは次式のように表される。 
 2
2
_ 93312 vRD
vmDC
SS
BS
KS −=  （６．５．８） 
式（６．５．５）、（６．５．８）より求めた平衡蓄電装置容量を表６．５．１に示す。表６．５．１より、位置エネル
ギーの観点から考えると、都市路線においては位置エネルギーの影響は無視できるが、山岳路線におい
ては位置エネルギーを全て吸収する蓄電装置容量は大きなものとなってしまう。以上の計算は、理想的な
回生を想定したものであり、発電電力量を最小にするパレート最適解となる蓄電装置容量とはずれが見ら
れるが、導入する路線と適用する蓄電媒体に応じた蓄電装置容量の検討を行うにあたっては設計上の１つ
の指針となるものと考えられる。 
 
表６．５．１ 平衡蓄電装置容量 
Table 6.5.1   Equilibrium storage capacity 
都市路線 丘陵路線 山岳路線 都市路線 丘陵路線 山岳路線 都市路線 丘陵路線 山岳路線
78.00 78.00 78.00 78.00 78.00 78.00 78.00 78.00 78.00
5.0 5.0 5.0 50.0 50.0 50.0 100.0 100.0 100.0
0.75 0.75 0.75 0.40 0.40 0.40 0.40 0.40 0.40
最高標高 [m] 6.90 87.77 432.95 6.90 87.77 432.95 6.90 87.77 432.95
平衡蓄電装置容量　[kWh] 2.0 26.5 178.8 3.7 47.2 244.2 3.7 46.9 236.8
列車総質量 [t] 78.39 83.31 113.75 78.07 78.94 82.88 78.04 78.47 80.37
最高速度 [km/h] 70.0 80.0 80.0 70.0 80.0 80.0 70.0 80.0 80.0
平衡蓄電装置容量　[kWh] 5.54 7.27 7.27 10.27 13.42 13.42 10.25 13.40 13.40
列車総質量 [t] 79.11 79.45 79.45 78.21 78.27 78.27 78.10 78.13 78.13
運動
エネルギー
列車質量 [t]
エネルギー密度 [Wh/kg]
ＳＯＣ使用範囲幅
位置
エネルギー
高容量型リチウムイオン蓄電池高出力型リチウムイオン蓄電池電気二重層キャパシタ
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第７節 
ディーゼルハイブリッドシステムの検討 
 
本節では、発電装置としてディーゼルエンジンに発電機を接続したディーゼル発電機を用いるディーゼ
ルハイブリッド鉄道車両を対象にした検討を行う。現状のディーゼル鉄道車両は、大別して、比較的低出
力な機器構成により各駅停車の列車を中心に運用される普通列車用と、高速走行を前提とした特急・快速
などを中心に運用される優等列車用に分けられる。前節までに想定した燃料電池システムによるハイブリッ
ド鉄道車両は、燃料電池の出力の問題から普通列車を前提とした研究が進められている。一方、ディーゼ
ルハイブリッド鉄道車両を想定した場合、既存のディーゼルシステムでも発電装置として大出力のものも適
用が可能である。また、現在のディーゼルハイブリッド鉄道車両は普通列車用については様々な研究開発
が行われているが、優等列車用については、適用の可能性があるものの十分な検討が公表されていない
と考えられる。加えて、ディーゼルハイブリッド鉄道車両を優等列車用に用いた場合に期待される利点も多
い。非電化区間を走る優等列車用においては、線形の悪い路線が多く、高頻度の加減速が行われること
が多い。そこで、ハイブリッドシステムの適用による減速時の回生電力の有効回収によりエネルギー効率の
改善が期待される。また、優等列車用は普通列車用に比べて編成が長い運用が多く、本研究で提案する
協調運転の効果が期待される。協調運転とは、列車の低負荷時に編成内で電力を融通することにより、デ
ィーゼルエンジンを低効率点で各車両で個別に運転するのではなく、一部のディーゼルエンジンを停止し、
残りのディーゼルエンジンを高効率点で運転するものである。これにより、編成全体で見た省エネルギー化
が期待される。 
以上のような背景のもと、本研究では、特急列車用のディーゼルハイブリッド鉄道車両を対象にして、最
適化手法の適用によりハイブリッドシステムの得失を分析する。特に、ディーゼルハイブリッド鉄道車両にお
いては、発電装置としてディーゼル発電機を想定することで、発電機効率や排出ガスの排出量などを考慮
した設計が必要となる。このため、本検討では、評価項目として、燃料消費量、NOx排出量、CO2排出量、
CO排出量を対象とし、これらの評価項目を最小化するため、燃料噴射パターンの最適化、複数台のエン
ジン出力配分の最適化、発電装置と蓄電装置の電力制御に関する動的計画法による最適化を組み合わ
せたエンジン運転パターンに関する最適化を用いることによって、最小となる燃料消費量・ガス排出量を算
出する。以上により、３つの視点からディーゼルハイブリッド鉄道車両の電力制御パターンを最適化するこ
とにより、ディーゼルハイブリッド鉄道車両の設計に対する有用な情報を提示する。 
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７．１ ディーゼルハイブリッドシステムのモデル化 
７．１．１ ディーゼルハイブリッド鉄道車両の構成 
本節では、図７．１．１に示すようなディーゼル発電機と電気二重層キャパシタを用いたディーゼルハイブ
リッド鉄道車両を想定する。特急列車用の車両として表７．１．１に示すような諸元を想定し検討を行う。これ
により、図７．１．２、３のような力行時と回生時の電動機による引張力特性を規定する。 
 
W :Wheel
IM :Induction Motor
Inv :Inverter
EDLC :Electric Double 
Layer Capacitor
G :Generator
DE :Diesel Engine
AL :Auxiliary Load
Conv :Converter
Ch :DC Chopper
IM
IM
AL
EDLC
Ch
ConvInvW
W
Generation block
Storage block
Traction block
Auxiliary Load block
EG
 
図７．１．１ ハイブリッドの構成 
Fig. 7.1.1   Characteristics of the tractive effort for powering 
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表７．１．１ 想定諸元 
Table 7.1.1   An assumed specification 
Number of cars n 3 [cars]
Base mass Mb 111.0 [t]
Gear ratio G 7.07
Gear efficiency ηg 0.98
Inverter efficiency ηi 0.975
Wheel diameter D 0.82 [m]
Inertia ratio 0.09
Scheduled deceleration ab 2.2 [km/h/s]
Vehicle
Number of motors N 6
Primary resistance R1 0.186 [Ω]
Secondary resistance R2 0.194 [Ω]
Primary inductance L1 42.00 [mH]
Secondary inductance L2 42.00 [mH]
Mutual inductance Mm 40.40 [mH]
IM
Number of poles P 4
Number of engines 3
Maximum engine power 340 [kW]Generation
Chopper efficiency ηch 0.90
EDLC energy density 5.0 [Wh/kg]
EDLC power density 1.0 [kW/kg]
EDLC lower voltage limit 50 [%]
Charge efficiency ηc 0.90
Storage
Discharge efficiency ηc 0.90
AL Load PA 150 [kW]
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図７．１．２ 力行時の引張力特性 
Fig. 7.1.2   Characteristics of the tractive effort for powering 
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図７．１．３ 回生時の引張力特性 
Fig. 7.1.3   Characteristics of the tractive effort for regeneration 
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７．１．２ 機関性能 
本論文では、図７．１．４に示すような機関性能特性を持つディーゼルエンジンを想定する。これらは、燃
料噴射量を示すエンジンノッチ毎に測定した実測値を基に多項式近似を行い、シミュレーションに組み込
んだものである。 
図７．１．４（ａ）にエンジン出力の特性を示す。回転数やエンジンノッチが高くなるほどエンジン出力が大
きくなる。 
燃料消費率に関しては、図７．１．４（ｂ）より、エンジンノッチが高くなるにつれて燃料消費率が小さくなる。
回転数と燃料消費率の関係から見ると、極小点を持つようなグラフとなっており、最大出力点と最高効率点
は異なることが確認できる。 
NOx排出量に関しては、図７．１．４（ｃ）より、エンジンノッチが高くなるにつれてNOx排出量が大きくなる。
回転数とNOx排出量の関係から見ると、極大点を持つようなグラフとなっており、燃料消費量の観点からの
最高効率点よりも最大出力点の方がNOx排出量は少なくなっている。 
CO2排出量に関しては、図７．１．４（ｄ）より、回転数やエンジンノッチが高くなるほどCO2排出量が大きく
なることが確認できる。すなわち、図７．１．４（ａ）のエンジン出力の特性と近くなっており、エンジン出力が大
きくなるほどCO2排出量が大きくなるという特性を示している。 
CO 排出量に関しては、図７．１．４（ｅ）より、回転数の増加に伴い CO 排出量が減少していく傾向が確認
できる。またエンジンノッチが高いほど、CO 排出量が大きくなるとともに、エンジンノッチが高いときには、
CO 排出量は回転数への依存性が高く大きな範囲で変化していることが確認できる。 
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（ａ） 回転数－エンジン出力／Revolution – engine power 
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（ｂ） 回転数－燃料消費率／Revolution – fuel consumption rate 
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（ｃ） 回転数－NOx排出量／Revolution – NOx emission 
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（ｄ） 回転数－CO2排出量／Revolution – CO2 emission 
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（ｅ） 回転数－CO 排出量／Revolution – CO emission 
図７．１．４ 機関性能曲線 
Fig. 7.1.4   Performance curve of diesel engine 
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７．１．３ 対象路線 
特急列車が走行する対象路線として、図７．１．５に示す特徴の異なる２つの路線を採用した。比較的勾
配が少ない平坦都市間路線と、勾配が続く勾配都市間路線の２つの路線を想定した。また、図７．１．５に
運転曲線の例を示す。 
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（ａ） 平坦都市間路線／A flat intercity line 
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（ｂ） 勾配都市間路線／A gradient intercity line 
図７．１．５ 路線特性と運転曲線の例 
Fig. 7.1.5   Line profiles and examples of run curve 
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７．２ エンジン運転パターン最適化手法 
本論文では、燃料消費量とガス排出量の評価項目として、燃料消費量、NOx排出量、CO2排出量、CO排
出量を対象とする。これらの評価項目は、図７．１．４の機関性能曲線からわかるように相反する項目も含ま
れる。そこで、ここでは各々の評価項目を目的関数として最適化し評価を行う。これにより、それぞれの評
価項目について着目し、対象となる評価項目を最も削減できるディーゼルハイブリッドシステムの運転パタ
ーンを算出する。 
また、具体的な最適化手法としては、燃料噴射パターンの最適化、複数台のエンジン出力配分の最適
化、発電装置と蓄電装置の電力制御に関する動的計画法による最適化を組み合わせたエンジン運転パタ
ーンに関する最適化を用いる。これによって、最小となる燃料消費量・ガス排出量を算出する。燃料噴射パ
ターンの最適化は、１台のディーゼルエンジンについて、回転数とエンジンノッチの運転点を最適化するも
のである。エンジン出力配分の最適化は、複数台のディーゼルエンジンを協調して運転することにより、編
成全体での燃料消費量・ガス排出量を最小化するものである。発電装置と蓄電装置の電力制御に関する
動的計画法による最適化は、回生電力の有効回収やディーゼルエンジンの高効率点運転により、１往復
分の走行全体で見た場合の燃料消費量・ガス排出量を最小化するものである。 
 
７．２．１ 燃料噴射パターン最適化 
燃料噴射パターンの最適化は、１台のディーゼルエンジンについて、燃料噴射量と回転数を最適化する
ものである。車両負荷から決まるディーゼル発電機の出力を供給するにあたって、その出力を満たす燃料
噴射量と回転数の組み合わせは複数考えられる。その中で、目的関数を最小とする燃料噴射量と回転数
の組み合わせを選定する。 
具体的には、次のような手順で、ディーゼルエンジンの燃料噴射量を示すエンジンノッチと回転数を決
定する。はじめに、機関性能曲線のうち図７．１．４（ａ）のエンジン出力の特性から、与えられた出力を実現
するエンジンノッチと回転数を運転点の候補とする。この際、エンジンノッチと回転数の候補は複数となるこ
とが多い。そこで、それぞれのエンジンノッチと回転数の組み合わせに対して、機関性能曲線のうち図７．１．
４（ｂ）～（ｅ）の各評価項目の特性を用いて、目的関数となる燃料消費量・ガス排出量を算出する。これら複
数の候補のうち目的関数を最小とするエンジンノッチと回転数の組み合わせを採用とする。 
 
７．２．２ エンジン出力配分最適化 
エンジン出力配分の最適化は、編成内のディーゼル発電機全体で協調した制御を行い、ディーゼルエ
ンジン使用台数を最適化するものである。本研究で想定するディーゼルハイブリッド鉄道車両は、１編成を
３両単位とし、各車両に１台のディーゼル発電機を有している。そこで、図７．２．１のように各車両間を電気
的に接続し、電力の融通を可能にすれば、１両単位でのディーゼル発電機の制御でなく、編成全体の負
荷から各車両のディーゼル発電機を制御する協調運転が可能となる。ディーゼルハイブリッド鉄道車両は、
惰行や低速で力行している場合など車両の負荷が小さい場合には、編成内の全てのディーゼル発電機を
用いなくても、一部のディーゼル発電機のみで必要な負荷を賄える。このようにした方が、編成全体での燃
料消費量・ガス排出量が小さくなることが考えられる。そこで、エンジン出力配分の最適化では、目的関数
を最小にするディーゼル発電機の使用台数を採用する。具体的には、列車の低負荷時に、ディーゼルエ
ンジンを低効率点で各車両個別に運転するのではなく、一部のディーゼルエンジンを停止し、残りのディ
- 205 - 
第３章 ハイブリッド電源鉄道車両の最適化設計手法  
 
ーゼルエンジンを高効率点で運転する。これにより、編成全体で見た場合の省エネルギー化が期待され
る。 
 
DG DG DG
 
（ａ） 最適化なし／Without the optimization 
 
DG DG DG
 
（ｂ） 最適化あり／With the optimization 
図７．２．１ エンジン出力配分最適化の概念図 
Fig. 7.2.1   A conceptual figure of optimization of load distribution 
 
７．２．３ 最適化された燃料消費量・ガス排出量特性 
以上の最適化により、編成全体の出力が決定されたときの燃料消費率・ガス排出率の特性が図７．２．２
のように決定する。ただし、図７．２．２（ａ）の各評価項目を目的関数とした場合の結果は、目的関数として
最適化された評価項目をそれぞれ抽出したものであり、目的関数とならなかった評価項目の特性は図７．２．
２（ａ）とは異なる。例えば、NOx排出量を目的関数として最適化した場合の各評価項目の結果は、図７．２．
２（ｂ）のようになる。図７．２．２（ｂ）において、NOx排出量は最適化されているが、その他の評価項目に関し
ては最適化されていない。特に、図７．２．２（ａ）と図７．２．２（ｂ）を比較すると、CO排出量に関して、両者の
特性が大きく異なっており、CO排出量は最適化した場合と最適化していない場合で大きな差が生じること
が確認できる。 
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（ａ） 各評価項目を目的関数として最適化した場合／Optimization for each evaluation items 
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（ｂ） NOx排出量を目的関数として最適化した場合／Optimization for NOx emission 
図７．２．２ 最適化された燃料消費率とガス排出率特性 
Fig. 7.2.2   Optimized fuel consumption rate and gas emission rate 
 
７．２．４ 動的計画法による最適化 
燃料噴射パターンの最適化とエンジン出力配分の最適化により、編成全体で最適化されたディーゼル
発電機の運転を算出した上で、発電装置と蓄電装置の電力制御に関する動的計画法による最適化を行う。
動的計画法による最適化は、１往復分の走行全体で見た場合の燃料消費量・ガス排出量を最小化するも
のである。これは、動的計画法を用いることにより、目的関数を最小にするようなディーゼル発電機の出力
を決定し、回生電力の有効回収やディーゼルエンジンの高効率点運転を行うものである。動的計画法の適
用方法は、前節までと同様であり、目的関数が燃料噴射量やガス排出量の評価項目のいずれかに変更さ
れている。これにより、電力制御法の善し悪しが及ぼす影響を除外して、ディーゼルハイブリッド鉄道車両
の特性について、より一般性を持たせた考察が可能となる。 
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７．３ エンジン運転パターン最適化結果 
本節では、ディーゼルハイブリッド鉄道車両の導入による燃料消費量・ガス排出量の削減効果の検証と
して、４つの評価項目の中からそれぞれを目的関数とした場合について、蓄電装置容量を変化させて検討
を行った。ディーゼルハイブリッド鉄道車両のエンジン運転パターンの最適化により、それぞれの機器容量
について最適化された結果同士を比較することができる。本節で示す削減率は、蓄電装置容量が 0.0 
[kWh]で燃料消費量を目的関数とした場合のそれぞれの評価項目の値を基準とした。 
図７．３．１、２に各評価項目の削減率を示す。各図の実線で結ばれている系列が最適化した評価項目と
なる。最適化した評価項目について注目すると、概ね蓄電装置容量が 12.0 [kWh]付近で極大値を取って
おり、それより大きい蓄電装置容量では飽和する傾向にある。これは、この付近よりも小さい蓄電装置容量
では全ての回生電力を回収することができずに、回生失効が生じてしまうものと考えられる。このため、回生
電力に対してある程度の大きさの蓄電装置容量が求められる。一方、蓄電装置容量の増加に伴い、列車
質量は増加する。これらの関係から、削減率を最大にする蓄電装置容量が決まるものと考えられる。これら、
蓄電装置容量の増加に伴う削減率の増加要因と減少要因のバランスから、このような極大点を持つ特性に
なったものと考えられる。 
また、図７．３．３、４にそれぞれの発電パターンについて発電電力の度数分布を示す。 
 
７．３．１ 燃料消費量を最適化した場合の燃料消費量とガス排出量の特性 
図７．３．１（ａ）、２（ａ）より、燃料消費量を最適化した場合には、CO2排出量は、燃料消費量とほぼ同様の
傾向を示し、削減率もほぼ同等となっている。また、平坦都市間路線においては、NOx排出量についても
燃料消費量の削減効果の半分程度の削減効果が確認できる。また、図７．３．３（ａ）、４（ａ）に示す発電電力
は、800 ～ 900 [kW]と100 ～ 200 [kW]が選択されることが多くなっている。前者はディーゼル発電機を３
台用いた運転であり、後者はディーゼル発電機を１台用いた運転である。 
 
７．３．２ NOx排出量を最適化した場合の燃料消費量とガス排出量の特性 
図７．３．１（ｂ）、２（ｂ）より、NOx排出量を最適化した場合には、平坦都市間路線で 30 [%]程度、勾配都
市間路線で 25 [%]程度と、良好な削減効果が確認できる。また、平坦都市間路線においては、燃料消費
量とCO2排出量についても、10 [%]前後の削減効果が確認できる。一方、CO排出量については、蓄電装
置容量の増加とともの削減率は負となり、CO排出量は最大で 3 倍以上に増加してしまっている。これは、図
７．１．４や図７．２．２（ｂ）に示すように、CO排出量の特性は、他の評価項目と異なる特性であるためと考え
られる。このため、NOx排出量を最小化するようなエンジン運転パターンでは、CO排出量に関しては、大幅
に増加してしまうものと考えられる。また、図７．３．３（ｂ）、４（ｂ）の発電電力は、燃料消費量を最適化した場
合と比べて、1000 ～ 1100 [kW]と 400 ～ 500 [kW]が選択されることが多くなっている。これは、燃料消費
量の観点からの最高効率点が 800 ～ 900 [kW]（ディーゼル発電機３台使用時）となっていたのに対して、
最大出力点の方がNOx排出量は小さくなるため、最高効率点での発電が減少し、最大出力点での発電が
増加したものと考えられる。 
 
７．３．３ CO2排出量を最適化した場合の燃料消費量とガス排出量の特性 
図７．３．１（ｃ）、２（ｃ）より、CO2排出量を最適化した場合には、平坦都市間路線で 20 [%]程度、勾配都
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市間路線で 10 [%]程度と、良好な削減効果が確認できる。また、燃料消費量についても、CO2排出量に近
い削減効果が確認できている。一方、CO排出量についても、50 [%]程度の削減効果が得られている。燃
料消費量の特性とCO2排出量の特性は概ね一致しているが、CO排出量については、燃料消費量を最適
化した場合と、CO2排出量を最適化した場合で、その削減率の特性は大きく異なっており、わずかでも排出
量特性が異なると、CO排出量は大きな差が生じることが確認された。また、図７．３．３（ｃ）、４（ｃ）の発電電
力は、燃料消費量を最適化した場合に近い結果となっている。 
 
７．３．４ CO 排出量を最適化した場合の燃料消費量とガス排出量の特性 
図７．３．１（ｄ）、２（ｄ）より、CO 排出量を最適化した場合には、80 [%]程度の良好な削減効果が確認でき
る。CO 排出量に関しては、蓄電装置容量が 0.0 [kWh]の場合でも、70 [%]程度の削減効果が得られている。
これは、蓄電装置の有無にかかわらず、燃料噴射パターンの最適化とエンジン出力配分の最適化につい
て、燃料消費量を最適化するパターンから CO 排出量を最適化するパターンに変更したことにより、大幅な
削減効果があったものと考えられる。これは、前述の通り、CO 排出量の特性は、他の評価項目と異なる特
性であるためであると考えられる。なお、この場合にも、他の評価項目についても平坦都市間路線で 10～
15 [%]程度の削減効果が見られるなど、他の項目が大幅に悪化することはなく、CO 排出量は大幅に改善
されていることが確認される。また、図７．３．３（ｄ）、４（ｄ）の発電電力は、燃料消費量を最適化した場合と比
べて、200 ～ 300 [kW]が選択されることが多くなっている。これより、燃料消費量と違い、CO 排出量に関
しては、この付近の出力においても、CO 排出率の良好なエンジン運転点が生じていることが確認できる。 
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（ｂ） NOx排出量を目的関数として最適化した場合／Optimization for NOx emission 
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（ｄ） CO 排出量を目的関数として最適化した場合／Optimization for CO emission 
図７．３．１ 平坦都市間路線に対する各評価項目の削減率 
Fig. 7.3.1   Reduction ratio for each evaluation items for a flat intercity line 
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（ｃ） CO2排出量を目的関数として最適化した場合／Optimization for CO2 emission 
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（ｄ） CO 排出量を目的関数として最適化した場合／Optimization for CO emission 
図７．３．２ 勾配都市間路線に対する各評価項目の削減率 
Fig. 7.3.2   Reduction ratio for each evaluation items for a gradient intercity line 
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（ｄ） CO 排出量を目的関数として最適化した場合／Optimization for CO emission 
図７．３．３ 平坦都市間路線における発電電力のヒストグラム 
Fig. 7.3.3   Histogram of the generation power for a flat intercity line 
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（ｄ） CO 排出量を目的関数として最適化した場合／Optimization for CO emission 
図７．３．４ 勾配都市間路線における発電電力のヒストグラム 
Fig. 7.3.4   Histogram of the generation power for a gradient intercity line 
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７．４ ディーゼルハイブリッド鉄道車両の設計指針 
本節での検討により、ディーゼルハイブリッド鉄道車両に関して以下のような特徴が明らかになった。 
・蓄電装置を適用することにより、燃料消費量やガス排出量の削減効果が期待できるが、その効果は一定
の蓄電装置容量で飽和する。 
・勾配都市間路線より平坦都市間路線の方が、燃料消費量やガス排出量の削減効果が期待できる。 
・燃料消費量やガス排出量の削減効果は、エンジン運転パターンによって大きく異なり、複数の評価項目
の間での適切な目的関数の決定が重要である。 
・燃料消費量削減を目指した設計を行うと、CO2排出量に関しても同程度の削減効果を期待でき、NOx排
出量に関してもある程度の削減効果が得られる。 
・NOx排出量の削減を目指した設計を行うと、NOx排出量を大幅に削減させた上で、燃料消費量も削減す
ることができる。 
・CO 排出量は出力に対する排出量の変動性が極めて大きいため、設計の際に留意することによって、他
の評価項目を悪化されることなく、CO 排出量を大幅に改善できる。 
以上のような知見は、ディーゼルハイブリッド鉄道車両について、燃料噴射パターンの最適化、複数台の
エンジン出力配分の最適化、発電装置と蓄電装置の電力制御に関する動的計画法による最適化を組み
合わせたエンジン運転パターンに関する最適化を用いることによって、最小となる燃料消費量・ガス排出量
を算出することによって得られた。最適化手法を用いることにより、多くの評価項目が存在するディーゼル
ハイブリッド鉄道車両の設計においても、有用な知見を示すことができたと考えている。 
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第８節 
まとめ 
 
本論文において、ハイブリッド電源鉄道車両について機器容量と消費エネルギーの最小化の観点から、
多目的最適化を適用し、機器容量と電力制御法の設計に有用な分析を行った。電力制御手法については、
ハイブリッド電源鉄道車両の消費エネルギーを最小にする電力制御パターンを算出する目的で動的計画
法を導入した。また、代表的な２通りの考え方を基本として、検討対象となる２通りの電力制御法を提案した。
この結果、ハイブリッド電源鉄道車両の適用路線に対する機器容量と消費エネルギーの特性及び電力制
御法の特性を定量的に提示した。 
動的計画法により理想的な電力制御パターンを仮定することで、消費エネルギーの傾向について、電力
制御法から独立した議論を行うことができる。このため、提案手法は、それぞれの路線条件や機器容量に
対して最適化された状態で様々な路線に対する結果を比較できる。提案手法は、様々な特徴の異なる路
線に対して、様々な設計コンセプトを網羅した広い探索空間から大域的に最適な特性を提示した。具体的
には、動的計画法と多目的最適化による大域的な探索により得られたパレート最適解から、対象路線と機
器容量を決定し、動的計画法によって得られた電力制御パターンを目指して具体的な電力制御法を設計
することで、最適な設計を行うことが可能となる。このような設計プロセスは、様々な路線や様々な種類のハ
イブリッド電源システムに広く適用可能である。これにより、ハイブリッド電源鉄道車両の概念設計にあたっ
て、有用な設計指針を提示できることが確認された。これは、燃料電池とキャパシタによるハイブリッド電源
鉄道車両という将来的な導入の可能性を探る段階の概念設計において、特に有用であると考えられる。 
また、多目的最適化と電力制御法による最適化に続く設計プロセスとして、具体的な電力制御法も提案
した。提案の電力制御法を、動的計画法の結果と比較し分析した。これにより、発電装置が特に小さいとき
には、一定出力制御のような簡便な電力制御においても良好な制御が可能であることを確認した。また、車
両エネルギーの考え方に基づく関数制御のような電力制御を用いることで、多くの路線条件や機器容量に
対して、個々の条件下での最小な消費エネルギーに近い良好な制御が可能であることを確認した。すなわ
ち、動的計画法を導入することで、電力制御法を設計するにあたっての指針を提示することができ、機器容
量に応じて、良好な電力制御法を提案することができた。 
 
本論文の検討により、次のような知見が定量的に明らかになった。 
・ハイブリッド電源鉄道車両は、駅間距離が短く、勾配の少ない路線において、消費エネルギー削減の効
果が大きく得られる。 
・発電装置出力と蓄電装置容量の間には、トレードオフ関係があり、機器容量と消費エネルギーの最小化
の観点からは、トレードオフカーブ上の機器容量が良好な設計パターンである。すなわち、発電装置が
小さく、蓄電装置が小さい機器容量構成は、当然のことながら実現が困難であるが、消費エネルギーの
観点から考えると、発電装置が大きく、蓄電装置が大きい機器容量構成は、利点が出る場合は限られて
いることが明らかなった。 
・発電装置が小さく、蓄電装置が大きい機器容量構成の場合には、一定の出力を行う電力制御が有効で
あり、簡便な電力制御により良好なハイブリッド電源鉄道車両を実現できる。 
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・機器容量構成にかかわらず、車両エネルギーの考え方に基づく電力制御が有効である。 
・消費エネルギー最小化の観点からは回生電力の確実な回収が重要であり、蓄電媒体の選定を行う場合
には、回生時の引張力特性に対して十分なパワーを持たせることが必要である。また、エネルギーに関
しては、検討対象とした電気二重層キャパシタやリチウムイオン蓄電池であれば、回生エネルギーを吸
収するのに大きな問題はない。 
・ディーゼルハイブリッド鉄道車両は、燃料消費量やガス排出量の削減効果が期待できるが、その効果は
一定の蓄電装置容量で飽和する。 
・ディーゼルハイブリッド鉄道車両の燃料消費量やガス排出量の削減効果は、エンジン運転パターンによ
って大きく異なり、複数の評価項目の間での適切な目的関数の決定が重要である。 
本研究において、ハイブリッド電源鉄道車両の設計に最適化手法を適用することにより、様々な知見が
明らかになった。これにより、開発した最適化手法によって理想的な結果を示すことにより定量的な設計上
の目標も提示できたものと考えている。特に提案の最適化手法を実現するにあたっては、単純化された路
線ではなく実在する路線をモデル化した点や、多数の設計変数に対して探索を行った点など、設計上必
要十分な広範な探索を可能にしたことが特徴と考えられる。ハイブリッド電源鉄道車両に対する最適化手
法の適用事例はほとんどないが、鉄道車両の一般的な走行シミュレーションの最適化などにおいても、こ
のような規模で最適化を実行している例は見られない。本研究においては、最適化手法を提案するととも
に、提案の最適化手法を実現するために、並列化計算の適用も行った。第４節に示したように並列化計算
の適用により、本計算では約 30 倍の高速化を図っていると推定される。すなわち、第６節の蓄電媒体の検
討においては、１条件あたり 14～40 日程度を要する計算を 11～32 時間程度に短縮できたと考えられる。こ
のように、並列化計算の適用により、実用的な計算時間内で最適化計算を実施することが可能となった。
以上により、本研究は、ハイブリッド電源鉄道車両の最適化による設計・評価手法を提案し、今後の設計に
対する有用な指針を示したと考えられる。 
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本研究の成果 
 
本研究の主な成果は以下の通りである。 
 
＜第１章＞緒論 
第１章においては、本研究の背景をまとめるとともに、帰線電流高調波の理論解析とハイブリッド電源鉄
道車両の最適化設計手法を対象とする本研究の概要を述べた。 
 
＜第２章＞帰線電流高調波の理論解析 
第２章においては、架線から集電し電気運転を行う鉄道車両に焦点を当て、インバータによる車両駆動
システムの新たな設計手法の提示を目的とし、帰線電流高調波の理論解析手法を提案した。本章におけ
る開発手法により、相電流の正弦波近似とともにスイッチング素子の動作を表現するスイッチング関数を導
入することによって、直流側電流高調波の周波数成分だけでなく、その振幅値も明確に示す理論式を導出
した。続いて、実験結果、微分方程式に基づく数値解析結果、および提案手法の理論解析結果を比較し
た。この結果、理論解析による高調波成分は、実験と数値解析で得られた主な高調波成分と比較して、周
波数が一致するだけでなく振幅も良好に合致した。これにより、本章において開発した理論解析の妥当性
を示した。開発手法は、インバータのＰＷＭパルスモードに応じて、非同期ＰＷＭモード、同期ＰＷＭモー
ド、１パルスモードに適用可能である。これにより、帰線電流高調波の対策として、高調波発生原理を体系
的に整理することが可能となった。開発手法により、変調波周波数、搬送波周波数、変調率などのパラメー
タが、発生する高調波に及ぼす影響を理論式に基づき把握することが可能となった。これは、微分方程式
に基づく数値解析では得ることができなかった情報の抽出を可能とするものであり、開発手法の大きな特
徴である。本手法を用いることで、高調波抑制対策など、今後のインバータによる車両駆動システムの設計
に有益な情報を提示することが期待できる。本研究は、これまで十分に整理されていない車両から発生す
る高調波についてＰＷＭパルスモードに応じて体系的に整理し、高調波発生量を明確に提示した。これに
より、今後の車両駆動システムや信号システムの設計を改善するものと期待する。 
さらに、本章では、高調波低減の一手法として、ＰＷＭ搬送波の位相差運転の効果について開発した理
論解析により分析・評価した。開発した理論解析の応用事例として、直流鉄道車両への位相差運転の効果
を理論式により定量的に明らかにし、その有効性を示した。今後、高調波低減手法として位相差運転の適
用が期待される。 
 
＜第３章＞ハイブリッド電源鉄道車両の最適化設計手法 
第３章においては、将来の車両駆動システムとして研究開発が進められているハイブリッド電源鉄道車
両を対象にして、設計コンセプトを見いだすための基本設計手法として最適化による設計手法を提案した。
開発手法においては、多目的最適化を適用すると同時に、そのプロセスにおいて電力制御パターンの算
出に動的計画法を取り入れ、ネスト化された最適化計算手法を提案している。この結果、探索空間が極め
て広範となり、通常の高速ワークステーションを用いても実用上可能な時間範囲で処理が困難となる。そこ
で、最適化プロセスを適切に並列化計算させることで、探索の大規模高速化を実現した。以上の結果、動
的計画法により種々の路線条件や機器容量の下で消費エネルギーを最小にする最適な電力制御を実現
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した上で、発電装置容量・蓄電装置容量・消費エネルギー・路線条件の相関を広範な探索空間にわたり把
握することが可能となった。このような詳細な分析結果に基づき、最終的に、電源システムのハイブリッド化
による効果が大きい機器容量構成をパレート最適解として抽出した。同時に、路線特性の観点からも分析
することで、ハイブリッド化の効果が大きい対象路線の特徴を明らかにした。これにより、ハイブリッド電源鉄
道車両の設計の概念設計にあたって、有用な設計指針を提示できることが確認された。これは、燃料電池
とキャパシタによるハイブリッド電源鉄道車両という将来的な導入の可能性を探る段階の概念設計におい
て、特に有用であると考えられる。 
また、ここまでの議論では、動的計画法により最適化された電力制御パターンに基づき、ハイブリッド電
源鉄道車両の基本設計を行っている。したがって、設計結果を実際のハイブリッド電源鉄道車両に適用す
るには、動的計画法により得られた結果と遜色ない程度のエネルギー消費を実現できる現実的な電力制
御法が求められる。そこで、本論文では、代表的な２通りの考え方を基本とし、新たな２通りの電力制御法
を開発した。提案する電力制御法について、動的計画法の結果と比較することで、実用的な電力制御につ
いても分析した。これにより、発電装置が特に小さいときには、一定出力制御のような簡便な電力制御にお
いても、与えられた機器容量下で良好な制御が可能であることを確認した。また、車両エネルギーの考え
方に基づく関数制御のような電力制御を用いることで、多くの路線条件や機器容量に対して、個々の条件
下での最小な消費エネルギーに近い良好な制御が可能であることが確認した。動的計画法を導入すること
で、電力制御法を設計するにあたっての指針を提示することができ、機器容量に応じて、良好な電力制御
法を提案することができた。 
本研究において、ハイブリッド電源鉄道車両の設計に最適化手法を適用することにより、設計上有用な
様々な知見が明らかになった。今回の最適化手法を用いた検討により、理想的な結果を示すことによって
設計上の目標を定量的に提示できたものと考えている。特に提案の最適化手法を実現するにあたっては、
単純化された路線ではなく実在する路線をモデル化した点や、多数の設計変数に対して探索を行った点
など、設計上必要十分な広範な探索を可能にしたことが特徴と考えられる。本研究においては、最適化手
法を提案するとともに、実用的な計算時間内で最適化計算を実施することを可能にした。本研究により、ハ
イブリッド電源鉄道車両の最適化による設計・評価手法を提案し、今後の設計に対する有用な指針を示し
たと考えている。 
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本論文では、はじめに、電気運転を行うインバータによる車両駆動システムに対して新たな設計指針を
示すことを目指して、帰線電流高調波の理論解析手法を提案した。続いて、導入に向けて研究開発が現
在進められている段階であるハイブリッド電源鉄道車両の車両駆動システムの設計・評価手法を提案した。 
帰線電流高調波の理論解析手法は、車両駆動用インバータによる高調波発生量を理論式により明確に
提示し、その妥当性も検証された。開発手法は、インバータのＰＷＭパルスモードに応じて、非同期ＰＷＭ
モード、同期ＰＷＭモード、１パルスモードに適用可能であり、帰線電流高調波の対策として、高調波発生
原理を体系的に整理した。これにより、変調波周波数、搬送波周波数、変調率などのパラメータが、発生す
る高調波に及ぼす影響を理論式に基づき把握することが可能となった。これは、微分方程式に基づく数値
解析では得ることができなかった情報の抽出を可能とするものであり、開発手法の大きな特徴である。今後
は、提案の理論解析結果を生かした車両駆動システム及び信号システムの開発が課題となる。また、理論
解析に基づき、高調波の低減を図ることも有効と考えられる。提案の位相差運転をはじめとして、高調波発
生量を抑制するようなＰＷＭ制御パターンの検討や、信号システムの対応なども考えられる。 
また、ハイブリッド電源鉄道車両の設計・評価手法は、今後、車両駆動システムに蓄電媒体を適用する
にあたっての有用な情報を提示できたものと考えている。最適化によって、機器容量構成と電力制御パタ
ーンの優れた組み合わせを提示したことにより、今後の設計上の目標を提示できたものと考えられる。ハイ
ブリッド電源鉄道車両は、発電装置と蓄電装置という２つの電源を有することから、従来の鉄道車両設計の
ような手法が用いることができずに、適切なハイブリッドシステムの設計は非常に難しいものとなってしまっ
ている。これに対して、本手法は、最適化手法を用いて、広い観点から最適化を行ったことにより、設計者
に有用な情報を提示できたものと考えられる。今後の課題としては、構成機器のモデルを詳細化すること
や、運転曲線と電力制御パターンを同時に最適化する手法の検討などが考えられる。前者は、詳細な損
失モデルの組み込みや、蓄電媒体の寿命予測も含めた最適化や、発電装置や蓄電装置の過渡特性の考
慮などが考えられる。これらは、機器単体の特性に関する研究にとともにモデル化を実現することが課題と
なる。また、後者に関しては、運転曲線の最適化はいくつかの取り組みが見られるが、運転曲線と電力制
御という２つの自由度を考慮することで、探索空間の次元が増加することに伴う劇的な計算負荷の増大に
関する対策や、１駅間での最適化が主流である運転曲線に関する最適制御と、１路線での最適化が必要
なハイブリッド電源鉄道車両に関する最適制御の探索空間の違いを適切に処理することなどが今後の主
たる課題と考えられる。 
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